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序 章 

 

近年の大学を取り巻く環境の変化に伴い、国をはじめ、地域社会、行政、企業等からの大

学に対する要請は、多様であり年々厳しさを増している。その要請に応えるため、大学では、

教育の様々な場面において「質の転換」が必要となっている。特に、学生がどのような能力

を形成したのか、どのような付加価値を身につけたかを明確な基準で測定し、評価すること

は、大学教育の「質の保証」のうえで必要なものとなっている。 

本学は、2013（平成 25)年度の公益財団法人大学基準協会による大学評価の受審以降、指

摘事項に対して改善に努めてきた。特に 2015（平成 27)年度から「大学協議会」を設け、 同

協議会を中心とした全学的な教学マネジメント体制を構築し改善に取り組んできた。 

まず、改善勧告については、教育方法に関して、大学院各研究科の博士後期課程において

研究指導計画が策定されていなかった点に対し、当該計画を 2015（平成 27)年度から『大学

院要覧』に掲載することにより、大学院学生に周知し改善を行っている。次に努力課題につ

いては、教員組織に関して、すべての研究科において、大学院担当教員の選考に関する資格

審査規程が定められていなかった点を改め、当該規程を策定し、規程に則った審査を行うよ

う改善している。 

前回の大学評価受審後の７年間において、本学では、2016（平成 28）年度に『教育の「質」

の転換と内部質保証システムの確立を目指す』という方針を掲げ、建学の精神である「女性

が社会を変える、世界を変える」と、実践女子大学・実践女子大学短期大学部の教育理念「品

格高雅にして自立自営しうる女性の育成」を再確認し、３つのポリシー（ディプロマ・ポリ

シー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）を再策定している。中でも、

ディプロマ・ポリシーに関しては、新たに５つの態度・能力（「国際的視野」「美の探究」「研

鑽力」「行動力」「協動力」）を掲げ、それらを確実に養成し、教育の質保証を実現するため

に、「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」の構築に向けた体制の整備に努め

てきた。 

さらに、入学前から卒業後まで学生一人ひとりの個性に合わせた成長機会を提供するた

めに、本学独自のエンロールメント・マネジメントを基盤とする個別支援体制「Jissen Total 

Advanced Support」（以下、J-TAS／ジェイタス）を構築し、その運用を 2018（平成 30）年

度から順次開始している。この「J-TAS」は、学生が授業や課外活動等に主体的に取り組む

ことを支援し、ポートフォリオ等のサポートツールを活用して学生生活を多面的に振り返

ることで、自己の成長をより強く実感できることを目指すものである。これらの推進は、本

学が、建学の精神、教育理念の実現に向けて注力している、特筆すべき取り組みである。 

今回、「自己点検・評価報告書」を作成するに当たり、全学の内部質保証を推進する組織

である「大学協議会」を中心に取りまとめ、検証を行ってきた。この点検・評価の結果に基

づき、教育の改善・向上にいっそう努めることで、社会にとって有為な人材を育成し、それ

をとおして持続可能な社会の構築に寄与し続けていくこととしたい。 
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第１章 理念・目的 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部

研究科の目的を適切に設定しているか。 

 本学は、女子教育の先駆者・下田歌子により1899（明治32）年に創立された帝国婦人協

会私立実践女学校並びに女子工芸学校を淵源として、2019年5月に創立120周年を迎えた。

下田歌子は、本俸固有の女德を基礎として一般女性の地位の向上を目指し、広く一般女子

に対して実学と実践の教育を行うという強い信念の下、二つの学校を創立した。その後、

1949（昭和24）年の学制改革に伴い、女子大学として認可され、「女性が社会を変える世

界を変える」を建学の精神、「品格高雅にして自立自営しうる女性の育成」を教育理念と

して、教育研究活動等を展開している（資料1-6【ウェブ】）。  

 これらの建学の精神、教育理念を踏まえ、大学および大学院の目的を下記のように「実

践女子大学学則」および「実践女子大学大学院学則」に適切に定めている（資料1-4、1-

5）。  

 

＜大学学則第１条＞ 

本学は、教育基本法、学校教育法及び実践女子学園の建学精神に則り、深く専門の学芸

を教授研究し、かつ人格の完成を目標として幅広く深い教養を培い、国際的視野に立つ社

会人として自己の信ずるところを実践し、もって文化の創造と人類の福祉とに寄与する人

材を育成することを目的とする。 

 

＜大学院学則第１条＞ 

本大学院は、建学の精神に則り、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、

文化の進展に寄与することを目的とする。 

  

この大学・大学院の目的に基づき、学部においては、学部、学科ごとに、研究科におい

ては、研究科、専攻ごとに下記のように目的を定めている（資料1-7【ウェブ】、資料1-8

【ウェブ】）。 

 

＜大学＞各学部 

文学部では、日本、東洋、西洋の文学、言語、美術の各分野における幅広い学識を授

け、現代社会に寄与しうる人材の育成に努めることを目的とする。 

生活科学部では、食物、栄養、健康、衣服、もの、住まい、ライフスタイル、幼児・保

育に関する広い学識を授け、各々の専門に係る職業に必要な知識と能力の養成を目的とす

評価の視点１：学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科 

又は専攻ごとに設定する人材育成その他の教育研究上の目的の設定とその

内容 

評価の視点２：大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 
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る。 

人間社会学部では、国際化の進展、情報化の進展、社会の成熟化が進むなかで、社会の

要請と国民の多様で高度な学びの要求に応える学部教育を目指す。学生が自ら主体的に学

び、考え活動できる能力の養成を願い、「共に学び合う共同体」づくりを目指す 

 

＜大学院＞各研究科、専攻 

文学研究科では、日本、東洋、西洋各地域の文学、言語、美術の各分野における精深な

学識を授け、研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な能力を養成することを目

的とする。  

国文学専攻では、国文学、日本語学、日本語教育、中国文学(漢文学)の各分野における

研究能力又は高度の学識を養い、さらに進んでは、研究者として自立して研究活動を行

い、専門的な業務に従事しうる人材を養成することを目的とする。  

英文学専攻では、英語の運用力を培い、英文学、米文学、英語学の研究を深めることに

より、地球的な視野を広げ、さらなる研究を目指す人材を養成することを目的とする。  

美術史学専攻では、日本、東洋、西洋各地域の美術史について、高度の専門知識と確か

な芸術理解能力を養い、美術館等の専門分野で活躍できる人材を養成することを目的とす

る。 

  生活科学研究科では、食物栄養学又は生活環境学分野における精深な知識を授け、研究

能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な能力を養成することを目的とする。  

食物栄養学専攻では、栄養学、食品学、調理学の各分野における精深な学識を授け、研

究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な能力を養成することを目的とする。  

生活環境学専攻では、環境人間工学、生活材料科学、衣環境設計学、住環境設計学、環

境文化学の各分野における精深な学識を授け、研究能力又は高度の専門性を要する職業等

に必要な能力を養成することを目的とする。 

人間社会研究科では、人間社会の分野における精深な学識を授け、より高度な専門的知

識・技能と能力を養成することを目的とする。  

人間社会専攻では、人間コミュニケーション・心理学、経営・組織・ビジネス社会の各

分野における精深な学識を授け、人間社会研究に必要な高度の専門的能力を有する人材を

養成することを目的とする。  

  

例えば文学部では、「日本、東洋、西洋の文学、言語、美術の各分野における幅広い学

識を授け、現代社会に寄与しうる人材の育成に努めることを目的とする」と定め、この目

的に基づき、美学美術史学科では、「日本、東洋、西洋各地域の美術史と美学及び日本芸

能史について、幅広い知識と教養を身につけ、美術の実技を学ぶことも含めて、芸術につ

いての総合的な理解力と自己表現力を養い、芸術、文化とそれを生み出した社会に対する

理解と洞察力を備えた人材の育成を目的とする」としており、建学の精神、大学の教育理

念、目的に基づいた各学部の教育目的と学科での学びが関連するように定めることで、大

学としてどのような学生を育成するのかを明示している。研究科においても学部と同様で

あり、例えば生活科学研究科では、「食物栄養学又は生活環境学分野における精深な知識

を授け、研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な能力を養成することを目的と
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する」と定め、食物栄養学専攻では、「栄養学、食品学、調理学の各分野における精深な

学識を授け、研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な能力を養成することを目

的とする」と定め、研究科の教育目的と専攻の学びを連関させている。 

 

 

点検・評価項目②：大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則

等に適切に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表してい

るか。 

＜１＞ 大学全体（大学院を含む） 

 本学では、「品格高雅にして自立自営しうる女性の育成」を教育理念とし、これに沿って、

学部・学科、研究科・専攻ごとに人材育成その他の教育研究上の目的を「実践女子大学学則」

および「実践女子大学大学院学則」に定めている（資料 1-4、1-5）。これらの教育理念や目

的は、本学の建学の精神とあわせて大学の『履修要項』、『大学院要覧』に記載して学生及び

教職員に周知するとともに、大学ホームページにおいて学則を掲載し、社会に対して広く公

表している（資料 1-10【ウェブ】）。特に、建学の精神、教育理念については、新入生オリエ

ンテーションや年度はじめの学科ガイダンスを通じて学生に説明を行っている。また、入学

式等の式典における学長からのメッセージの中で、本学の建学の精神と教育理念を学祖下

田歌子の志とともに伝えている。加えて、学祖の生涯を描いた漫画『きらりうたこ』を出版

し、学生・教職員に配布することで、学祖顕彰とならびに建学の精神の社会的認知を図って

いる（資料 1-11）。  

 

 

点検・評価項目③：大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、

大学として将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定してい

るか。 

 本学では、実践女子大学・実践女子大学短期大学部が、将来にわたって社会に貢献できる

人材を輩出し続ける高等教育機関として存在し続けるために、如何に学生を確保し教育・研

究を進展させていくかという課題の取り組みに向け、特に教学面の在り方について中期的

な方向性や施策を議論するための場として、「実践女子大学・実践女子大学短期大学部教学

グランドデザイン策定会議」を常任理事会の諮問機関として設置した。複数回の議論を経て、

会議は中期（今後 10 年程度）の大学・短大の教学体制についてのグランドデザインを策定

し、常任理事会に答申している。この会議は、将来の大学・短大を担うであろう若手教職員

19名と同窓会組織である「実践桜会」の２名を加えた 21名で構成され、2013（平成 25）年

評価の視点１：学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科 

又は専攻ごとに設定する人材育成その他の教育研究上の目的の適切な明示 

評価の視点２：教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目 

的、学部・研究科の目的等の周知及び公表 

評価の視点１：将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 
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から 2015（平成 27）年の２年間に亘って議論を行った。課題解決の具現化案を策定するに

あたり、建学の精神、教育理念を再確認し、10年後までの「ビジョン」の構築、「本学の特

徴」の明確化、それらに付随する諸課題の整理を行っている。これらに基づき、「教育対策」

「学生支援対策」「入口（入試）出口（就職）対策」および「仕組み・体制」の４項目にお

ける具現化策を「重要度ランク」（３段階）と「実施時期」（短期から長期の３段階）の２局

面でプライオリティを付け、常任理事会に最終答申として提出している（資料 1-9）。この

「教学グランドデザイン最終答申」に基づき、第２章以降で述べるように、各年度の学長方

針をはじめ、2015（平成 27）年度から 2019（令和元）年度までの「教育改革」を着実に実

施している（資料 1-12、1-13）。  

 また、本学では、建学の精神、教育理念に基づき、入学前から卒業後まで学生一人ひとり

に合わせた成長機会を提供するための本学独自のエンロールメント・マネジメントを基盤

とする個別支援体制「Jissen Total Advanced Support」（以下、J-TAS）の運用を、2018（平

成 30）年度から 2023 年度（令和５年）までの改革として位置付けている。2018（平成 30）

年度、2019（令和元）年度はその運用を順次的に開始している（資料 1-14、1-15【ウェブ】）。  

この「J-TAS」は、学祖下田歌子の「訓言（学祖下田歌子が晩年に本学の基本的理念とし

て教職員に向けて５つの教訓を書き残したもの）」に基づいている。特に「訓言３」の道徳

教育の推進は、「躬行実践の大切さ」「篤実至誠の精神で知識技能を世界で運用し」「一生向

上努力する志を持続する女性を育成する」ことを目的として掲げており、「父母が愛児に対

する」教職員の在り方など、本学の進むべき方向性を我々に指し示している。この「訓言」

の内容を現代において再解釈し、「父母が愛児に接するように学生に接する」という理念を

「学生第一」に読み換えることで、本学の教職員は、時には厳しく、時には優しく接する「学

生第一」の意識のもと、知識技能と篤実至誠の精神を教授し、それらによって世界（社会）

で活躍する志の高い学生を育成することを使命として改めて認識し、その使命を「J-TAS」

推進の基本方針として明確に位置付けたうえで、大学として将来を見据えた施策を実施し

ている。 

中期計画に関しては、2019（令和元）年度中に策定し、2020年度（令和２年）より実施す

る予定としている。特に教育活動では、「社会で活躍できる基礎力を持ち、社会を変革して

いくチャレンジ精神を持った学生の育成）」をテーマに掲げている。2020 年度（令和２年）

は主に現在の教育課程の問題点・改善点の把握、社会連携部門・学習支援組織の方向性の確

定を目標とし、教育改革のための調査（卒業生・企業・在学生・教職員）、2020年度新カリ

キュラムの検討・決定、社会連携部門・学習支援組織検討ワーキンググループの設置、学事

日程の弾力化の検討等に取り組むこととしている（資料 1-16）。なお、中期計画においては、

外部有識者から構成される外部評価・助言委員会等から聴取した意見を、策定過程で反映さ

せている（資料 1-17）。 

 

 

（２）長所・特色 

「実践女子大学・実践女子大学短期大学部教学グランドデザイン策定会議」を設置し、中

期（今後 10 年程度）の大学・短大の教学体制についてのグランドデザインを策定している

（資料 1-9）。この「教学グランドデザイン最終答申」に基づく「教育改革」を、本学の教育
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活動の発展と教育の質保証に繋げていることは、本学の教育理念・目的の実現に向けた斬新

かつ具体的な取り組みである（資料 1-18）。また、策定にあたり、構成員を大学の将来を担

うであろう若手教職員、同窓会組織で構成することにより、本学の将来を見据えた積極的な

意見の反映が図られている（資料 1-9）。 

さらに、本学の教育理念・目的等の実現に向けて、入学前から卒業後まで学生一人ひとり

に合わせた成長機会を提供するための、個性を大切にした本学独自のエンロールメント・マ

ネジメントを基盤とした「J-TAS」の推進により、学生が自信を深め、成長を実感すること

ができるよう、きめ細やかな学生支援体制を構築しその運用を開始している（資料 1-14、

1-15【ウェブ】）。 

 

 

（３）問題点 

なし 

 

 

（４）全体のまとめ 

 本学では、建学の精神、大学の教育理念・目的を適切に定め、これに則って、学部・学

科、研究科・専攻の教育研究上の目的を適切に定めている。これらは学内外に対して適切

な方法によって公表している。 

 大学の将来を見据えた諸施策の設定については、実践女子大学・実践女子大学短期大学部

が、将来にわたって社会に貢献できる人材を輩出し続ける高等教育機関として存在し続け

るために、如何に学生を確保し教育・研究を進展させていくかという課題に取り組むため、

特に教学面の在り方について中期的な方向性や施策を議論するための場として、将来の大

学・短大を担うであろう若手教職員等で構成される「実践女子大学・実践女子大学短期大学

部教学グランドデザイン策定会議」を常任理事会の諮問機関として設置し、中期（今後 10

年程度）の大学・短大の教学体制についてのグランドデザインを策定した。この「教学グラ

ンドデザイン最終答申」に基づく「教育改革」を、本学の教育活動の発展と教育の質保証に

繋げている（資料 1-18）。 

 加えて、入学前から卒業後まで学生一人ひとりに合わせた成長機会を提供するために、個

性を大切にした本学独自のエンロールメント・マネジメントを基盤とする個別支援体制「J-

TAS」の推進については、学祖下田歌子の「訓言」、建学の精神ならびに教育理念を現代にお

いて具現化する斬新な取り組みである（資料 1-14、1-15【ウェブ】）。 

 上述のとおり、本学では教育理念・目的等を実現していくため、大学としての将来を見据

えた施策を設定し、着実に実施している。今後は、現在策定中の中期計画に沿った施策の実

行および「J-TAS」の推進にいっそう注力していく。 
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第２章 内部質保証 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 

 先ず、本学の内部質保証システム構築までの背景として、実践女子学園の建学の精神であ

る「女性が社会を変える、世界を変える」と、実践女子大学・実践女子大学短期大学部の教

育理念「品格高雅にして自立自営しうる女性の育成」は、特に男女共同参画社会の実現を目

指す今日の日本においては、決して色褪せることなく、その重要度はますます増している状

況である。この建学の精神、教育理念に基づいた人材育成をより確かなものにしていくため

に、本学では、2016（平成 28）年度に、卒業認定・学位授与の方針（以下、ディプロマ・ポ

リシー）、教育課程編成・実施の方針（以下、カリキュラム・ポリシー）および入学者受入

れの方針（以下、アドミッション・ポリシー）を見直し改めて策定した（資料 1-18）。中で

も、ディプロマ・ポリシーに関しては、５つの態度・能力「国際的視野」「美の探究」「研鑽

力」「行動力」「協動力」を新たに掲げ、それらを確実に養成し、教育の質保証を実現するた

めに、教育改革を通じて、下図の「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」の構

築に向けた体制の整備を行ってきた（資料 1-18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の視点１：下記の要件を備えた内部質保証のための全学的な方針及び手続の設定とその

明示 

・内部質保証に関する大学の基本的な考え方 

・内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の権限と役割、当該組織と内部質保証に関

わる学部・研究科その他の組織との役割分担 

・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（ＰＤＣＡサイクルの運用プロセ

スなど） 
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 本学では、教育理念・目的の実現に向けて、教育効果の向上により、学生の学びの質保証

を図ることを目的に「実践女子大学・実践女子大学短期大学部内部質保証に関するポリシー」

を策定している（資料 2-1【ウェブ】）。具体的には、「本学の内部質保証は、学長の下の大

学協議会が大学全体として責任を負います。大学協議会は、自己点検・評価の全学的な方針

を策定し、自己点検・評価活動を統括します。また、自己点検・評価および外部評価の結果

に基づき、教育活動の有効性について検証を行い、検証結果を踏まえた教育の改善・質の向

上を継続的に実施します。」をはじめ４項目を定め、本学の内部質保証に関する基本的な考

え方を明示している。内部質保証に関するポリシーは、ホームページを通じて広く社会に公

表している（資料 2-1【ウェブ】）。更に「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」

については、教育改革による一連の取り組みとして、リーフレットを制作し、教職員、受験

生等に配布している（資料 1-18）。  

 内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の権限と役割、当該組織と内部質保証に具

体的に取り組む組織との役割分担に関しては、教育の質の保証および向上に向けた恒常的・

継続的な改善・改革を推進するため、全学における内部質保証の推進に責任を負う組織を

「大学協議会」とし、「実践女子大学協議会規程」「実践女子大学内部質保証に関する内規」

においてその権限と役割を明確にしている（資料 2-2、2-3）。この体制により、本学の理念・

目的、教育目標および各種方針の実現に向けて、学則第２条に定める教育研究をはじめとす

る大学の諸活動について自ら点検・評価を行っている。 

 「大学協議会」と内部質保証に関わる学部・研究科その他の組織との役割分担については、

「実践女子大学内部質保証に関する内規」に基づき、「大学協議会」の下に、自己点検・評

価活動全体を統括する自己点検・評価委員会および自己点検・評価の客観性・公平性を担保

しつつ教育水準の向上を図るための外部評価・助言委員会を置き、組織と役割分担を明確に

している（資料 2-4、2-5）。 

教育プログラムの実質的な企画・設計、運用、検証ならびに改善・向上の指針に関しては、

「実践女子大学・実践女子大学短期大学部内部質保証に関する方針」において指針を明確に

している（資料 2-6）。運用に係る具体的な体制の整備等については、「大学教育研究センタ

ー委員会」を設置し、教育の改革、充実に向けた企画立案、調査研究ならびに各学部学科の

教育課程編成の全体調整を行うとともに、全学の教育に係る諸施策の立案およびその推進

と共通教育の企画・運営を担うことにより、本学の教育の充実・発展を図っている（資料 2-

7）。こうした体制のもと、2015（平成 27）年度学長方針である「学修成果を重視した教育内

容及び方法の改革」に基づき、教育改革における制度設計および 2019（令和元）年度まで

の教学改革に向けたロードマップを策定しており、この実現に向けて、「大学協議会」およ

び「大学教育研究センター委員会」を中心とし、2019（令和元）年度までの制度改革を行っ

ている（資料 2-8）。 

具体的には、2015（平成 27）年度、2016（平成 28）年度を「改革期」と位置付け、アセ

スメントテスト（PROG：本学では、成長診断テスト（PROG）と呼称）の導入、共通教育科目

の新カリキュラムと副専攻の導入などを行った（資料 2-9、2-10、2-11）。2017（平成 29）

年度から 2019（令和元）年度は「改革点検期」とし、専門科目の新カリキュラムの導入、カ

リキュラムマトリクスの策定、カリキュラムツリーの見直し、ナンバリングの導入等を行い

（資料 2-10、2-11）、2019（令和元）年度には、学修ルーブリック、学修ポートフォリオを
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試行期間として導入している（資料 2-12、2-13）。 

 

 

点検・評価項目②：内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 

 本学の理念・目的、教育目標および各種方針の実現に向けて、学則第２条に定める教育研

究をはじめとする大学の諸活動について自ら点検・評価を行い、その結果を踏まえて、教育

の質の保証および向上に向けた恒常的・継続的な改善・改革を推進するため、全学における

内部質保証の推進に責任を負う組織として「大学協議会」を設置し、「実践女子大学協議会

規程」「実践女子大学内部質保証に関する内規」においてその権限と役割を明確にしている

（資料 2-2、2-3）。  

 「大学協議会」は、学長を議長とし、副学長、各学部長、各研究科委員長、大学・短大教

育研究センター長、学生総合支援センター長、教学事務局長、学長室部長、学務部長、学生

総合支援センター部長、研究推進室部長およびその他学長が必要と認めたものをその構成

員とすることで、教育の質の保証および向上に向けた恒常的・継続的な改善・改革を推進す

る組織としての適切性を確保している（資料 2-2）。  

 

 

点検・評価項目③：方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

 本学では、2016（平成28）年度に『教育の「質」の転換と内部質保証システムの確立を

目指す』という方針を掲げ、建学の精神である「女性が社会を変える、世界を変える」

と、実践女子大学・実践女子大学短期大学部の教育理念「品格高雅にして自立自営しうる

女性の育成」を再確認し、新たに３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）を再策定している（資料1-18）。従前の３つ

のポリシーの策定では、学生に成長実感や知識・能力などを身につけさせるうえでの教育

手法に関する意識が曖昧であった。そのため、新たな３つのポリシーは、これらを明確化

し、人材育成の柱として位置付けている。更に３つのポリシーに基づいた「実践女子大

学・短期大学部型学生の成長プロセス（下図）」を明示し、学生の育成・成長の過程（プ

ロセス）を可視化することにより、学生が自身の成長プロセスを理解し実感できるよう工

夫している。  

評価の視点１：内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の整備 

評価の視点２：内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織のメンバー構成 

評価の視点１：学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学生の受け入れ方針の策定の

ための全学としての基本的な考え方の設定 

評価の視点２：内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織による学部・研究科その他の組

織における教育のＰＤＣＡサイクルを機能させる取り組み 

評価の視点３：行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査等）に

対する適切な対応 

評価の視点４：点検・評価における客観性、妥当性の確保 
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 この３つのポリシーは、『三つのポリシーの一体的改革における「学内ガイドライン」』に

基づき策定されている（資料 2-14、2-15、2-16）。 

また、「大学協議会」による学部・研究科その他の組織における教育の質的改善を推進す

るために、「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」を構築している。そこでは、

建学の精神と教育理念に基づいたディプロマ・ポリシーで保証する「国際的視野」「美の探

究」「研鑽力」「行動力」「恊働力」を身につけた人材を輩出していくために、「Ｐ：カリキュ

ラムの策定」→「Ｄ：教育の実行」→「Ｃ：教育成果の把握」→「Ａ：改善の実行」という

PDCA サイクルを展開させるとともに、きめ細かい教育指導と教育成果の可視化を試みてい

る（資料 1-18）。 

このシステムの運用については、上述の「教育改革」（「教育改革」の完了は 2019 年度末）

と並行して、経年的、順次的に導入・実施し、その結果を「大学協議会」にて報告・共有し

てきた（資料 2-26、2-27）。2019（令和元）年度において学修ルーブリック・学修ポートフ

ォリオの導入が完了し、2020（令和２）年度以降は、「実践女子大学・短期大学部型内部質

保証システム」の包括的な運用を予定している。 

今年度までの具体的な取り組みとしては、本学のディプロマ・ポリシーで掲げる態度・能

力を「実践女子」力と定義し、成長診断テスト（PROG）による測定、可視化による分析を進

めた（資料 2-9）。その結果（傾向）を「大学協議会」にて報告・協議するとともに（資料 2-

9、2-17）、学科毎に実施した教員を対象とする解説会においても報告し、学生指導や次年度

以降のカリキュラム改定等に繋げてきた（資料 2-10、2-11）。また、改善を推進するため、

「大学協議会」では、定期的に開催される会議にて、IR室による分析のほか、教育・研究・

入試・就職・学生支援等に係る取り組み状況や成果・課題等の報告を所管部門から受け、調

整・指示を行っている（資料 2-18～2-22）。加えて、「実践女子大学・実践女子大学短期大学

部内部質保証に関する方針」「実践女子大学内部質保証に関する内規」に則り、2019（令和
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元）年度より「大学協議会」による全学的観点からの点検・評価を開始するとともに、後述

の外部評価・助言委員会による客観的評価を行っている（資料 2-23）。今後は「大学協議会」

による全学的な点検・評価の実施により、更なる内部質保証の実質化を目指すこととしてい

る。 

行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査等）に対する適切な

対応の点では、2013（平成 25）年度の大学基準協会による大学評価（認証評価）結果におけ

る指摘事項について、「大学協議会」「大学自己点検・評価委員会」において改善に向けて検

討を行い、2017（平成 29）年度までに対応を完了している（資料 2-24）。その他、文部科学

省等の通知等にも適切に対応している（基礎要件確認シート３、大学基礎データ表２）。 

 2016（平成 28）年度には、自己点検・評価の客観性・公平性を担保し、教育研究水準の更

なる向上を図るために、「実践女子大学、実践女子大学大学院及び実践女子大学短期大学部

外部評価・助言委員会」を設置し、学外有識者による評価を行い、その意見を自己点検・評

価活動等に反映させている（資料 2-21、2-25）。外部評価・助言委員会は、「実践女子大学、

実践女子大学大学院及び実践女子大学短期大学部外部評価・助言委員会に関する規程」に基

づき、本学の教育・研究活動等の現状を把握し、将来の発展のために教育研究活動に関する

事項等を評価・助言することにより、本学の教育研究活動や点検・評価の客観性および妥当

性を確保することを目的としている（資料 2-5）。2016（平成 28）年度は３回、2017（平成

29）年度は１回、2018（平成 30）年度は１回、2019（令和元）年度は２回開催し、教育課程

編成（共通教育改革）などについての評価・助言を受けている（資料 1-17、2-23）。  

 

 

点検・評価項目④：教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を

適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしているか。 

 本学を設置する学校法人実践女子学園では、学園の活動に関する社会的説明責任を果た

し、公正かつ透明性の高い運営を実現し、構成員による自律的な運営および教育研究の質の

向上に資するために、学園が有する情報の公開に関して、「実践女子学園情報公開規程」を

定めている（資料 2-28）。具体的には、（１）学園の基本情報、（２）財務及び経営に関する

情報、（３）監査に関する情報、（４）教育研究活動に関する情報、（５）社会貢献、国際交

流に関する情報、（６）自己点検・評価及び外部評価に関する情報、（７）公費の助成に関す

る情報、（８）コンプライアンス等に関する情報、（９）情報公開に関する情報について、学

園が有する情報を自主的に公表することを規定している。これに基づき、例えば本学の教育

研究活動については、学校教育法施行規則改正に伴う大学の教育関連情報の公開義務化を

受け、「実践女子大学研究者情報データベース」を活用し、「基本情報、研究分野、研究業績、

教育業績、学会・社会活動」について、ホームページを通じて公開している（資料 2-29【ウ

ェブ】）。また、教職課程情報公開（免許法施行規則による）をはじめ、『講義概要（シラバ

ス）』等の公開を行うことにより、教育活動の透明性を高めている（資料 2-30【ウェブ】、2-

評価の視点１：教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表 

評価の視点２：公表する情報の正確性、信頼性 

評価の視点３：公表する情報の適切な更新 
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31【ウェブ】）。  

 公表する情報の正確性、信頼性に関しては、監査法人および監事の監査を受けることによ

り担保している。また、「監事監査報告書」「独立監査人の監査報告書」についても公開して

おり、社会への情報公開における責務を果たしている（資料 2-32【ウェブ】）。  

 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表にあたっては、 

当該情報に関する会議体での承認を得て、速やかに行われている。例えば財務状況について

は、次年度５月末の理事会での承認を得て、ホームページ等で更新情報を公表している（資

料 2-33【ウェブ】）。  

 

 

点検・評価項目⑤：内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っている

か。 

 全学的な PDCA サイクルの適切性、有効性については、本学の特性や規模、設置形態等の

実態を考慮し、教育の質保証に重点を置いた上述の「実践女子大学・短期大学部型内部質保

証システム」によって、「Ｐ：カリキュラムの策定」→「Ｄ：教育の実行」→「Ｃ：教育成

果の把握」→「Ａ：改善の実行」のサイクルを実質化させ、きめ細かい教育指導、教育成果

の可視化を推進することにより確保している（資料 2-9、2-12）。 

 内部質保証システムの適切性については、2019（令和元）年度完了の「教育改革」と並行

して実施しているため、順次的に点検・評価している状況ではあるが、外部評価・助言委員

会において、本学の内部質保証システムによる教育成果の把握方法（PDCA サイクル）およ

び授業科目の連関性の明示（カリキュラムマトリクス）等について、評価・助言を受けてい

る（資料 2-23）。 

 点検・評価結果に基づく改善・改革については、後述の第４章教育課程・学習成果にて詳

しく述べるが、「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」によって、ディプロマ・

ポリシーで掲げる態度・能力を可視化し、学生の能力・傾向を把握できる仕組みを構築して

いる。その結果に基づき、本学の学生として必要な能力を伸長させるための、学生による主

体的、自発的な活動を促す取り組みが、学科又はプロジェクト単位で推進されている（資料

2-35、2-36）。これらを大学として支援するため、「教学重点施策」として予算化した公募型

制度を構築している（資料 2-34）。また、教育の質保証の一層の推進のため、教育成果の把

握と分析の方法等についても、「大学協議会」や学科等での年度を重ねての検討と実施によ

って精度を向上させている（資料 2-9）。加えて、外部評価・助言委員会にて助言・評価を受

けた項目については、「大学協議会」および関係委員会にて共有し、改善・向上のための点

検、見直しを行っている（資料 2-21、2-25）。 

 

 

評価の視点１：全学的なＰＤＣＡサイクルの適切性、有効性 

評価の視点２：適切な根拠（資料、情報）に基づく内部質保証システムの点検・評価 

評価の視点３：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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（２）長所・特色 

本学の内部質保証の特色としては、特にディプロマ・ポリシーで掲げる態度・能力を確実

に養成し、教育の質保証を実現するために、教育改革を通じて「実践女子大学・短期大学部

型内部質保証システム」を構築し、推進している点が挙げられる。加えて、学生が自身の成

長プロセスを理解し実感できることをねらいとして、「実践女子大学・短期大学部型学生の

成長プロセス」によって育成・成長の過程（プロセス）を可視化していることも特色である。 

 これらは、「Ｐ：カリキュラムの策定」「Ｄ：教育の実行」「Ｃ：教育成果の把握」「Ａ：改

善の実行」それぞれに具体的な実施事項を定め、機能させることで、本学の内部質保証の目

的である教育の質保証により実効性を持たせるための、独自の施策である（資料 1-18）。 

 

 

（３）問題点 

 本学は、「実践女子大学・実践女子大学短期大学部内部質保証に関する方針」「実践女子大

学内部質保証に関する内規」に則り、2019年度自己点検・評価より「大学協議会」による全

学的観点からの点検・評価を開始した（資料 2-37、3-29、6-19、7-42、9-32）。 

点検・評価の結果から、ディプロマ・ポリシーで掲げる態度・能力を可視化し、学生の能

力・傾向を把握したうえで、次年度以降のカリキュラムや独自のプログラムを調整・推進し

ていることを確認した。今後は、「大学協議会」による全学的な点検・評価に注力し、更な

る改善・改革に取り組むこととしたい。 

 

 

（４）全体のまとめ 

本学では、2016（平成 28）年度に、３つのポリシーを見直し改めて策定した。中でも、デ

ィプロマ・ポリシーについては、５つの態度・能力を確実に養成、修得するための「実践女

子大学・短期大学部型内部質保証システム」を構築し、「教育改革」を通じた体制の整備を

行っている。この内部質保証システムにおいて、「Ｐ：カリキュラムの策定」→「Ｄ：教育

の実行」→「Ｃ：教育成果の把握」→「Ａ：改善の実行」とうサイクルを展開し、きめ細か

い教育指導と教育成果の可視化を図り、「大学協議会」による全学的な観点からその点検・

評価を実施することとしている（資料 1-18、2-6、2-37）。 

現在では、成長診断テスト（PROG）の結果に基づき、本学の学生として必要な能力を伸長

させるための学生自身による主体的、自発的な取り組みが学科又はプロジェクト単位で推

進されており、これらを大学として支援するため、教学重点施策として公募型制度が導入さ

れている（資料 2-34）。今後は、「大学協議会」による、全学的な点検・評価の実施により、

更なる改善・改革が推進されるよう取り組んでいく。 

 また、新たな施策として、2018（平成 30）年度より「J-TAS」の運用を開始している。こ

の個別支援制度を利用することにより、学生は、１年次に実施する成長診断テスト（PROG）

や学修ルーブリックの結果を受け、自身の成長を促すための演習型、プロジェクト型などの

授業および課外活動（学生プロジェクト、ボランティア、サークル活動等）に主体的、自発

的に取り組むことができる（資料 2-12）。この「J-TAS」は「実践女子大学・短期大学部型内
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部質保証システム」に深く関連している。例えば、PDCA サイクルにおける「Ｃ：教育成果の

把握：修学指導の徹底」では、担当教員・学生支援スタッフ（職員）は、成長診断テスト（PROG）

の結果を確認しながら、学生個々の資質にあわせた個別サポートを行っている。現在は、就

職支援における自己分析、面接指導の際での「J-TAS」の活用が主だが、将来的には、例え

ば「親和力」を伸ばしたい学生には、ボランティア活動に参加し、ホスピタリティを学ぶこ

とを提案するなど、学習成果を視野に入れた効果的な助言が可能となるような学習支援体

制に繋げていくことを目指している。 

「J-TAS」と「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」を有機的に機能させ、

教職員が学生の状況を適切に把握して一人ひとりに最適なサポートを行うことにより、学

生自身の確かな成長実感とディプロマ・ポリシーで掲げる態度・能力の育成を促進し、一層

の教育の質保証を推進することとしている。 
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第３章 教育研究組織 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターそ

の他の組織の設置状況は適切であるか。 

本学では、建学の精神、教育理念に基づき、深く専門の学芸を教授研究し、かつ人格の

完成を目標として幅広く深い教養を培うことで、国際的視野に立つ社会人として自己の信

ずるところを実践し、もって文化の創造と人類の福祉とに寄与する人材を育成することを

目的として、教育研究組織を設置・運営している（資料 1-4）。 

本学は、東京都日野市にある「日野キャンパス」、東京都渋谷区にある「渋谷キャンパ

ス」からなる。日野キャンパスには、１学部（生活科学部）、１研究科（生活科学研究

科）を設置し、渋谷キャンパスには、２学部（文学部、人間社会学部）、２研究科（文学

研究科、人間社会研究科）を設置し、教育研究活動等を展開している（資料 3-9【ウェ

ブ】）。 

各学部、研究科の構成として、文学部は、国文学科、英文学科および美学美術史学科、

生活科学部は、食生活科学科、生活環境学科、生活文化学科および現代生活学科を設置

し、人間社会学部は人間社会学科、現代社会学科を設置している。これらに加えて、教職

課程、図書館学課程および博物館学課程の３課程を置いている（資料 3-10【ウェブ】）。 

文学研究科は、国文学専攻博士課程(前期・後期)および美術史学専攻博士課程（前期・

後期）、並びに英文学専攻修士課程、生活科学研究科には食物栄養学専攻博士課程(前

期・後期) 、生活環境学専攻修士課程を設置し、人間社会研究科には、人間社会専攻修士

課程を設置している（資料 3-10【ウェブ】）。 

各学部（学科）・研究科（専攻）は「実践女子大学学則」および「実践女子大学大学院

学則」に教育研究上の目的を規定し、本学の教育理念・目的を実現するための教育研究活

動を推進しており、適切な学部・研究科の構成となっている（資料 1-4、1-5）。 

附置研究所、センター等の組織については、「実践女子大学学則」に規定し、「大学教育

研究センター」「大学言語文化教育研究センター」「大学教職センター」をはじめ、「図書

館」「生涯学習センター」を設置している（資料 1-4、3-8）。とりわけ、「大学教育研究セ

ンター」は全学の教育に係る諸施策の立案およびその推進を図るとともに、共通教育の企

画・運営を行うことにより、本学の教育の充実・発展に大きく寄与している（資料 2-7）。

「大学言語文化教育研究センター」は、共通教育の外国語教育および日本語教育、並びに

国際交流の充実と推進を図ることを目的に設置している（資料 3-5【ウェブ】）。その他

に、「生涯学習センター」を置き、社会人等に対して多様な学習機会を提供している（資

料 3-7【ウェブ】）。また、心理的、精神的等メンタルヘルスに関する諸課題に対して指

評価の視点１：大学の理念・目的と学部（学科または課程）構成及び研究科（研究科または

専攻）構成との適合性 

評価の視点２：大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組織の適合性 

評価の視点３：教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等への

配慮 
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導・支援およびカウンセリング等の業務を行う「学生相談室」を設置している（資料 3-11

【ウェブ】）。これらの各センターの目的、事業内容等は各センター規程に定めており、規

程に基づき活動が推進されている（資料 3-12、3-13、3-14）。 

さらに、本学の特色として、学園創立者下田歌子の業績の検証、学園の教育・研究成果

の公開、女性に係る学際的、総合的な研究の推進等を実施するため、「文芸資料研究所」

を置いているほか、「香雪記念資料館」「下田歌子記念女性総合研究所」を設置している

（資料 3-1【ウェブ】、3-2【ウェブ】、3-3【ウェブ】）。また、これらを統括し、本学の学

術研究を推進するために「実践女子大学研究推進機構」を置いている（資料 3-4【ウェ

ブ】、3-15）。 

「文芸資料研究所」は、文芸研究の基本としての文献資料の研究を行うことを目的と

し、文芸研究に必要な基本的文献資料の収集およびその目録の作成、資料の基礎的・文献

的調査および研究、並びにその成果の発表、刊行等を行っている。具体的には、総合研究

テーマ「文芸の生成と受容をめぐる諸問題」の下、古典籍の調査研究・収集、新規資料の

登録、既存資料の整理・点検、所蔵データの更新を行っている。また、新規購入した古典

籍や所蔵資料のデジタル化を実施している（資料 3-2【ウェブ】）。 

「香雪記念資料館」は、実践女子学園創立者下田歌子の教育理念に通ずる、女性による

芸術(特に美術)、文化に関する資料の研究、収集、保管および展示を行い、実践女子学園

の教育・研究成果を広く公開するとともに、芸術、文化、教育の振興に寄与することを目

的に設置している。事業として、資料等の調査研究、収集、整理、保管および展示を行う

ほか、本学の博物館学課程に係る実習生を受け入れ、当館の活動に関する講義、作品の取

り扱い、広報、パネル作成、展覧会におけるギャラリートークや接遇対応等の実習など、

実習生への学芸員による教育を実施している（資料 3-1【ウェブ】、3-17【ウェブ】）。 

「下田歌子記念女性総合研究所」は、創立者下田歌子と実践女子学園の業績を検証すると

ともに、女性に関して学際的、総合的な研究を行うことを通して、女性の社会的地位の向上

に寄与することを目的としている。事業としては、下田歌子の業績並びに学園の歴史に関す

る調査・研究と、資料の収集・管理、女性の社会的地位の向上や女性のあり方などに関する

学際的、総合的な調査・研究等を行っている。また、それらを踏まえた教育活動および成果

の発信のため、講演会・研究会の開催、「研究所年報」および「ニューズレター」の発行等

を行っている（資料 3-3【ウェブ】）。例えば、学祖生誕の地である岐阜県恵那市岩村の小中

学生や地元の人に向けて、研究所客員研究員による下田歌子の活動や学園の歴史に関する

講演会等を実施している（資料 3-16【ウェブ】）。 

これらの附置研究所、センター等の組織については、本学の教育理念・目的の実現を目指

した学際的、総合的な研究を行うことを通して、女性の社会的地位の向上と男女共同参画社

会の実現に寄与していくうえで適切に構成されている。 

学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等を踏まえた教育展開として、例

えば、人間社会学部では、加速する国際化、情報化の進展、社会の成熟が深まるなかで、

社会からの要請と国民からの多様で高度な学びの要求に応えるため、学部教育を「共に学

び合う共同体」と位置づけ、学生が自ら主体的に学び、考え、活動できる能力の養成を目

指している（資料 1-7【ウェブ】）。この方針に基づき、人間社会学科では、社会に対する

学びの基礎として社会学を、人間行動・人間関係・心理に関する学びの基盤に心理学を据
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えるとともに、教育学やジェンダー論、メディア論などを学ぶことができるよう教育課程

を編成している。それによって、現代社会に生きる人と人、人と社会の関係について理解

を深め、社会調査の技法や課題解決能力、コミュニケーション能力を身につけ、ビジネス

社会や地域社会、教育・福祉などの分野で力を発揮しうる人材を育成すべく、教育活動を

展開している（資料 2-10p.164～165）。 

社会的、地域的要請に応える点では、上述の「下田歌子記念女性総合研究所」による女

性に係る学際的、総合的な研究や、「生涯学習センター」による社会人等に対する多様な

学習機会の提供を行っている。 

大学を取り巻く国際的環境等への対応としては、「言語文化教育研究センター」を中心

に「Jissen Global Project」と銘打って多様な外国語教育と国際教育を推進している。

具体的には、語学研修、長期留学（派遣・受入）、短期受入留学（日本体験プログラム）

等の実施に加え（資料 3-18【ウェブ】、3-19【ウェブ】）、例えば、学内のあらゆる場所・

場面で英語だけを使用する「English Week」を実施するほか、「言語文化教育研究センタ

ー」が所管する英語科目については、英語のみを使用言語に授業展開している。さらに、

「東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会」の開催に伴って日本文化を海外に

発信する機会が増えることに鑑み、学生による国際ボランティア活動を推進するととも

に、副専攻「Global Studies」も実施している（資料 2-10）。 

 

 

点検・評価項目②：教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。ま

た、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

 教育研究組織の適切性については、各学部（学科）・研究科（専攻）に関しては、各学科

が組織・運営する「学科会議」を責任主体として、教育課程編成等における課題・改善点等

を教育成果に基づいて検討する過程において、あわせて検証している（学科・課程レベル）

（資料 2-31【ウェブ】）。この適切性の検証の結果、全学的な調整が必要となった場合は、

学長室にて内容を精査し、上述の「大学教育研究センター委員会」又は「大学協議会」にて

協議・調整し、必要に応じて改善を指示する仕組みをとっている（機関レベル）（資料 3-20、

3-21）。また、2019（令和元）年度からは、「大学協議会」において全学的な点検・評価を実

施することにより、さらに適切性を検証している（資料 3-29）。 

 附置研究所、センター等の組織の適切性については、各センターを統括するそれぞれの委

員会において活動内容および実績を踏まえた検証を行っている（資料 3-25）。これらの各委

員会での検証結果は、「大学協議会」に報告され、適切性の評価を行っている（資料 3-22、

3-23）。とりわけ生涯学習に関する事項では、「生涯学習センター推進委員会」にてセンター

の運営や公開講座の活動状況、実績を検証し、「大学協議会」に検証結果が報告され、その

場で全学的な観点から組織の適切性を検証する仕組みになっている（資料 3-24、3-28）。 

 点検・評価結果に基づいた改善・向上の例として、2017（平成 29）年度に本学における研

究活動の連携・連動を全学的に推進し、研究の拡大および質的向上、並びに研究を通じて本

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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学の社会的使命を達成するために、「研究推進機構」を設置した（資料 3-4【ウェブ】）。「研

究推進機構」は、「文芸資料研究所」「香雪記念資料館」および「下田歌子記念女性総合研究

所」の３研究機関を附置し、研究助成制度の運用を含めた本学の研究活動全体を統括してい

る（資料 3-15）。これによる具体的な成果については、第 8章：教育研究等環境にて後述す

るが、研究活動に関するポリシーの策定をはじめ、研究に係る諸規程の整備、研究活動の連

携・連動および推進、支援など、研究体制の整備・充実を促進している。 

 また、2019（令和元）年度には、教職課程の運営と本学における教員養成の充実と推進を

図ることを目的に「教職センター」を設置した（資料 3-26【ウェブ】、3-27）。これにより、

教員養成の充実に向けた施策の立案、教職課程履修者の相談支援、教員採用試験受験者に対

する指導・支援の充実等を図ることを目指している。なお、「教職センター」における適切

性については、「大学教育研究センター委員会」にて行うこととするなど、教育研究組織の

適切性の検証を踏まえ、改善に向けた組織編成を実施している（資料 3-25）。 

 

 

（２）長所・特色 

 本学では、文芸研究の基本としての文献資料の研究を行うことを目的とし、文芸研究に必

要な基本的文献資料の収集およびその目録の作成、基礎的・文献的調査、研究および成果の

発表、刊行等を行う「文芸資料研究所」、実践女子学園創立者下田歌子の教育理念に通ずる、

女性による芸術(特に美術)、文化に関する資料の研究、収集、保管および展示を行い、学園

の教育・研究成果を広く公開するとともに、芸術、文化、教育の振興に寄与することを目的

とした「香雪記念資料館」、創立者下田歌子と実践女子学園の業績を検証するとともに、女

性に関して学際的、総合的な研究を行うことを通して、女性の社会的地位の向上に寄与する

ことを目的に「下田歌子記念女性総合研究所」をそれぞれ設置し、活動を展開している（資

料 3-1【ウェブ】、資料 3-2【ウェブ】、資料 3-3【ウェブ】）。このことは、女子大学である

本学が、建学の精神と教育理念の下、女性に関する総合的な研究等の推進とその情報発信に

よって、女性の活躍および女性の社会的地位の向上、並びに男女共同参画社会の実現に寄与

するという社会的な使命を果たしていくための、特長ある取り組みである。 

 

 

（３）問題点 

 なし 

 

 

（４）全体のまとめ 

 本学の学部（学科）・研究科（専攻）、附置研究所およびセンターは、建学の精神、教育理

念・目的等に基づき設置されており、これらは「実践女子大学学則」「実践女子大学大学院

学則」および各センター規程の定めに則り、適切に活動を推進している（資料 1-4、1-5）。

また、学問の動向、社会の要請、国際化に対応するよう、学部（学科）・研究科（専攻）に

よる教育課程をはじめ、「文芸資料研究所」「香雪記念資料館」および「下田歌子記念女性総

合研究所」による女性に係る総括的な研究の実施・公表、「言語文化教育研究センター」を
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中心とした多様な外国語教育および国際教育を推進している（資料 3-12）。その適切性につ

いては、定期的に点検・評価を行うとともに、改善・向上に向けた取り組みを実施している。 

 今後も、「大学協議会」による全学的な点検・評価を一層推進し、建学の精神、教育理念

等の実現に向けた教育研究組織の整備にさらに取り組んでいく。 
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第４章 教育課程・学習成果 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 

 本学では、建学の精神である「女性が社会を変える世界を変える」、教育理念である「品

格高雅にして自立自営しうる女性の育成」に基づき、大学としての３つのポリシーを掲げ、

学部は学部・学科ごとに、研究科については、研究科・専攻ごとにそれぞれ策定している（資

料 4-2～4-7【ウェブ】）。 

 ディプロマ・ポリシーに関しては、大学として「実践女子大学は、学修から得た知識・技

能・態度を社会に還元するべく実践し、世界と地域で貢献する力を得ることを求めます。そ

の達成のために、以下に掲げる態度を核として能力を身につけ、所定の単位を修得した者に

「学士」の学位を授与します。」と掲げ、学生が修得することが求められる知識、技能、能

力等を、５つの態度・能力として、次のとおり定めている。 

[態度]国際的視野 

多様性を受容し、多角的な視点を以って世界に臨む態度 

1.多様な価値観を持つ国内外の人々との交流を通して、相互の理解と協力を築こうとする

態度。 

2.国際感覚を身につけて、世界に踏み出し社会を動かそうとする態度。 

3.日本の文化・精神を知り、世界に発信しようとする態度。 

[態度]美の探究 

知を求め、心の美を育む態度 

1.人文・社会・自然の中に価値を見出し、感受性を深めようとする態度。 

2.物事の真理を探究することによって、新たな知を創造しようとする態度。 

3.優しさと強さを兼ね備え、倫理観を以って人格を陶冶しようとする態度。 

 [能力]研鑽力 

学修を通して自己成長する力 

1.学ぶ愉しみを知り、生涯にわたり知を探究し、学問を続けることができる。 

2.学修成果を実感して、自信を創出することができる。 

3.広い視野と深い洞察力を身につけ、本質を見抜くことができる。 

[能力]行動力 

課題解決のために主体的に行動する力 

1.現状を正しく把握し、課題を発見できる。 

2.目標を設定して、計画を立案・実行できる。 

3.プロセスや成果を正しく評価し、問題解決につなげることができる。 

[能力]協働力 

相互を活かして自らの役割を果たす力 

評価の視点１：課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、

当該学位にふさわしい学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定及び公表 
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1.自己や他者の役割を理解し、互いに協力して物事を進めることができる。 

2.互いを尊重し信頼を醸成して、豊かな人間関係を構築することができる。 

3.状況に応じたリーダーシップを発揮することができる。 

 

この「国際的視野」「美の探究」「研鑽力」「行動力」「協動力」は、本学が社会に輩出する

有為な人材像に必要な態度・能力を具体的に表している（資料 4-1【ウェブ】）。 

各学部・学科では、大学のディプロマ・ポリシーに基づきそれぞれ方針を定めており、例

えば生活科学部では、「全学ディプロマ・ポリシーとして求める内容を含め、自然科学、社

会科学、人文科学分野の広い教養を土台として、生活を科学的にとらえるための基礎的知識

を修得し、各学科の専門的知識と技術を身につけ、社会に貢献できる力を得て、各学科・専

攻の所定の単位を修得した者に、「学士（生活科学）」の学位を授与します。」と規定してい

る（資料 4-3【ウェブ】）。 

そして、この方針に基づき、例えば生活環境学科では、「生活環境学科の学修から得た知

識、技能、考え方、態度を社会に還元するべく実践し、世界や地域に貢献できる力を得るこ

とを求めます。その達成のために、全学ディプロマ・ポリシー及び学部ディプロマ・ポリシ

ーにおいて求める内容を含め、次に掲げる能力を身につけ、所定の単位を修得した者に、「学

士（生活科学）」の学位を授与します。」と定めたうえで、具体的に５つの態度・能力を下記

のように明示している（資料 4-3【ウェブ】）。 

＜態度＞ 

多様性を受容し、俯瞰的な視点で行動する態度【国際的視野】 

①国内外の作品を通して、美の多様性を認め、美に対する感覚（感受性）を研ぎ澄ます態

度。 

②学内外での活動の中から、多様なものの見方を取り入れ、俯瞰的な視点で物事をとらえ

る態度。 

③多様なものの見方を取り入れると同時に、自分を見失わず自立自営を追及する態度。 

知を求め、心の美を育む態度【美の探究】 

①学修を通して、知性を磨き、美を理解し、美を育む態度。 

②アパレル・ファッション、プロダクト・インテリア、住環境デザインなど生活環境に知

的な関心を持ち、学修を通して、その中から美を見出す態度。 

③アパレル・ファッション、プロダクト・インテリア、住環境デザインなど生活環境が持

つ美を愛で、慈しむ態度。 

＜能力＞ 

学修により得た知識、技能を社会に役立て、かつ、自己成長する力【研鑽力】 

①修得した知識や技術を実践の場で応用することができる。 

②アパレル・ファッション、プロダクト・インテリア、住環境デザインなど生活環境に関

する諸問題を見出し、解決することができる。 

③学修を通して、広い視野と深い洞察力を身に着け、本質を見抜くことができる。 

④学ぶ楽しさを知り、生涯にわたり知を求め、学び続けることができる。 

問題解決のために主体的に行動する能力【行動力】 

 ①現状を正しく把握し、課題を発見できる。 
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 ②目標を設定して、計画立案、実行ができる。 

 ③問題や課題を主体的な行動により解決できる。 

相手を活かして自らの役割を果たす能力【協働力】 

 ①相手の意見を公正に判断し、取り入れることができる。 

 ②自己や他者の役割を理解して、お互いに協力して行動することができる。 

 ③お互いを尊重し、信頼関係を築き、豊かな人間関係を構築することができる。 

 

大学院のディプロマ・ポリシーに関しては、「実践女子大学大学院では本学の教育理念に

則り、各研究科、専攻のそれぞれの分野において、精深な学識を得るとともに、研究を遂行

する能力を身につけ、高い専門性を要する職業に求められる能力を獲得した者に、博士また

は修士の学位を授与します。」と謳っている（資料 4-8）。これに基づき各研究科・専攻の方

針が定められており、例えば文学研究科では、「日本、東洋、西洋各地域の文学、言語、美

術の各分野における精深な学識を得るとともに、高い専門性を要する職業に必要な能力を

獲得した人に、博士（文学）または修士（文学）の学位を授与します。」と規定し、英文学

専攻修士課程では「英語圏文学・文化および英語学の専攻した分野において十分な研究成果

を上げ、英語圏文学・文化および英語学についての深い知識と、幅広い教養を身につけ、高

い専門性を備えた職業人として社会で活躍できる能力を修得した人に修士（文学）の学位を

授与します。」と定めている（資料 4-5【ウェブ】）。 

以上のように、大学・学部・学科の方針は相互に連関しており、学生に修得することが求

められる知識、技能、態度等を具体的に示すことにより、当該学位にふさわしい学習成果を

明示したディプロマ・ポリシーとなっている。これらは、『履修要項』『大学院要覧』リーフ

レット等に明示して学生・教職員に周知するとともに、大学ホームページを通じて社会に公

表している（資料 2-10、2-11、4-1～4-7【ウェブ】、4-8）。 

 

 

点検・評価項目②：授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表している

か。 

 本学では、ディプロマ・ポリシーに基づき、カリキュラム・ポリシーを策定している。大

学の方針として、「実践女子大学は、教育理念及び卒業認定・学位授与の方針に基づき、学

修から得た知識・技能・態度を世界と地域に還元できるようにするべく教育を実施します。

そのために、教育課程編成、教育内容、教育方法及び評価方法について以下のとおり定めま

す。」としたうえで、卒業認定・学位授与の方針を保証するため、教育課程編成、教育内容、

教育方法等を下記のように具体的に定めている（資料 4-1【ウェブ】）。  

教育課程編成 

1.共通教育科目、専門教育科目を体系的に配置します。 

評価の視点１：下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定及び公表 

・教育課程の体系、教育内容 

・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等 

評価の視点２：教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 
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2.授業科目の学年配当に配慮し、入学から卒業までいずれの期間も充実した学修ができる

ようにします。 

3.学部・学科を横断して科目を履修する機会を設け、幅広い学修ができるようにします。 

教育内容 

1.共通教育において、大学での学修のための導入教育をするとともに、人文、社会、自然

の幅広い教養を培うことができるようにします。 

2.専門教育において、各学部・学科の卒業認定・学位授与の方針に基づき、基礎から応用

に至る知識・技能を身につけることができるようにします。 

3.共通教育、専門教育を通じ、情報発信、言語運用、国内外の文化について学修すること

で、国際性を身につけることができるようにします。 

4.共通教育、専門教育を通じ、キャリア形成に資する教育を行い、就業力を育成します。 

教育方法 

1.能動的な学修の充実を図るために、アクティブラーニング、演習・実習や少人数教育を

積極的に導入します。 

2.社会とつながる学修の充実を図るために、正課外の活動も含め、学外の組織や地域との

連携の機会を取り入れます。 

3.授業と連動した事前・事後学修の方法をシラバスに明示し、活発な学修を促す教育を行

います。 

評価方法 

1.成績評価基準を明示し、学生が自らの到達度を正確に把握するとともに教員と共有でき

るようにします。 

2.客観的・総合的評価のために、GPA制度を用います。 

 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、学部・学科はそれぞれの方針を定めている。例

えば人間社会学部では、「全学ディプロマ・ポリシーと学部のディプロマ・ポリシーに基づ

き、教育課程編成と教育内容、教育方法、評価方法について、以下のとおり定めます。」と

したうえで、教育課程編成、教育内容、教育方法等を次のとおり定めている（資料 4-1、4-

11【ウェブ】）。 

教育課程編成 

①人間社会学部では、人間と社会とビジネスに関して、多角的・総合的に学びます。その

ために、社会学、心理学、経済学、経営学、法律学、コミュニケーション学、統計学を

学部の主な「基礎科目」として設定しています。 

②人間社会学部では、１年次は学科に分かれず、全員が一通り必修の「基礎科目」を履修

します。そしてその上で、２年次に自らの関心とキャリア・デザインに基づいて学科を

選択し、専門的な学修を進めます。 

③１年次から４年次まで少人数の「演習科目」を配置し、演習の担当者がアカデミック・

アドバイザーとなって学生に対する学修支援を行ないます。 

④グローバル時代にふさわしい実践的なコミュニケーション能力の養成に向け、学部共通

の「基礎科目」として「コミュニケーション系科目」を配置します。 

⑤多様な学びを保障するために、学科や学部の枠を超えて履修が可能な「選択自由単位」
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（２０単位）を設定します。 

⑥全学の副専攻「女性キャリア・スタディーズ」と学部独自のキャリア教育科目を通して、

学生のキャリア形成を支援します。 

⑦社会調査士、認定心理士、公認心理師、日本語教員などの資格取得のための科目を専門

教育科目に配置し、資格取得を進めます。 

教育内容 

①１、２年次の「基礎演習」（演習Ⅰ、演習ⅡAB）では大学で学ぶためのアカデミック・ス

キルを修得できるようにします。３、４年の「専門演習」（演習ⅢAB、演習ⅣAB）では、

専門的な知識と能力を身につけられるようにします。 

②２年次以降の「基幹科目」では、学部共通の基幹科目、各学科の専門分野の基幹科目、

資格取得のための基幹科目を配置し、段階的・系統的に専門的な知識・スキルを修得で

きるようにします。 

③「展開・応用科目」では、各学科の専門分野の発展的・応用的な科目を配置し、各自が

自らの専門的な学問分野を体系的に学べるようにします。 

教育方法 

①講義科目では、現代社会の諸課題と最先端の学問動向を分かりやすく講義します。 

②フィールドワークやワークショップ、PBL（Project Based Learning）、実験、実習、調  

査などのアクティブラーニングを積極的に取り入れ、学生が主体的に学び、考え、実践

することができるようにします。 

③１年次から４年次までの演習を通じて、学生のディベート能力やプレゼンテーション能

力を高める教育を実施します。 

④学外の企業組織や地域との連携を通じて、生きた学問や理論と実践との融合が図れるよ

うな教育を実施します。 

評価方法 

①授業の学修到達目標及び成績評価の方法・基準に基づいて、客観的かつ公正に評価しま

す。 

②客観的・総合的に評価するために GPAを活用します。 

 

大学院におけるカリキュラム・ポリシーとしては、「実践女子大学大学院では本学の教育

理念に則り、各研究科、専攻のそれぞれの分野において、高度な知識を修得し、多様な研究

方法をもって実践的能力を身につけることができるよう、カリキュラムを編成しています。」

と包括的に述べたうえで、例えば文学研究科では、「日本、東洋、西洋各地域の文学、言語、

美術の各分野における高度な知識を修得し、最先端の研究方法を身につけることができる

よう、カリキュラムを編成しています。」と規定している。そして、これに基づき国文学専

攻博士前期課程では、「国文学、日本語学、漢文学、日本語教育の各分野における精深な学

識を修得でき、かつ高い専門性を要する職業に必要な能力を実践の中から獲得できるよう、

カリキュラムを編成しています。」と定めている。さらに、カリキュラム・ポリシーを踏ま

えたうえで、「実践女子大学大学院学則」第 26条では授業科目および履修方法を詳しく示し

ている（資料 4-5～4-7【ウェブ】）。 

教育課程編成・実施の方針と学位授与方針との連関性について、特に学部では、学位授与
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方針で掲げる「国際的視野」「美の探究」「研鑽力」「行動力」および「協動力」という 5つ

の態度・能力を保証するため、教育課程編成、教育内容、教育方法等をカリキュラム・ポリ

シーにて具体的に定めることで、それぞれが連関するよう適切に策定している（資料 4-2～

4-4【ウェブ】）。これらは、『履修要項』『大学院要覧』リーフレット等に明示して学生・教

職員に周知するとともに、大学ホームページを通じて社会に公表している（資料 2-10、2-

11、4-8）。 

 

 

点検・評価項目③：教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目

を開設し、教育課程を体系的に編成しているか。 

本学では、カリキュラム・ポリシーに基づき教育課程を編成している（資料 2-10、2-11、

4-8）。具体的には、上述の 2016（平成 28）年度に行った建学の精神および教育理念の再定

義、大学の３つのポリシーの再策定を踏まえて、学部・学科および研究科においても３つの

ポリシーの見直しを行っている（資料 1-18）。この見直しにより、カリキュラム・ポリシー

では、各学部・学科の特性に応じた専門の知識、技能の修得に加え、社会の一員として活動

し、社会での適切な人間関係を築くために必要な知識・態度・能力を養成することを明確に

している。この方針に基づきカリキュラムの再編を行うことで、ポリシーとカリキュラムと

の整合性を担保している。 

本学における授業科目は、学部は「共通教育科目」「学科専門科目」および「資格科目」

によって構成されている（資料 2-10、2-11）。これに加えて、さらに「社会人基礎力」を身

につけたバランスの取れた人間形成を目的とした「キャリア教育関連科目」の設定、所属す

る学部学科の専門分野の他に特定のテーマについて系統的に学ぶことで幅広い視野と柔軟

な思考を身につけることを目的とした「全学副専攻」制度を導入している（資料 2-10、2-

11）。「全学副専攻」では、国際社会で活躍できる人材を育成するため、すべての授業を英語

もしくは第二外国語で行う「Global Studies」と、女性がキャリアを形成していくために必

要な知識や教養、スキルについて学び、現代社会において「自立自営」できる力を身につけ

評価の視点１：各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置 

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮 

・単位制度の趣旨に沿った単位の設定 

・個々の授業科目の内容及び方法 

・授業科目の位置づけ（必修、選択等） 

・各学位課程にふさわしい教育内容の設定 

＜学士課程＞ 

初年次教育、高大接続への配慮、教養教育と専門教育の適切な配置等 

＜修士課程、博士課程＞ 

コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教育への配慮等 

評価の視点２：学生の社会的および職業的自立を図るために必要な能力を育成する 

教育の適切な実施 
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るための「女性キャリア・スタディーズ」の２つのコースを設けている。「資格科目」に関

しては、教職課程、図書館学課程および博物館学課程の３課程をおき、必要な単位を修得し

た場合に教育職員免許状や図書館司書、博物館学芸員等の資格取得を可能にしている。これ

らの科目は、卒業要件あるいは資格取得の要件に基づき、「必修科目」「選択必修科目」およ

び「選択科目」に区分されている（資料 2-10、2-11）。 

教育課程の編成にあたっての順次性および体系性のへの配慮として、履修年次の設定を

はじめ、一部の科目にグレード制を導入している。また、学科によっては、「基礎科目」「展

開・応用科目」「演習科目」といった科目区分を設定し、順次的に履修することにより、専

門性を深められるよう配慮している（資料 2-10、2-11）。さらに、ディプロマ・ポリシーと

科目（群）との体系性を明示するため、「カリキュラムツリー」を、ディプロマ・ポリシー

と各科目相互の補完性・整合性をチェックするために「カリキュラムマトリクス」を導入し

ている。こうしたカリキュラム体系の明確化により、学生は入学から卒業までの履修の仕方

がイメージしやすくなり、教員にとっては、自身が担当する科目のカリキュラム上の位置づ

けと他科目との関係が明確になっている（資料 2-10、2-11）。これらは、『履修要項』に明示

し、学生・教職員で共有している。2018（平成 30）年度には、開講する科目の分野やレベル

等をコード化し、教育課程を可視化することを目的として「ナンバリング」を検討し、2019

（令和元）年度に導入している（資料 2-10、2-11）。 

単位制度の趣旨に沿った単位の設定に関しては、大学設置基準第 21 条の趣旨を踏まえ、

「実践女子大学学則」第 19 条において、「15 週にわたる期間を単位として行うものとする」

と定めている。その上で、１単位の授業科目は、「45 時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準」とし、授業の方法に応じては、当該授業による教育効果、授業時間外

に必要な学修等を考慮して、「講義・演習については、15 時間をもって１単位とする。ただ

し授業科目の内容によっては、教育効果を考慮して必要があるときは、30 時間をもって１

単位とすることができる」と定めている。また、「実験、実習及び実技については、45時間

をもって１単位とする。ただし授業科目の内容によっては、教育効果を考慮して必要がある

ときは、30 時間をもって１単位とすることができる」と規定している（資料 1-4）。各授業

科目は、大学設置基準第 25 条に基づき、講義、演習、実習、実技の４つの形態に区分され、

『履修要項』の科目一覧において、各授業科目の単位数や履修年次、開講期区分等と併せて

明示されている（資料 2-10、2-11）。 

本学では、幅広く深い教養、専門の学問を修めるための基礎、広い視野と思考力、そして

国際性を身につけることを目的に「共通教育科目」を設定している。「共通教育科目」は「実

践スタンダード科目」「実践アドバンスト科目」「実践プロジェクト科目」および「教養教育

科目」で構成され、中でも「実践スタンダード科目」は初年次教育（１・２年次）として設

定されていて、実践力のある女性を育成するための基幹となる科目である。「実践入門セミ

ナー」は、大学生活を円滑にスタートさせ、「学びの目標」を見つけるとともに、「学びのス

キル」を身につけることを目的としている。「実践キャリアプランニング」では、大学生活

だけではなく、卒業後の進路を見据えた職業観・生き方を考える科目として開講されている。

その他に、「Integrated English a・b」は、グローバル社会で活躍するために必要とされる

英語運用能力を、「情報リテラシー基礎１」は、情報の処理・活用に関する汎用的スキルを

それぞれ養成する基礎科目として配置されている。この「実践スタンダード科目」で身につ
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けた能力を展開・発展させる科目として「実践アドバンスト科目」を設定し、段階的な履修

を可能にしている。「教養教育科目」は、幅広い教養とものの見方、考え方、価値観を養う

ことを目的に、「女性を生きる」「人間を究める」「社会を捉える」「自然と環境を探る」等の

６群に大別され、設置されている（資料 2-10、2-11）。 

「学科専門科目」について、とりわけ生活環境学科では、文系科目を中心に入学前に学ん

できた学生、デザイン・制作等に携わった経験のない学生も多いため、専門科目への導入、

高校時代のリメディアル学習のため、あるいは専門科目履修のために必要な基礎力を養う

ため、１年次（一部２年次）専門科目として「生活環境基礎 a～c」「デザイン基礎演習 a～

d」を「選択必修科目」として置いている。「生活環境基礎 a～c」では、高校時代に理数系の

科目が苦手であった学生が、数学・物理・科学・統計・実験等の基礎を学び直し、専門科目

を学ぶ上での基礎を固めることができる。「デザイン基礎演習 a～d」では、どの分野におい

ても必要なデザインの基礎、デッサンや模型づくりの基礎を一から学び、作品制作を伴う

様々な演習科目を履修する上での基礎を習得することができる。また、専門分野を学ぶ上で

の基礎知識あるいは汎用的知識・技術の習得を目的とする「生活環境基礎科目群」を設定し

ている。学生は、「生活環境基礎科目群」で身に付けた能力を展開させ、学科専門の３つの

柱である「アパレル・ファッション科目群」「プロダクト・インテリア科目群」「住環境デザ

イン科目群」を履修することで、各分野を専門的に学ぶことに加え、分野横断的に学び、自

身の専門分野のみならず、幅広い知識や視点を習得することができる。これらの「教養教育」

と「専門教育」の学びを通じて、広く深い教養を基盤に、それぞれの個性・適性に応じて学

修を深め、目標の実現のために主体的に行動できる実践力のある女性の育成に取り組んで

いる（資料 2-11、4-13）。 

研究科についても、建学の精神、教育理念を踏まえ、カリキュラム・ポリシーに基づき、

修了するにあたって必要となる学識・研究能力を修得できるように科目を配置している。具

体的には、複数の科目等を体系的に履修し、関連する分野の基礎的素養の涵養を図る講義科

目（コースワーク）と、それを基礎に自身の研究を深め、論文作成を行う「特別研究」等の

演習科目（リサーチワーク）によって教育課程を編成している（資料 4-8）。履修にあたり、

学生は研究分野や研究テーマを定め、その研究に適切に取り組むことができるよう指導教

員の指導・助言を受けて授業科目を履修している。また、学生は、広い視野に立って精深な

学識を養うために、同一研究科の他の専攻に属する授業科目を履修することができ、指導教

員が学生の研究上特に必要と認めた場合は、修士課程または博士前期課程在学中に履修し

た学部課程の８単位以内を、所定の「選択科目」の単位に充当することも認められている（資

料 1-5）。さらに、修士課程および博士前期課程の学生は、当該研究科委員会において必要

と認めた場合には他の大学の大学院の授業科目を履修することができ、修得した単位は、研

究科委員会の議に基づき、10 単位（文学研究科国文学専攻８単位）を超えない範囲内で修

了要件としての単位に認定することができる（資料 1-5）。  

単位制度の趣旨に沿った単位の設定に関しては、大学院設置基準第 15条（大学設置基準

の準用）に基づき、大学と同様に「１単位の授業科目は、45 時間の学修を必要とする内容

をもって構成することを標準とする。」旨を定め、授業科目に単位数を設定している（資料

1-5）。 

本学では、学生の社会的および職業的自立を図るために必要な能力を育成するために、学



- 33 - 
 

部・学科での学びによる専門性の探求とともに、「まなぶ」と「はたらく」をつなぐ「キャ

リア・コア科目」を設置し、適切に教育を実施している（資料 2-10、2-11）。これは、学部・

学科のカリキュラムと「キャリア・コア科目」を有機的に結びつけることにより、「実践ら

しく品格高雅にして、広い視野とグローバル感覚を身につけ、相手の思いを理解する力を有

した 21世紀型の人間像」を目指そうとするものである。「キャリア・コア科目」は、建学の

精神や学部の教育方針を踏まえたうえで、21 世紀型社会で生きるための「Think Global Act 

Local」の考え方に立脚し、１年次から４年次まで段階的、順次的に学べるよう「汎用的能

力（Generic Skill）」「理論（Theory）」「実践（Experience）」の３ステップで構成されてい

る。これらは、キャリアデザインの手法から職業意識・能力形成まで、内容的に多岐にわた

っている。例えば人間社会学部では、「汎用的能力」として「実践入門セミナー」「キャリ

ア・マネジメント論」など４科目、「理論」として「実践キャリアプランニング」「リーダ

ーシップ論」など４科目、「実践」として「キャリア・デザイン論」「実践プロジェクト a

～c」および「人材開発論」など 20科目を設置している（資料 2-10）。 

「汎用的能力」としての「キャリア･マネジメント論」では、働く目的とは何か、働く意

味とは何かに焦点を当てながら職業観の変化をたどり、さらには働き方の光と影などにつ

いて解説し、自らの望ましいキャリア形成のあり方を考えさせることで、学生に職業アイデ

ンティティの醸成を促している。 

「理論」としての「リーダーシップ論」では、リーダーシップの概念・定義、リーダーシ

ップの理論的変遷の解説を踏まえ、望ましいリーダーシップとはどのようなものかについ

て、ケーススタディ等のアクティブ･ラーニングによって理解度を深めている。 

「実践」としての「人材開発論」では、企業にとって重要な経営資源である人材育成のあ

り方を最新の理論や教育技法、先進的事例によって学ぶとともに、ケーススタディなどを通

じて理論と実践の融合を試みている。これらを通じて学生は企業における人材育成の実態

を概括的に把握するとともに、自身の就職活動における企業選びの判断に役立てている（資

料 2-10、4-14）。 

 このように本学では、学部・学科の専門科目で「専門性」を、「共通教育科目」で「教養」

を習得し、「キャリア・コア科目」でキャリア形成を支援することにより、バランスの取れ

た人間形成を目指している。なお、「キャリア・コア科目」については、2017（平成 29）年

度に導入し、2020 年度に対象学生が卒業するため、今後は IR室等と連携し、就職率、アン

ケート調査等の実施により、本件の教育成果の把握に努めることとしたい。 

なお、食生活科学科（管理栄養士専攻、健康栄養専攻）においては、それぞれ資格取得を

目指した教育体制をとっている。基礎科目の履修にはじまり、実習、実地研修を通じて、社

会の動向に即応した管理栄養士、栄養士を育成することを目指しており、卒業後即戦力とな

る人材育成を目指したカリキュラムとしている（資料 2-11）。 

  

 

点検・評価項目④：学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じて

いるか。 
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本学では、単位の実質化の観点から、キャップ制度によって１年次から４年次における各

学期（セメスター）に履修できる単位数の上限を定めている（資料 2-10、2-11）。各学期（セ

メスター）に履修登録できる単位数の上限を、資格科目などの一部を除き、共通教育科目、

専門科目あわせて 22 単位に設定し、学期ごとに適切な学修時間を確保できるよう配慮して

いる（資料 2-10、2-11）。また、各学年において年間に修得すべき、標準的な単位数を示し、

計画的な単位の修得を促している。なお、学習指導の充実という点から、本学では、年度初

めに、全学部・全学科のすべての学年の学生に対してオリエンテーションを実施し、各学年

に応じた履修指導を、『履修要項』『講義概要（シラバス）』に基づいて、教務部門員および

クラス担任（人間社会学部はアカデミック・アドバイザー）を中心に行なっている（資料 4-

15）。特に新入生については、学部・学科別オリエンテーション、学務部教務課によるオリ

エンテーションを実施し、履修指導を徹底している（資料 4-16）。また、全学科・全学年に

わたるクラス担任（アカデミック・アドバイザー）制度、各学科における教育研究支援職員

としての助手制度が導入されており、年度初めだけでなく、授業期間においても、学科別の

きめ細かい履修指導を行なっている（資料 2-10、2-11）。加えて、全学的にオフィスアワー

制度を設けており、各教員は、特定の時間帯を公示して、その時間帯に、履修のみならず学

生からの様々な相談に応じ、適切に指導している（資料 4-17、4-18）。 

2019（令和元）年度より、「J-TAS」の推進にあわせ、修学支援課のカリキュラムアドバイ

ザーが中心となり、学生が学修計画の見直しを行うための個別相談を重点的に実施する「履

修リフレクションウィーク」を開催した（資料 4-19）。これは、学生が自身の学修の振り返

りと今後の計画を検討する契機とするための機会であり、2019（令和元）年度前期は、第１

回目を授業最終週および予備日に、第２回目を成績発表後の１週間に期間設定し実施した。

相談者数は日野キャンパス 21 名、渋谷キャンパス 49 名となり、相談者のアンケート結果

では、「不安が解消された。友人にも勧めたい。」という好意的な意見が大半を占め、満足度

の高さが伺えた。相談内容としては、履修登録手順の確認、卒業要件の確認、専門科目や資

格科目の履修方法についてが多かった。今後は担任、教務課および学科助手等と連携した指

評価の視点１：各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行

うための措置 

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期ごとの履修 

登録単位数の上限設定等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方法、授業計 

画、授業準備のための指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施（授業内容とシ 

ラバスとの整合性の確保等） 

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法 

＜学士課程＞ 

・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数 

・適切な履修指導の実施 

＜修士課程、博士課程＞ 

・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに基づく研究 

指導の実施 
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導が必要である点を確認したほか、相談者は１年生に次いで３年生が多いため、卒業論文や

就職活動を見据えた履修計画など、３年生への修学支援の充実が課題となることも確認し

ている（資料 4-20、4-21）。 

授業形態に配慮した１授業あたりの学生数に関しては、「共通教育科目」においては、講

義科目で上限 140 名、演習科目で 40名程度に設定している。ただし、科目内容を考慮して、

例えば語学科目は 30 名、情報科目は時間割配置される教室のＰＣ台数に応じて 40 名程度

に設定している。「学科専門科目」においては、基本的には上限を定めていないものの、授

業の内容や「実験」「実習」などの授業形態を考慮して、適切な定員を設定するようにして

いる。また、必修科目においては、教育効果を勘案したクラス編成にするために複数コマを

開講しており、１授業あたりの学生数に配慮している。  

本学では、『講義概要（シラバス）』を全学統一の様式で作成している（資料 4-12～4-14）。

シラバスの作成に際しては、毎年度、作成方針、スケジュール等を、教務に係る連絡調整を

業務とする「教務部門会議」で検討し、『シラバス作成マニュアル』を提供している（資料

4-22）。各授業担当者は、このマニュアルに基づきシラバスを入稿する。シラバスの内容は、

「授業のテーマ、授業における到達目標、授業の内容、事前・事後学修、テキスト・教材、

成績評価の方法・基準とフィードバック及び注意事項」で構成される。入稿されたシラバス

に対しては、第三者チェックを実施している。第三者チェックは、「共通教育科目」は大学

教育研究センター長・副センター長が担当し、「専門科目」は学科主任および教務部門員等

が記載内容の不備等についてのチェックを行っている（資料 4-23、4-24）。これらは、非常

勤講師の担当科目を含めた全授業科目に対して実施している。授業内容とシラバスの整合

性を確保するために、授業内容等に変更が生じた場合は速やかに学生に説明を行うことと

している。また、「授業アンケート」において、授業内容とシラバスの整合性を確認してい

る（資料 4-25【ウェブ】）。 

学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容および授業方法を新たに導入するために、

2019（令和元）年度より「共通教育科目」を刷新し、学生が身につけた知識を実践する場と

して、演習型やプロジェクト型の授業を充実させている。現在、年次進行中であるが、「ボ

ランティアプロジェクト a・b」では、ボランティア活動や研修を通して自ら主体的に学ぶ

ことで、ディプロマ・ポリシーに掲げる「協動力」「行動力」「国際的視野」を養うことを目

指している。また、「実践教養講座 a～e」のうち、「実践教養講座 b」では、日本の芸術から、

古典文学、仏像、建築という３つの分野を取り上げ、それらが成立した文化的背景や特色、

魅力等について学ぶとともに、関連の土地に出向いてその芸術・文化に実際に触れ、理解す

ることで、ディプロマ・ポリシーにある「研鑽力」を養い、「美の探究」を深めていく。東

京 2020 オリンピック・パラリンピック連携講座としては「オープン講座 a」を配置し、学

生は、ビジネスの現場や観光産業構造・マーケット事例などを学び、グループワークやプレ

ゼンテーションなどを通じて創造力や企画力を高めることで、異文化理解の促進と課題解

決力やコミュニケーション力を磨いている（資料 2-10、2-11、資料 4-12～4-14）。 

「学科専門科目」について、特に人間社会学部では、学部開設以来、少人数のゼミ形式で

実施する必修科目として「演習」を１年次から４年次まで配当している。１年次にはオリジ

ナルの共通テキストを用いたアカデミック･スキルの習得に、２年次には専門を研究するた

めの基礎力の充実に、３・４年次には卒論作成につながる専門分野の学習を深めることに力
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点を置いている。このように「演習」を通じて段階的に専門性を深めていく教育を実施して

いる（資料 2-10、4-14）。 

研究科については、履修科目の登録に上限設定は設けていない。『講義概要（シラバス）』

については、学部と同様の形式にて作成しており、専攻主任等による第三者チェックを行っ

ている。また、研究指導計画については、研究指導の内容および方法を当該科目のシラバス

において明示している。研究指導のスケジュールについても研究指導体制、学位取得に至る

までの過程を『大学院要覧』に示しており、これらを踏まえて各研究指導教員が大学院学生

の研究指導を行っている（資料 4-8）。 

 

点検・評価項目⑤：成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 

本学では、『講義概要（シラバス）』に記載されている「成績評価の方法・基準とフィード

バック」に従って、各授業担当教員が成績評価を行なっている。各授業担当教員は、成績評

価に際し、「実践女子大学学則」第 24条に基づき、+Ａ（91 点以上）、Ａ（80〜90 点）、 

Ｂ（70〜79 点）、Ｃ（60〜69 点）、Ｄ（60 点未満）の５段階で評価し、Ｃ以上を合格とし

て所定の単位を認定し、Ｄを不合格としている（資料 2-10、2-11）。「卒業論文」についても

同様に評価している。また、「インターンシップ」や「海外語学研修」などの科目では、規

定されている要件を満たした場合に単位認定を行っている。これらの成績評価の基準につ

いては、『履修要項』に明示するとともに、特に１年次の入学時オリエンテーション等で説

明を行っている（資料 2-10、2-11）。なお、これらの成績評価の結果は成績証明書に表示さ

れ、さらに欠席および失格による不合格、履修取止めや保留といった扱いを含めて、成績通

知表に表示している。本学では上述の成績評価に加えて、成績評価の厳格化、学生の学習目

標の明確化等を目的として、学業努力の達成状況を把握する基準値としての GPAを全学部・

全学科で採用している（資料 2-10、2-11）。  

他の教育機関で修得した単位の認定については、「実践女子大学学則」第 20 条および 21

条において、本学以外の教育機関との単位互換協定による修得単位と、入学前に他の教育機

関で修得した単位を、60 単位を越えない範囲で認めることがある旨を定めており、証明書

および当該科目のシラバスの内容によって本学が定めている科目として読み替え可能な場

合に、卒業要件単位として認定している（資料 1-4）。研究科においても、「実践女子大学大

学院学則」第 30 条に「研究科委員会において教育上有益と認めるときは、学生が本大学院

評価の視点１：成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

・単位制度の趣旨に基づく単位認定 

・既修得単位の適切な認定 

・成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置 

・卒業・修了要件の明示 

評価の視点２：学位授与を適切に行うための措置 

・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示 

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置 

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示 

・適切な学位授与 
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に入学する以前に他大学の大学院において修得した単位を､10 単位を超えない範囲で本大

学院において修得したものとして認めることができる｡」と定めている（資料 1-5）。  

学部の卒業要件単位については、大学設置基準第 32 条に定めるとおり、124 単位とし、

研究科の修了要件単位についても同様に大学院設置基準第 16 条および第 17 条に準拠して

おり、「実践女子大学学則」「実践女子大学大学院学則」にそれぞれ定めている（資料 1-4,1-

5）。また、卒業要件に関する事項については、『履修要項』『大学院要覧』に明示し、学生に

周知している（資料 2-10、2-11、4-8）。  

学位授与を適切に行うための措置に関して、学部における論文審査については、各学科に

より異なるが、卒業論文発表会等を通じて、学生・教員が成果について共有し、相互に確認

することにより、審査の適切性を担保している（資料 4-26）。  

修了認定については、「実践女子大学大学院学則」第 11条に基づき、所定の授業科目につ

いて修了に必要な単位を修得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、学位論文審査および試

験に合格した者に、学位を授与することを定めている（資料 1-5）。  

学位論文の作成にあたっては、研究指導計画に則り行われている。研究科により時期等が

異なるが、中間発表会（予備審査）、等を設定し、研究指導教員以外の教員から評価を受け

ることで客観性を確保している（資料 4-27）。学位論文の審査については、「実践女子大学

学位規程」に基づき行われ、博士後期課程においては、「博士学位授与の申請取扱内規」に

基づき厳正に審査が行われている（資料 4-28）。学位論文審査基準は、『大学院要覧』に明

示し周知している。  

学位授与にあたり、学部については、各「学科会議」、各学部教授会での審議を経たうえ

で、学長を議長とする「大学協議会」での審議・承認により、学長が決定し学位を授与して

いる。研究科については、「専攻会議」、各研究科委員会での審議を経たのち、学長を議長と

する「大学協議会」での審議・承認を得て、学長が決定し学位を授与している（資料 4-29）。

これらの学位授与に係る責任体制および手続については、「大学協議会規程」「実践女子大学

教授会規程」および「実践女子大学大学院学則」において定めている（資料 2-2、4-30、1-

5）。  

 

 

点検・評価項目⑥：学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価している

か。 

本学では、学生が学修から得た知識・技能・態度などの学修成果を、機関レベル（大学全

評価の視点１：各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設

定 

評価の視点２：学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

≪学習成果の測定方法例≫ 

・アセスメント・テスト 

・ルーブリックを活用した測定 

・学習成果の測定を目的とした学生調査 

・卒業生、就職先への意見聴取 
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体）、教育課程レベル（学部・学科・専攻）、科目レベル（各授業科目）の３つの段階で多面

的に評価するために、教育理念、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づ

き「実践女子大学・実践女子大学短期大学部学修成果の評価（アセスメント）に関する方針」

を定め、その評価項目を指標とし、学修の到達状況、教育課程の適切性を評価し、「教育の

質保証」に取り組んでいる（資料 4-34）。 

科目レベルでは、各科目の成績評価、授業アンケートを中心に評価することとし、教育課

程レベルでは、科目レベルの評価に加え、成長診断テスト（PROG）によるディプロマ・ポリ

シーの到達度評価、学修行動調査結果、卒業年次アンケート、国家試験合格率（資格取得状

況）および就職率、卒業論文（卒業研究）等を多面的に評価している。評価結果は主に「学

科会議」にて共有しており、機関レベル（大学全体）では、「大学協議会」において、教育

課程レベルで評価する項目を、全学的な観点から点検・評価する仕組みとしている（資料 2-

9、2-17、2-18）。 

本学では、学習成果を把握し評価するために、先述の「実践女子大学・短期大学部型内部

質保証システム」に則り、「Ｐ：カリキュラムの策定」→「Ｄ：教育の実行」→「Ｃ：教育

成果の把握」→「Ａ：改善の実行」という PDCAサイクルを展開させ、教育成果を可視化す

ることにわけても注力している。この教育成果に係るディプロマ・ポリシーの到達度評価に

は、成長診断テスト（PROG）を用い実施している（資料 2-9）。 

従来、PROG テストは、大卒者として社会で求められる汎用的な能力・態度・志向（以下、

ジュネリックスキル）を育成するためのプログラムであり、ジェネリックスキルを「リテラ

シー」と「コンピテンシー」の２つの観点から測定している。本学では、この PROGテスト

の結果項目と、ディプロマ・ポリシーで掲げる５つの能力・態度のうちの「研鑽力」「行動

力」「恊働力」並びにそれらを構成する能力要素とを紐づけることにより、ディプロマ・ポ

リシーの到達度評価と測定結果との関連性を高めようと試みている（資料 2-9）。加えて、

５つの能力・態度と各授業科目との関連性を明確化するためにカリキュラムマトリクスを

用いている。これにより、学生は自身の伸ばしたい能力・態度を視野に入れての授業選択が

可能となっている（資料 2-10、2-11）。 

成長診断テスト（PROG）の実施については、１年次および３年次とし、学修行動調査とあ

わせて行っている。本学では、学生が自身の強み・弱み、ディプロマ・ポリシーの到達度を

より実感できるようにするため、オリジナルテキストである『「実践女子」力成長支援ハン

ドブック』を制作し活用している（資料 4-35）。特に 1年次では、必修科目である「実践入

門セミナー」にて結果の解説会を行い、自身の強み、弱みを把握した上で、学生生活の充実

を図るよう動機づけを行っている（資料 4-12～4-14）。３年次では、１年次との結果を比較

し、ディプロマ・ポリシーの到達度を確認することで、自身の強み・弱みを更に深く認識し、

就職活動にも応用できる自己分析につなげている。この、成長診断テスト（PROG）の結果は、

「J-TAS システム（学生ポータルサイト）」によって、履修登録表、成績評価と併せて常時

確認できる仕組みとしており、自己分析の結果を踏まえた自己成長のための履修計画に活

用するなどしている（資料 2-12、4-36）。 

また、ディプロマ・ポリシーで掲げる態度・能力を水準ごとに指標化し、学生が到達度を

自己評価できる仕組みとして、2019（令和元）年度から全学で学修ルーブリックを導入して

いる。この、学修ルーブリックを「J-TASシステム」で運用することにより、学生と教職員
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はディプロマ・ポリシーの指標と到達度を共有することができるようになった（資料 2-12、

2-13、4-37）。一方で、学生は態度・能力の到達度を客観的に把握し、過去の回答と比較し

て自身の成長を実感できるようになった。教職員は、学生から提出された自己採点表（主観

評価）を参考資料として、学生個々の成長度合を把握し、それに対応した修学指導を実施す

るよう努めている。 

上述の成長診断テスト（PROG）は、ディプロマ・ポリシーのうち「研鑽力」「行動力」「協

働力」の到達度を主に評価するものだが、今回の学修ルーブリックの導入によって、「国際

的視野」「美の探究」の到達度の自己評価も可能になっている（資料 2-13）。 

2019（令和元）年度は導入初年度であり、試行を兼ねての実施であるが、学期（セメスタ

ー）ごとの振り返りとして、学修ルーブリックを学生が積極的に活用するためには、教職員

の適切なフィードバックが必要である。そこで、原則全学生に対してフィードバックを行う

こととし、方法を①個人面談・グループ面談、②ゼミ・授業③「J-TAS」システムのいずれ

かとしている。前期終了時の結果として、参考数値ではあるが、回答済 2,698名に対し、③

「J-TAS」システムを用いたフィードバックは、1,553 名に対して実施した。後期の実施に

ついては、前期の検証（実施方法、回答率等）を「大学教育研究センター委員会」等で行っ

たうえで、引き続き、教職員による原則全学生を対象としたフィードバックを実施する予定

である（資料 4-38、4-39）。 

これらは、第２章：内部質保証で述べたように、「実践女子大学・短期大学部型学生の成

長プロセス」に基づき実施しており、教育成果の把握および評価に留まらず、学生自身が成

長を実感することが可能となる、本学の特色ある取り組みである。 

就職先等への意見聴取について、本学では、2015（平成 27）年度に「教育の指針策定に向

けた総合調査」として、「教員調査」「企業調査」「学生調査」および「卒業生調査」を実施

している。「企業調査」については、企業で必要とされる能力を社会が求める「能力・知識」

と定義し検証している。具体的には、大学・短大の合同調査にて実施し、本学において求人

を公示している企業（約 3,000社）を対象に、①実践女子大学の新卒者（大卒）にどのよう

な能力を求めているか、②貴社に在籍する実践女子大学の卒業生についてどのような感想

を持っているか、③実践女子大学のカリキュラムと科目に対して貴社はどんなことを期待、

要望したいか、を主な聴取項目として実施した（資料 4-40）。  

特に本学の卒業生に対する評価（13項目）のうち、評価が高かった（「優れている」の割

合が高かった）上位３項目は、「他者との豊かな関係を築く力」（親和力）（40.0%）、「目

標に向けて協力的に仕事を進める力」（協働力）（32.1%）、「前向きな考え方ややる気を

維持する力」（自信創出力）（27.4%）であった。「他者との豊かな関係を築く力」につい

ては、企業が求める能力でも優先度が高い項目であり、本学卒業生が高い評価を得ているこ

とから、この項目については企業のニーズに応えられていることがわかった。一方、「優れ

ている」の割合が最も低かった項目は「問題解決までのプロセスやリスク、対処方法を構想

する力」（構想力）（9.5%）であり、「優れている＋どちらかというと優れている」合計でも

41.6%と全項目中最低となっている（資料 4-40）。 

この「企業調査」における設問項目は、上述の「実践女子」力としてディプロマ・ポリシ

ーに明示されている態度・能力（「国際的視野」「美の探究」「研鑽力」「行動力」「協動力」）

を構成する要素項目（能力）に紐づけられており、学生の診断結果と併せて検証することに
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より、教育課程編成等の策定・改善に活用することができる。実際に 2015（平成 27）年度

から実施している教育改革において、「教員調査」「学生調査」「卒業生調査」とあわせて総

合的に検証し、教育改革の指針策定等に活用した。今後は、2019（令和元）年度に完了する

「教育改革」の成果を検証するため、2020（令和２）年度中に「教員調査」「企業調査」「学

生調査」および「卒業生調査」の実施を予定している。 

 研究科については、専攻ごとに、大学院学生が修士論文または博士論文を提出するまでの

過程において、研究計画の検討や研究計画書の提出に係る指導教授による助言、研究指導、

中間発表会における指導教員・副指導教員以外の大学院担当専任教員からの評価・助言によ

り、学習成果の客観的な把握・共有を図っている。論文審査は、各専攻で定める論文審査基

準に基づいて行われ、修了判定は、他専攻の教員を含めた「研究科委員会」において行われ

ている（資料 4-8）。 

 

 

点検・評価項目⑦：教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行

っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

 各学部（学科）・研究科（専攻）に関しては、各学科が組織・運営する「学科会議」ある

いは各専攻が組織・運営する「専攻会議」をそれぞれ責任主体として、主に「専門科目」の

教育課程編成等における課題・改善点等を教育成果に基づき検証している。また、学部（学

科）の専門カリキュラムを検討する際には、事務職員（教務課職員）を加えた「カリキュラ

ム検討会議」を学部ごとに組織し、教職協働によるカリキュラム編成を実施する体制として

いる（資料 4-41）。 

「共通教育科目」をはじめ履修、成績評価、単位修得等、教務に係る連絡調整事項につい

ては、「大学教育研究センター」の下に設置している「教務部門会議」がその役割を担って

いる（資料 2-7）。「教務部門会議」での調整結果および「学科会議」での検討を経て、全学

的な調整が必要な事項については「大学教育研究センター委員会」にて審議している（資料

4-38）。また、学長ガバナンスを担保するために、各規程に基づき「大学協議会」での承認

を経たうえで学長が最終決定する仕組みを整えている。さらに、客観性・妥当性を高めるた

め、「外部評価・助言委員会」による、教育課程編成等について、評価・助言を受けている

（資料 4-42）。 

「大学協議会」をはじめ、「学科会議」、各委員会での適切性に関する検証、点検・評価に

ついては、「実践女子大学・実践女子大学短期大学部学修成果の評価（アセスメント）に関

する方針」で示す３つのレベル毎の評価項目に基づき実施している。とりわけ「学科会議」

（教育課程レベル）では、成績評価、授業アンケートに加え、国家試験合格率（資格取得状

況）、就職率等を加味して多面的に評価し、教育課程に係る改善を実施している（資料 2-10、

2-11）。 

点検・評価結果に基づく改善・向上について、例えば人間社会学部では、2015（平成 27）

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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年に導入したカリキュラムが 2018（平成 30）年度に完成年度をむかえることを受け、2017

（平成 28）年度に学部内に「将来構想委員会」を組織し、2019年度新カリキュラムの導入

に向け改革を実施している。学習成果に基づき、カリキュラム改革の基本方針を、①新任の

教員の専門分野に対応した科目の設置、②各学科・各系統の教育効果向上に向けた科目の見

直し、③ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーとの連動と学年配当、科目バラン

スの見直し、④現代社会学科のグローバル社会系科目のさらなる充実の４点を掲げ、PBL科

目の増設等により学習成果のさらなる向上を図っている（資料 2-10、4-14）。 

学習成果の結果に基づく「大学協議会」による全学的観点からの改善の取り組みは、教育

の質保証を実現する「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」に則って行われて

いる。既に述べたように、その取り組みは、「Ｐ：カリキュラムの策定」→「Ｄ：教育の実

行」→「Ｃ：教育成果の把握」→「Ａ：改善の実行」という PDCA サイクルによって検証・

評価され、その改善の成果も同様に検証・評価されることになっている（資料 2-9、2-17、

2-18）。このシステムにより、2019（令和元）年度から、全学的観点からの点検・評価を実

施し、更なる適切性の検証を進めている（資料 3-29）。 

 

 

（２）長所・特色 

教育理念・目的の実現に向けて、本学では教育効果の向上による学生の学びの質保証を図

ることを目的に、特にディプロマ・ポリシーで掲げる５つの態度・能力（「国際的視野」「美

の探究」「研鑽力」「行動力」「協動力」）を確実に養成する取り組みを推進してきた（資料 2-

9、2-10、2-11、4-35）。そのために、「教育改革」を通じて「教育の質保証」を実現する、

「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」の構築に向け体制の整備を行ってきた。

また、「実践女子大学・短期大学部型学生の成長プロセス」によって学生の育成・成長の過

程（プロセス）を可視化することで、学生が自身の成長を実感できるよう注力している（資

料 1-18、4-35～4-37）。 

特に教育成果の可視化に関しては、先述の「実践女子大学・短期大学部型内部質保証シス

テム」に則り、「Ｐ：カリキュラムの策定」→「Ｄ：教育の実行」→「Ｃ：教育成果の把握」

→「Ａ：改善の実行」という PDCAサイクルを展開させ、学習成果を把握し評価することと

している。その方策として、①５つの能力・態度と各授業科目との関連性を明確化するため

にカリキュラムマトリクスの導入、②ディプロマ・ポリシーの到達度評価と測定結果との関

連性をより高めるよう配慮した成長診断テスト（PROG）の実施と評価、③学生が自身の強み・

弱み、ディプロマ・ポリシーの到達度をより実感できるようにするためのオリジナルテキス

ト『「実践女子」力成長支援ハンドブック』の制作・活用と解説会の実施、④ディプロマ・

ポリシーで掲げる態度・能力を水準化・指標化した学修ルーブリックの導入と原則全学生を

対象とする自己評価のフィードバックを推進している。このような「実践女子大学・短期大

学部型内部質保証システム」に基づく PDCA サイクルの有機的な展開と、「実践女子大学・短

期大学部型学生の成長プロセス」による学生自身の成長実感を高める取り組みは、建学の精

神および教育理念を実現するための、「教育の質保証」を目指した本学の特色ある施策であ

る。 
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（３）問題点 

な し 

 

 

（４）全体のまとめ 

本学では、建学の精神である「女性が社会を変える世界を変える」、教育理念である「品

格高雅にして自立自営しうる女性の育成」に基づき、３つのポリシーを掲げて教育活動を推

進している（資料 4-1）。 

教育課程の編成については、カリキュラム・ポリシーに基づき、各学位課程に即した授業

科目を開設し、体系的に編成している。また、学生の学習を活性化するための効果的な教育

を実施することを目指し、学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容および授業方法を新

たに導入している。例えば 2019（令和元）年度からは「教養教育」を刷新し、学生が身につ

けた知識を実践する場として演習型や「実践プロジェクト a～c」といったプロジェクト型

の授業を充実させている。「学科専門科目」についても、各学部・学科の特性に応じて、1年

次からゼミ単位での演習を導入しているほか、アクティブラーニングや PBL 科目の充実を

図っている（資料 2-10、2-11、4-12～4-14）。学習指導の充実という点からは、2019（令和

元）年度より、「J-TAS」の推進にあわせ、「履修リフレクションウィーク」を開催するなど、

新たな学習支援制度も開始している。この「履修リフレクションウィーク」では、修学支援

課のカリキュラムアドバイザーが中心となり、学生が学修計画の見直しを行うための個別

相談を重点的に実施している（資料 4-19、4-20）。 

成績評価、単位認定および学位授与等に関しても、大学設置基準等の法令要件に基づき、

諸規定等を整備し適切に対応している。 

「教育の質保証」を実現するための「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」

に則った「教育改革」と、学生自身の成長実感を高めるための「実践女子大学・短期大学部

型学生の成長プロセス」に基づく取り組みは、本学の特色である（資料 1-18）。わけても、

「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」に則り、「Ｐ：カリキュラムの策定」

→「Ｄ：教育の実行」→「Ｃ：教育成果の把握」→「Ａ：改善の実行」という PDCAサイク

ルを展開し、学習成果を把握、評価することは、本学独自の試みである。これは、2019（令

和元）年度完了の「教育改革」と並行して順次的に導入し、点検・評価を行っている状況で

はあるが、2019（令和元）年度実施の学修ルーブリック等をあわせて機能させることにより、

「教育の質保証」を実現する体制として有効性の高い取り組みになると期待されるもので

ある。 

本学ではこれまでに、「大学協議会」において学習成果を把握、評価するための方法を定

期的に検証・評価してきた。その結果を踏まえて、アセスメント・テスト（PROG）を本学に

適した仕様にカスタマイズすることや、オリジナルテキストである『「実践女子」力成長支

援ハンドブック』の制作などを、「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」の構

築とあわせて実施してきた（資料 2-9、4-35）。本学は、PDCA サイクルとしての一連のプロ

セスを通しての学習成果の点検・評価結果を、「教育改革」に結びつけることに力点をおい

ている。また、「教育改革」の実施にあわせて「共通教育科目」「専門教育科目」の新カリキ
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ュラム導入、副専攻の導入、カリキュラムマトリクスの策定、カリキュラムツリーの見直し

等を実施・導入している（資料 2-10、2-11）。 

2020（令和２）年度は、「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」に則り、一

連の PDCAサイクルの展開とその効果を総括的に検証することで、改善・改革を通じた一層

の「教育の質保証」に取り組んでいく。 
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第５章 学生の受け入れ 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

 本学では、建学の精神である「女性が社会を変える、世界を変える」、教育理念である「品

格高雅にして自立自営しうる女性の育成」に基づいた人材育成をより確かなものにしてい

くため、2016（平成 28）年度に、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーおよびア

ドミッション・ポリシーを見直し、改めて策定している（資料 4-1）。  

大学全体のアドミッション・ポリシーについては、「実践女子大学は、教育理念及びディ

プロマ・ポリシーに定めるとおり、学修から得た知識・技能・態度を世界と地域に還元する

べく、実践する意欲に満ちた人を積極的に受け入れます。そのような意欲をもった入学者を

選抜するために、各学部学科のアドミッション・ポリシーにおいて、修得している事が求め

られる能力や態度について公表し、それぞれに対応する多様な入学者選抜方法を実施しま

す。」と謳っている（資料 4-1）。研究科に関しては、大学院全体として、「 実践女子大学大

学院では本学の教育理念に則り、各研究科、専攻の求める分野において、すでに修得した知

識をいっそう深め、高い専門性を要する職業に求められる能力を身につけることをめざし、

広く社会に貢献しようとする人材を求めています。」と定めている（資料 4-8）。 

学位授与の方針との連関性の点では、ディプロマ・ポリシーで保証する５つの能力・態度

（「国際的視野」「美の探究」「研鑽力」「行動力」「協働力」）を踏まえ、「学修から得た知識・

技能・態度を世界と地域に還元するべく、実践する意欲に満ちた人を積極的に受け入れる」

と明示している（資料 4-1）。この大学全体のアドミッション・ポリシーに基づき、学部・学

科ごとに、研究科は専攻・課程ごとに特徴を踏まえた具体的な方針を定めている。これらは

ホームページで公開するとともに、『入学試験要項』、『履修要項』および『大学院要覧』に

よって、受験生をはじめ、在学生、教職員および社会に対し広く公表している（資料 2-10、

2-11、4-5～4-8、5-1～5-3）。  

各学部では、入学前の学習歴、学力水準、能力等をアドミッション・ポリシーにおいて明

示している。例えば文学部では、「グローバル化する現代社会では、「世界共通語としての英

語基礎力」を身につけ、専攻する学科を問わず、世界に羽ばたいて、各学科で身につけた専

門的教養を、世界に向けて発信できるようになりたいと願う意欲が重要です。したがって高

等学校で十分な基礎学力を身につけていることに加え、積極的にコミュニケーション能力

を高め、多文化へのとらわれのない関心を抱くことができる人材を求めます。」と説明し、

求める学生像を明らかにしている（資料 2-10、5-1）。  

 研究科についても、例えば文学研究科では、「日本、東洋、西洋各地域の文学、言語、美

術の各分野においてすでに修得した知識をいっそう深め、それを基に広く社会に貢献しよ

評価の視点１：学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針

の適切な設定及び公表 

評価の視点２：下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 

・入学希望者に求める水準等の判定方法 
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うとする人材、独創的な研究にさらに取り組んでいく意欲のある人材を求めています。」と

述べた上で、各専攻・課程において、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像を

より具体的に示している（資料 4-5～4-7）。  

 入学希望者に求める水準等の判定方法については、『入試ガイド』『入学試験要項』等の冊

子に出願資格、判定の方法を記載するとともに、ホームページにおいて受験生等にわかりや

すく公開している（資料 5-4）。 

 以上のように、本学では、建学の精神、教育理念に基づいた３つのポリシーの再策定によ

り、ディプロマ・ポリシーで保証する５つの能力・態度、カリキュラム・ポリシーおよびア

ドミッション・ポリシーが相互に連関するように図っている。 

 

 

点検・評価項目②：学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体

制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 

 本学では、アドミッション・ポリシーに基づき「学修から得た知識・技能・態度を世界と

地域に還元するべく、実践する意欲に満ちた学生」を受け入れるため、学生募集および入学

者選抜の制度として、一般入試（Ｉ期～Ⅲ期）、センター試験利用入試、ＡＯ入試、公募推

薦入試、卒業生・在学生子女入試、特別選抜入試（海外帰国子女・社会人）並びに指定校推

薦入試を行っている（資料 5-4～5-11）。これらの入試では、各学科・専攻の専門性と深く

関連する科目を受験の際の必須科目・選択科目に指定している（資料 5-4）。また、AO入試、

各推薦入試では、選抜方法である面接・課題・小論文のテーマ、内容等に各学科・専攻の学

びの特色を考慮して出題している（資料 5-4）。これらに加えて、2018（平成 30）年度入試

から、一般入試（Ⅰ期３科目型）では、「外部試験利用入試」を導入し、英語については、

外部試験スコアを試験科目（英語）の得点として換算することができる制度を実施している。

一般入試（Ⅲ期）では、部活動やボランティア活動、留学経験の有無といった課外活動を得

点に加点する「高校時代活動評価入試」を導入している（資料 5-5）。  
研究科についても学部と同様に、アドミッション・ポリシーに基づき「各研究科、専攻の

求める分野において、すでに修得した知識をいっそう深め、高い専門性を要する職業に求め

られる能力を身につけることを目指し、広く社会に貢献しようとする人材」を受け入れるた

め、一般入試（Ⅰ期～Ⅲ期）を行っている（資料 5-15）。入学者選抜試験は専門領域に関す

る基礎的知識・能力を有し、広い視野に立った研究能力を持つ者を受け入れるために、各研

究科・専攻の専門を重視した科目試験を実施している（資料 5-15）。  

 入学者選抜実施に関しては、入試担当理事（学部長）を委員長とする「入試対策委員会」

を責任主体とした体制のもと、志願者動向の予測、試験日程や試験科目、各試験別募集定員、

オープンキャンパスの日程、キャンパス見学会など学生募集活動を含めた入学に係る全体

評価の視点１：学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 

評価の視点２：入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な

整備 

評価の視点３：公正な入学者選抜の実施 

評価の視点４：入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 
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の企画・立案を行っている（資料 5-17）。また、同委員会のもとにワーキンググループを設

け、次年度以降の入学試験の詳細について検討を行っている（資料 5-17）。この「入試対策

委員会」において審議された事項は、学長を議長とする「大学協議会」に報告又は提案され、

承認を得る手順になっている（資料 5-18、5-19）。 

入学試験にあたっては、実施要領を策定して試験の執行手順等を明確にしており、実施

要領に沿った試験運営によって入学者選抜の公平性を確保するようにしている。また、学

長を本部長とする入試本部を設置し、各学部教員と入学支援課を中心とした事務部門との

協働体制で厳正な入学試験を実施している。合格者の判定は、試験結果に基づき、各学科

において厳正かつ慎重に実施され、教授会、学長を議長とする「大学協議会」での審議・

承認の過程を経て学長が決定し、合格発表を行っている（資料5-20）。  

研究科についても学部と同様に各研究科（専攻）教員と入学支援課を中心とした事務部門

と協働で厳正な入学試験を実施している。 

 なお、病気や怪我、試験実施にあたり配慮（メンタル的）が必要な受験生への対応として、

受験生の体調にあわせて保健室での受験、別室での受験を認めている（資料 5-5）。 

 

 

点検・評価項目③：適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収

容定員に基づき適正に管理しているか。 

学部においては、入学定員・収容定員と入学者数・在籍学生数が大幅に乖離することのな

いよう、入試担当理事（学部長）を委員長とする「入試対策委員会」での年度試験結果の分

析に基づいた志願者動向の予測を踏まえて、「入試判定会議事前連絡会」において合否判定

結果の確認を事前に行っている。 

学士課程における 2019 年度５月１日現在の入学定員に対する入学者数比率は大学全体で 

1.19であり、収容定員に対する在籍学生数比率も 1.19であった。学部ごとでは、文学部は

入学者数比率（1.19）・在籍学生数比率（1.17）、生活科学部は入学者数比率（1.16）・在

籍学生数比率（1.17）、人間社会学部は入学者数比率（1.27）・在籍学生数比率（1.27）で

あり、充足率が高い傾向にある（大学基礎データ表 2）。この対応として、2019 年度第 13回

常任理事会において、2020年から 2023年度における大学入学者数確保の方針を示し、その

方針に基づき全学的な体制で入学者数確保に努めることとしている。 

修士課程（博士前期課程）における 2019 年度５月１日現在の在籍学生数比率は大学院全

体で 0.22、博士後期課程は 0.19 であり、未充足の状況である（大学基礎データ表 2）。改

評価の視点１：入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

＜学士課程＞ 

・入学定員に対する入学者数比率 

・編入学定員に対する編入学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

＜修士課程、博士課程、専門職学位課程＞ 

・収容定員に対する在籍学生数比率 
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善に向けては、「大学院研究科専門委員会」を中心に経済・研究支援策の策定などを協議し

ている。具体的な活性化の施策として、大学院学生による研究活動および成果発表を経済的

に支援する大学院学会奨励金、大学院論文投稿支援金、「長期履修制度」など、2020（令和

２）年度の導入にむけて準備を進めている（資料 5-21）。 

 

 

点検・評価項目④：学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

 学生の受け入れの適切性については、学部は「入試対策委員会」、研究科は「研究科専門

委員会」を責任主体として検証し、入学者選抜の方法、手順および実施に関する点検結果を、

次年度の入試の企画、制度等に反映させる仕組みとしている（資料 5-17、1-5）。 

これらの委員会での審議結果等は、「大学協議会」において全学的に検証・確認した上で

学長が決定・承認する手順になっている（資料 5-18）。なお、「大学協議会」においては、前

年度および当該年度に実施している入試状況（動向、出願状況等）を推薦系入試終了時点に

おいて確認・共有することにより、一般入試での判定等に備えるなどしている（資料 5-19）。 

点検・評価結果に基づく改善として、社会情勢や志願者動向等を踏まえた上で、これまで

の入試結果や体制等の適切性を検証することにより、例えば、英語検定試験など利用して英

語科目の得点とする「外部試験利用入試」、受験生の特長や個性、多様な学習や活動の履歴

を得点化し評価する「高校時代活動評価入試」を新たな入試制度として導入することなどに

結びつけている（資料 5-15）。 

 

 

（２）長所・特色 

 本学では、受験生の学力をはじめ、資質・能力等を入学試験において適正に評価するため

の「多様な入試」を特色としている。具体的には、英語の学習に力を入れた受験生向けの入

試としての「外部試験利用入試」、学力だけでは測れない能力や資質を評価する「高校時代

活動評価入試」、一般入試、センター試験利用入試、指定校推薦入試、他にも公募推薦入試、

卒業生・在学生子女推薦入試、特別選抜入試（社会人・帰国子女）などを実施している。そ

れにより、生徒（受験生）の学力・資質・能力等にあわせた幅広い入学試験の選択を可能と

している。 

また、複数日程での AO入試の実施（国文学科、美学美術史学科では年明けまで受験機会

あり）、一般入試・センター試験利用入試では、２科目型と３科目型による受験が可能であ

り、得意科目を活かせるよう配慮している。センター試験利用入試Ⅱ期では、一部の学科を

除き、特定の科目の配点を増やした「傾斜配点方式」、高得点の受験科目で合否を判定する

「高得点採用方式」なども導入している。 

 受験生に分かりやすく入試情報を開示できるよう、『入試ガイド』では、当該年度の入試

の特徴（昨年度との変更点等）をまとめて「TOPICS」として掲載するとともに、学科別・入

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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試方式別の志願者・受験者数をはじめ、合格最高点、合格最低点等の情報も公表している。

また、一般入試では、日野・渋谷キャンパスのほか、地方会場での受験を可能とするなど、

受験生の利便性の向上に努めている（資料 5-4）。 

 

 

（３）問題点 

 学士課程における入学定員充足率・収容定員充足率では、人間社会学部がともに 1.27と

高い傾向にある。学科単位では、生活環境学科（入学定員充足率・収容定員充足率 1.20）、

生活文化学科生活心理専攻（入学定員充足率 1.27・収容定員充足率 1.24）、現代生活学科

（収容定員充足率 1.22）が高い傾向にある（大学基礎データ表 2）。 

 修士課程（博士前期課程）における在籍学生数比率は研究科全体で 0.22、博士後期課程

は 0.19 であり、未充足の状況である（大学基礎データ表 2）。 

 この状況を踏まえ、特に研究科については、研究活動および成果発表を経済的に支援する

ための「大学院学会奨励金」や「大学院論文投稿支援金」、「長期履修制度」の 2020（令和

２）年度からの導入により大学院の活性化を図り、着実に志願者（入学者）の増加に努めて

いく。 

 

 

（４）全体のまとめ 

 本学では、アドミッション・ポリシーを、大学は学部・学科、大学院は研究科・専攻ごと

に定め、ホームページで公開するとともに、『入試ガイド』『入学試験要項』、『履修要項』お

よび『大学院要覧』によって、受験生をはじめ、在学生、教職員および社会に対し広く公表

している。 

 学生募集および入学者選抜実施のための責任主体として、学部では、入試担当理事（学部

長）を委員長とする「入試対策委員会」を置き、学生募集活動を含めた入学試験全体の企画・

立案を行っている（資料 5-22）。この「入試対策委員会」にて審議された事項は、学長を議

長とする「大学協議会」に報告又は提案され、全学的に確認、共有する体制を構築している

（資料 5-18）。 

入学試験にあたっては、学長を本部長とする入試本部を設置し、各学部教員と入学支援課

を中心とした事務部門との協働体制で厳正に実施している。合格者の判定は、試験結果に基

づき、各学科・専攻において厳正かつ慎重に行われたのち、学部は教授会、研究科は研究科

委員会における審議と「大学協議会」での承認を経たうえで、学長が決定している（資料 5-

20）。 

 このように、本学では、アドミッション・ポリシーに基づいた学生を受け入れるための学

生募集および入学者選抜の制度を整備している。また、入学試験の運営体制についても、「入

試対策委員会」において審議された事項は、「大学協議会」に報告又は提案され、全学的な

確認を行う体制を整備し、公正な入学者選抜を実施している。 

入学定員および収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理については、大学基準協会の

基準に照らして、人間社会学部および生活科学部の複数学科（専攻）において充足率が高く、

研究科は、修士課程（博士前期課程）、博士後期課程ともに未充足の状況である（大学基礎
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データ表 2）。これらの改善を喫緊の課題と認識し、全学的な改善に取り組んでいる。 

今後は、「大学協議会」による全学的な点検・評価をいっそう推進することにより、大学

入学者数確保の方針に基づく定員管理の徹底と大学院活性化施策の着実な実施を図ってい

く。 
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第６章 教員・教員組織 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科

等の教員組織の編制に関する方針を明示しているか。 

本学は、建学の精神に則り、「深く専門の学芸を教授研究し、かつ人格の完成を目標とし

て幅広く深い教養を培い、国際的視野に立つ社会人として自己の信ずるところを実践し、も

って文化の創造と人類の福祉とに寄与する人材を育成すること」を目的に教育研究活動等

を推進している（資料 1-4）。そのため本学では、「実践女子大学教員選考基準」において、

「本学の教育理念・使命を十分に理解するとともに、たえずこれの達成に努めること。責任

と情熱を持って学生の教育にあたり、自己の専門とする学問研究に精進すること」を教員像

として定めている（資料 6-1）。 

各学部等の教員組織の編制に関しては、「実践女子大学学則」に規定している（資料 1-4）。

これに基づき、2016（平成 28）年度に「実践女子大学教員選考規程」、2017（平成 29）年度

に「実践女子大学教員選考基準」を改めて制定し、それまでの手順、基準を明確にし、それ

らに則った採用、昇任等を行っている（資料 6-1、6-2）。教員採用の具体的な手順は、学科

主任、課程主任、大学言語文化教育研究センター等のセンター長が、当該の学科、課程およ

びセンターの採用方針に基づいた「採用計画」を所属学部長に提出し、学長は、学部長を経

て提出された「採用計画」について、「大学協議会」での協議を踏まえ承認し、理事長に具

申している（資料 6-4）。 

各教員の役割、教育研究に係る責任所在の明確化等については、上述の「実践女子大学学

則」に定められており、特に学長、副学長および学部長等については、その役割・権限等を

明らかにしている（資料 1-4）。各学部の教授会規程および各センター規程等では、その組

織の役割、審議事項等を明示し、「実践女子大学協議会規程」においては、学長が教学の重

要事項を決定するに当たり、教授会および研究科委員会の意見を聞いた上で、十分に協議を

行う旨を定め、教育研究に係る責任所在を明確にしている（資料 2-2）。 

 

  

点検・評価項目②：教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、

適切に教員組織を編制しているか。 

評価の視点１：大学として求める教員像の設定 

・各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

評価の視点２：各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針 

（各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責任所在の明確化等）の適切な明示 

評価の視点１：大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数 

評価の視点２：適切な教員組織編制のための措置 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授、准教授又は助教）の適正な 

配置 

・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 
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教育研究活動を推進するにあたり、適切な教員組織を編制するため、各学部・研究科では、

大学設置基準、大学院設置基準上の必要専任教員数を満たすよう編制している（大学基礎デ

ータ表 1）。研究科については、研究科専任教員は配置せずに学部との兼務とし、学部専任

教員のうちで研究科の授業を担当する教員によって構成している。大学院の科目を担当す

るにあたっては、「実践女子大学大学院教員資格審査規程」に基づく選考基準を定め、研究

指導資格審査を実施のうえ、決定している（資料 6-5、6-6）。 

 教育上主要と認められる授業科目における専任教員の配置について、学部では、すべての

学生が専門の基礎となる教養・知識・技能を身につけるために必ず履修する「必修科目」に、

その重要性に鑑みて専任教員を多く配置している（大学基礎データ表 4）。また、卒業論文

執筆に係るゼミ（演習）についても原則専任教員が担当するようにしている（資料 2-10、

2-11）。このように、初年次必修の「入門科目」から「卒業論文」に至る専門教育の進展の

中で、それらの中核をなす科目を専任教員が担当し、明確な責任体制のもとで教育を行なっ

ている。また、各学位課程の目的に即した教員配置という観点では、各学部の教育目標、３

つのポリシーに基づき、カリキュラムツリー、カリキュラムマトリクスによる科目の体系性、

関連性を踏まえた上で、「必修科目」「選択必修科目」を中心とするコア科目を専任教員が原

則担当することとしている。研究科については、一部の専攻を除き、すべての科目を専任教

員が担当する体制としている（資料 2-10、2-11、4-8）。  

グローバル化については、「学長方針」においても積極的に推進する旨を謳っており、「共

通教育」だけにとどまらず、「専門教育」においても展開を担うことのできる教員層の拡大

に努めている。特に「共通教育」では、「言語文化教育研究センター」を責任主体とし、外

国籍の専任教員を中心として外国語教育の充実を図るとともに、外国語（特に英語）による

授業の拡大に努めている（資料 2-10、2-11）。また、サバティカル制度を利用して、専任教

員が海外で教育研究経験を積むことができる制度を継続的に運用している（資料 6-7）。 

教員の男女比については、2019（令和元）年度において男性 52.5％、女性 47.5％であり、

適切な比率となっている（資料 6-8）。  

教員の授業担当負担への適切な配慮として、専任教員の責任担当コマ数を原則 5コマ（通

年換算）と定めている。現在は、一部の役職者を除き、研究時間の確保に配慮しながら、１

コマ増の６コマを担当するよう時間割編成を行っている（資料 6-9）。 

教員組織における年齢構成に関する方針は明確には定められてはいないが、採用にあた 

り、構成に偏りがないように配慮している。2019（令和元）年度は大学全体で 60代 37名、

50 代 45 名、40 代 31 名、30 代 13 名と 30 代が少ないものの、概ね偏りなく編制している

（大学基礎データ表 5）。 

学士課程における教養教育の運営は、第 4章：教育課程・学習成果にて述べたように、「共

通教育科目」をはじめ、履修、成績評価、単位修得等、教務に係る事項について、「大学教

育研究センター」の下に設置している「教務部門会議」および「共通教育ワーキンググルー

プ」がその役割を担っている（資料 2-7）。「教務部門会議」は、専任教員が教養教育の運営

・各学位課程の目的に即した教員配置（国際性、男女比等も含む） 

・教員の授業担当負担への適切な配慮 

・バランスのとれた年齢構成に配慮した教員配置 

評価の視点３：学士課程における教養教育の運営体制 
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に責任を持って当たるため、各学科から選出された専任教員各 1名、図書館学課程から選出

された専任教員 1名、「言語文化教育研究センター」から選出された専任教員 1名等で組織

され、教務に係る事項は「教務部門会議」での審議・調整を経て、「大学教育研究センター

委員会」にて審議・承認している（資料 2-7）。また、学長ガバナンスを担保するために、規

程に基づき「大学協議会」での承認を経たうえで学長が最終決定する仕組みを整えている

（資料 2-2）。 

授業科目については極力、専任教員が担当する方向で努力を続けているが、専任教員のみ

では、すべての授業科目を担当することが困難な状況がある。したがって、広範囲に及ぶ教

育を､質を担保しつつ展開するためには、非常勤講師に授業担当を委嘱せざるを得ない。特

に分野が幅広い「共通教育科目」では、その割合が高くなっている（大学基礎データ表 4）。 

 

 

点検・評価項目③：教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

本学は、大学学則および大学院学則に基づき、「実践女子大学教員選考規程」「実践女子大

学教員選考基準」「実践女子大学大学院教員資格審査規程」および「実践女子大学大学院教

員資格審査規程運用内規」を定めている（資料 6-1、6-2、6-5、6-6）。これらの規程には、

募集、採用、昇任等に関する基準および手続きが明確に示されており、これらに基づき、各

学部・研究科における教員の職位等に応じた人事に関する手続きを厳正に行っている。 

専任教員の採用に当たっては、上述の「採用計画」に係る手続きを経たのち、まず当該学

科・課程、センターで公募によって複数候補者を募り、選考により１名に候補者を絞り込ん

でいる。選考を経た候補者については、各教授会・研究科委員会にて無記名で採用の可否を

投票し、過半数以上が可とした場合を承認が得られたものとしている（資料 6-10～6-12）。

その後、学長、副学長、各学部長、各学科・課程主任、大学教育研究センター長、大学言語

文化教育研究センター長、および教職センター長によって構成する「実践女子大学教員選考

委員会」において、「実践女子大学教員選考基準」と各教授会での選考経過を参考に、職階

の適否を踏まえた採用の可否を審議する。これらの審議過程を経て、学長が採用を理事長に

具申し、理事会での審議を経た上で、採用を正式に決定している（資料 6-2）。 

専任教員の昇任についても、学科・課程から推薦された者について、同様の手順を踏みつ

つ、「教員昇任に関する評価項目」に基づき厳正に審議、決定される。なお、研究科の授業

を担当する専任教員は学部との兼務であるため、学部専任教員としての採用審査に加えて、

「実践女子大学大学院教員資格審査規程」「実践女子大学大学院教員資格審査規程運用内規」

に基づき、研究科構成員としての審議も別途行っている（資料 6-13）。  

 

 

点検・評価項目④：ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に実

施し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。 

評価の視点１：教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基

準及び手続の設定と規程の整備 

評価の視点２：規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 
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ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施については、「実践女子大

学協議会規程」に「授業の内容及び授業方法の改善と向上を目的としたファカルティ・ディ

ベロップメントの基本方針に関する事項」を審議事項として定め、かつ「実践女子大学教育

研究センター規程」に「センターは、本学の教育内容及び授業方法等の改善と向上を目的と

して、大学協議会の方針に基づき、ファカルティ・ディベロップメントを推進する」旨を規

定している（資料 2-2、2-7）。これらに基づき、「大学協議会」にて FDに関する基本方針等

を定め、「大学教育研究センター」を中心に具体的活動を推進している（資料 6-14、6-15）。 

なお、本学では、FD・SDの定義および推進体制を以下のように定めている。 

 

１．FD・SDの定義 

①FD（Faculty Development）は、「教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織

的な取組」であり、主は授業改善である。 

②SD（Staff Development）は、「当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図

るため」の研修や他に必要な取組であるが、「職員」には教員も含まれる。 

③職員が教員向けの FDに参加した場合には、職員にとっては SDとなる場合がある。 

２．推進体制について 

 ①FDについては、基本方針は大学協議会で審議するが、実際の取組においては大学教育 

研究センター委員会が中心となり実施内容を検討・運営する。 

 ②SD（職員のみが対象となるものを除く）については、大学協議会で基本方針を審議する。 

実施にあたっては、関係委員会・部署等で検討・運営し、大学協議会に報告する。 

 ③SDについては、総務部と連携して進める。 

 

また、テーマ（カテゴリ）を「学生支援」「内部質保証」「ダイバーシティ」「新制度対応」

「授業改善・学生の主体的な学びの促進」「継続性のある FD」「研究推進」に分類し、上述

の定義に基づき実施している。なお、本章では、①FD に該当する部分について中心に記述

することとし、2019（令和元）年度 FDに関する基本方針は以下のとおり定めている。 

 

＜2019 年度 FD に関する基本方針＞ 
①社会で活躍し貢献できる学生の育成を目指し、授業方法や授業内容の改善のための取

組みを進める。特に、学生が主体的に授業に取り組む為にはどうすべきかを主テーマ

として掲げる（学長方針：学生第一） 

②授業アンケートを実施し、授業内容等を点検し学生へのフィードバックを行う。また、

学生の代表者と話し合う機会を設けるなど、より直接的に学生の意見を授業に反映で

きるような取組みを進める。 

③『講義概要（シラバス）』作成にあたっての、注意点やポイントを共有し、授業内容が

より学生に正確に伝わるような取組みを進める。 

④本学のアセスメント・ポリシーを踏まえ、適正な成績評価が行われているか検証し、 

評価の視点１：ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施 

評価の視点２：教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 
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あるべき評価方法について検討する取組みを進める。 

 

 この基本方針に則り、2019（令和元）年度は、「授業改善：学生の主体的な学びの促進」

等をテーマに設定し、教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取り組みを

行っている（基礎要件確認シート、資料 6-16、6-17））。なお、②SDの実施としては、第７

章：学生支援にて後述するが、「J-TAS」推進に係る取り組みとして、「コミュニティの利用

方法、学生へのリアクション」等をはじめ、「大学入学共通テストと高大接続について」「LGBT」

等をテーマとし、主に教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教員の資質向上

に繋がる取り組みを推進している（基礎要件確認シート）。 

 研究科のFDについては、各専攻にて実施している。内容として、学生が論文の内容を全

大学院担当教員の前で発表する「中間発表会」の際に、研究指導上の問題点などについて

意見交換を行うほか、他の教員が担当する授業傍聴および意見交換、将来構想等について

を行っている（基礎要件確認シート、資料6-18）。 

 教員の活動の評価については、毎年学部別に発行している研究紀要、あるいはセンタ

ー、研究所が発行する論集への論文の掲載や、それぞれの専門分野の学会での口頭による

研究発表やポスター発表、学会誌への論文掲載、あるいは専門誌への寄稿などの業務を中

心に行っている。各専任教員は、研究者学術情報データベース等に、教育活動、研究活

動、社会活動等の入力を行い、ホームページ等を通じて外部に公表している（2-29【ウェ

ブ】）。また、これらの教育研究業績等は、教員の昇任審査において「教育及び社会活動等

における報告シート」に取りまとめ、評価する仕組みとしている。 

 

 

点検・評価項目⑤：教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

各学部（学科）・研究科（専攻）に関しては、各学科が組織・運営する「学科会議」ある

いは各専攻が組織・運営する「専攻会議」および教授会・研究科委員会を責任主体として、

主に教育課程の編成および当該年度の開講科目を決定する過程を通じて、教員配置等の適

切性を確認している（資料 2-10、2-11）。「共通教育科目」では、専任教員が教養教育の運営

に責任を持つ体制とし、「大学教育研究センター」のもとに組織されている「共通教育ワー

キンググループ」での調整を行ったうえで、「大学教育研究センター委員会」にて審議して

いる。これらの結果および教員の採用・昇任等に関する事項は「大学協議会」において全学

的に共有・検証したうえで学長が決定・承認する仕組みを整えている（資料 6-4、6-13）。 

 FD の推進については、「大学協議会」にて FD に関する基本方針等を定めており、次年度

の FD計画策定の際に当該年度の適切性を検証し、結果を授業内容・方法の改善・向上およ

び教育研究活動等の適切かつ効果的な運営に繋げるようにしている（資料 6-14）。具体的な

改善・向上に向けた取り組みとして、「大学協議会」を中心に、教員の採用・昇任、大学院

教員資格審査について、方法、手順、基準等を改めて検証するとともに、規程を整備し明文

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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化した。2018（平成 30）年度教員採用計画からは、「採用計画」の提出を求める運用を開始

するなど、点検・評価に基づく改善を行っている。 

 

 

（２）長所・特色 

 ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施については、「実践女子大

学協議会規程」および「実践女子大学教育研究センター規程」に基本方針を規定し、それに

則った企画・運営を実施している。特に本学では、「教員が授業内容・方法を改善し向上さ

せるための組織的な取組」と「当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るた

め」の取組を目的別に分類して FD・SD活動を明確に定義し、「学生支援」「ダイバーシティ」

「新制度対応」「授業改善・学生の主体的な学びの促進」等のカテゴリ別に企画・推進して

いる（資料 6-15）。それにより、法令改正、社会情勢等に十分配慮しつつ、「J-TAS」の推進

による学生支援の在り方など、本学が重点施策として掲げる事業に関して、個々の教員（職

員）の意識を高められるようにしている。 

 このように、授業内容・方法の改善・向上と教員の資質向上を図っていくことで、本学は、

高等教育機関としての社会的要請に応えていくものである。 

  

 

（３）問題点 

 本学では、「大学協議会」を中心に、教員の採用・昇任、大学院教員資格審査について、

方法、手順、基準等を改めて検証した。その点検・評価の結果に基づき、規程を整備し、「採

用計画」の提出を求めるなどの改善を行ってきた。 

 一方で、大学として求める教員像の設定や教員組織の編制方針については、今後、いっそ

うの明確化が必要である。 

 

 

（４）全体のまとめ 

 本学は、「実践女子大学教員選考基準」に定める、「本学の教育理念・使命を十分に理解す

るとともに、たえずこれの達成に努めること。責任と情熱を持って学生の教育にあたり、自

己の専門とする学問研究に精進すること」を教員に求め、建学の精神、教育理念等の実現に

向けて教員組織を編制している（資料 6-1）。 

本学では、「大学協議会」を中心に、これまでの教員の採用・昇任、大学院教員資格審査

について、方法、手順、基準等を改めて検証した。その結果、「実践女子大学学則」に基づ

いて「実践女子大学教員選考規程」、「実践女子大学教員選考基準」等を整備し、これらに厳

格に則った体制と運用で、教員の募集、採用、昇任等を適切に行っている（資料 6-1、6-2）。 

今後は、大学として求める教員像や教員組織の編制方針について、よりいっそう明確化す

る必要がある。 

各教員の役割、教育研究に係る責任所在の明確化等については、「実践女子大学学則」に

より、学長、副学長等の役割・権限等を明らかにするとともに、「実践女子大学協議会規程」

をはじめ、教授会規程および各センター規程にて、その組織の役割等を明確にしている。こ
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れらに基づき、「大学協議会」「大学教育研究センター委員会」等をはじめとする、教学委

員会等を通じて課題を共有し、組織的な対応を図っている。また、各教員の役割分担に関し

ても、「学科会議」や「専攻会議」、教授会等において明確化を図っている。 

 教育研究活動を展開するため、教育課程の中核をなす科目を専任教員が担当し、明確な責

任体制のもとで教育を行なっている。また、専任教員の男女比率、年齢構成にも配慮した教

員配置としている（大学基礎データ表 5、資料 6-8）。 

 ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施については、方針に基づき

適切に実施している。2018（平成 30）年度以降は、単年度に留まらず、中期的（３ヵ年計

画）な視点に立って計画を立案しており、活動の効果を高めていくための継続的な推進に注

力している（資料 6-15）。 

 今後は、「大学協議会」による全学的観点からの点検・評価を一層推進し、建学の精神、

教育理念等の実現に向けた教員組織の整備にさらに取り組んでいく。 
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第７章 学生支援 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生

支援に関する大学としての方針を明示しているか。 

本学では、「女性が社会を変える、世界を変える」という建学の精神に基づき、女性が持

てる力を発揮することによって、よりよい社会を創ることができるという強い信念の下、教

育活動を通じて人材育成を図ることを使命としている。そして、その使命を実現するため、

学生支援に関する方針として、「修学支援方針」「生活支援方針」「進路支援方針」および「障

害学生支援方針」をそれぞれ定め、これらに基づき、様々な施策を行っている（資料 7-1【ウ

ェブ】）。 

「修学支援方針」では、「学生が学修を円滑に進められるように、教職員が相互連携して、

相談・指導による支援を行います。」「成績不振者、留年者および休・退学者については、そ

の状況把握と分析を行うとともに、早期のケアを含めた具体的対応策を講じます。」など、

４項目を定めている。この方針のもと、修学支援の具体的な体制として、「大学教育研究セ

ンター規程」を定め、「大学教育研究センター」と、その下に置かれた「教務部門会議」が

同規程に基づいて、学生の学修が円滑に行なわれるように諸施策を実施している（資料 2-

7）。また、学修上様々な問題を抱える学生に対処するため、クラス担任（アカデミック・ア

ドバイザー制度）、オフィスアワー制度およびカリキュラムアドバイザー制度等を設けて、

全学の教職員が連携して支援している（資料 7-2）。   

「生活支援方針」では、「学生が心身の健康を維持・増進できるように、保健室、学生相

談室を設け、専門の医師や保健師（看護師）、カウンセラーを配置します。」「人間性と社

会性を培う機会と場所を提供することを目的として、クラブ、サークル、ボランティア等の

課外活動を支援します。」など、５項目を定めている（資料 7-1【ウェブ】）。「生活支援

方針」に加えて、本学では、「障害学生支援方針」を別に定め、障害のある学生が、障害の

ない学生と等しく学修が進められるように、学生本人の要望に基づき、関係各署が連携する

ことで、合理的配慮の範囲内で具体的支援を行うこととしている（資料 7-1【ウェブ】）。

この方針のもと、生活支援および障害学生支援の具体的な体制として、「学生支援委員会規

程」および「学生相談室に関する内規」を定めている（資料 7-3、7-4）。これにより、「学生

支援委員会」、学生総合支援センターに学生相談室および保健室を設置し、安定した学生生

活および心の健康維持を推進している。また、アカデミック・ハラスメント等のハラスメン

ト対策については、学園が「ハラスメント防止等に関する規程」を定め、「ハラスメント防

止委員会規程」による委員会が調査、防止教育・広報等を行っている（資料 7-5、7-6、7-7

【ウェブ】）。   

「進路支援方針」では、「学生が自らの生き方を見出し、自らの人生を切り開いていける

力を身につけることができるように正課内にキャリア教育の必修科目を設置する等、系統

的な支援を行います。」など、３項目を定めている（資料 7-1【ウェブ】）。この方針のも

評価の視点１：大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する大学として

の方針の適切な明示 
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と、本学では１年次から、将来を見据えたキャリア教育を実施している。全学部共通科目に

おいて、「キャリア教育科目」を開講して、低学年からのキャリアプランの支援、社会人と

しての素養を修得させることを目指しているほか、キャリア・生活支援課を設置して、学生

の就職支援とそれに係る多様な講座を開設するなど、広く学生の社会的・職業的自立を促す

支援を行っている（資料 2-10、2-11、7-8【ウェブ】）。 

修学支援に係る事務組織の所管部署は学生総合支援センターの修学支援課、就職支援お

よび生活支援に係る所管部署は、キャリア・生活支援課が中心になっている。 

本学では、建学の精神、教育理念に基づき、学生一人ひとりに合わせた成長機会を提供す

るとともに、学生が成長を実感し、自信を創出することができるよう、新しい本学独自の学

生支援制度「J-TAS」の運用を 2018（平成 30）年度から順次的に開始している。この「J-TAS」

は、学生が授業や課外活動等に主体的に取り組むことで成長し、サポートツール等を活用し

て学生生活を振り返ることで、その成長をより強く実感できることを目指している。更に、

教員や学生支援にかかるスタッフも同じツールを用いることで、学生の状況を把握し、一人

ひとりに最適なサポートを行うよう努めている（資料 1-14、1-15【ウェブ】、7-9）。 

 

「J-TAS」の基本方針 

 目的：学生の「自信（自己効力感）」を高める大学になる 

 方針：1.自身で立てた目標を達成する経験ができるよう支援する 

    2.目標達成した意識を認識・言語化できるよう支援する 

    3.他者との接点を通じて成功体験等の機会を持つよう支援する 

    4.自身を肯定できるよう支援する 

「J-TAS」を構成する 7つの要素 

①成長診断テストによる現状把握及び自身の長所や身につける必要がある能力を把握し、

履修する授業の検討などに役立てる。 

②学修ルーブリックによる授業や課外活動で自身がどれだけ成長できたかを振り返るた

めのツールとして、半期ごとに学習成果を自己診断する。 

③自己成長記録書には、成長診断テストや学修ルーブリックの結果が記載される。学生生

活で身につけた力を一覧化し、学生生活の振り返りをすることで成長を実感できると

ともに、就職活動の自己分析ツールとしての活用も可能とする。 

④教育改革に基づいた科目の履修 

⑤課外活動では、学生プロジェクト、ボランティア、サークル活動など、学生が主体的に

取り組むことによる成長機会を提供する。 

⑥個別サポートとして、学生が大学生活を通じて成長し、自信・希望を持って社会に出る

ために、学生一人ひとりの主体性を大切にし、最適な成長機会を提供するサポートの実

施。 

⑦担当教員・学生総合支援センタースタッフ・キャリアアドバイザー等による、自己成長

記録書などを参照し、授業・課外活動などの学修機会の提供やキャリア支援など学生生

活を総合的にサポートする。 

 

 「J-TAS」を効果的・組織的に運用するため、本学では「学生総合支援連絡会議」を設置
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している。この会議は、学生総合支援センター長を議長とし、副センター長、大学教育研究

センター長、学生支援委員会委員長（学生部長）、入試対策委員会委員長、学生総合支援セ

ンター部長および学務部長によって構成され、「J-TAS」推進をはじめ、入学前、教育、就職

など学生支援全般に係る協議を行っている。「学生総合支援連絡会議」で協議した内容は、

必要に応じて「大学協議会」に付議することで、全学的な周知、展開を図っている（資料 7-

10）。また、学生総合支援センターに「J-TAS部課長連絡会議」を置き、学生総合支援センタ

ーと教務課等関係部署の事務職員が合同で定例会議を実施することにより、部署の効率的

な運用の確認や提案、業務精査等を行っている。ここで上がってきた課題等は、上述の「学

生総合支援連絡会議」に報告・提案等がされる仕組みになっている。 

また、「J-TAS」推進に伴い、教学系事務について組織を統合し、総合的・横断的な学生支

援サービスを実現することを目指している。これにより、旧来の縦断型部署の学生支援から、

委員会等の教学組織との連携も含めた総合的な学生支援へと転換を図り、総合的な学生対

応を可能とする「ワンストップサービス」の実現に繋げている（資料 7-11）。これを具現す

るため、2018 年（平成 30）年 11月に事務組織を改編し、「入試センター」を「入学支援課」

に、「キャリアセンター」と「学生支援センター」を統合し「キャリア・生活支援課」に、

教務課の学生窓口業務を担当する「修学支援課」を新たに設置し、３課を統合して、「学生

総合支援センター」を発足させた（資料 7-12【ウェブ】）。この３課の所属職員が学生窓口

（フロント）業務を協働で担当することにより、「入試・修学支援・学生支援・就職支援」

の総合的な学生窓口としてのワンストップサービスを実現している。これにより、横断的に

業務への理解が深まり、結果として事務効率化と生産性の向上を図り、人的資源を有効に活

用できるよう目指している。 

このワンストップサービスについては、導入間もないため課題等もあるが、窓口業務量調

査の実施、共通フォーマットを用いた学生対応メモ（WEB・紙）の利用、フロント業務のシ

フト化、職員間の業務連絡や勉強会等の開催により、学生対応業務の円滑で効果的な運用が

実現しつつある。なお、学生総合支援センターの窓口対応業務の適切性を検証するため、学

生による WEB アンケートを実施している。ワンストップサービスについては、職員の業務に

対する習熟度がまだ低いため、学生の満足度は 50％前後であったが（2019年８月時点）、フ

リーコメント等で寄せられた意見や要望を積極的に活用し、今後いっそうの制度充実を図

っていく（資料 7-13、7-14）。 

 

 

点検・評価項目②：学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備さ

れているか。また、学生支援は適切に行われているか。 

評価の視点１：学生支援体制の適切な整備 

評価の視点２：学生の修学に関する適切な支援の実施 

・学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

・正課外教育 

・留学生等の多様な学生に対する修学支援 

・障がいのある学生に対する修学支援 
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 学生支援体制の適切な整備については、上述の点検・評価項目①で示した通り、各方針に

基づき、運用体制を構築したうえで学生支援を推進している。 

＜１＞学生の修学支援に関する取り組み 

 学生の修学に関する支援として、補習教育、補充教育に係る取り組みとして本学では、国

家資格の対策講座をはじめ、学長方針にて示す「基礎学力の向上」に関する取り組みを重点

に置き実施している。具体的には、教学重点施策として予算化したうえで、学部を中心に取

り組みを進めている（資料 7-40【ウェブ】、7-41）。  

 本学では、「J-TAS」に掲げる、学生が主体的に取り組むことによる成長機会の創出・提供

を目的に学生によるサポート制度を導入している。サポートを行う学生スタッフを「J-

STAFF」と呼称しているが、「J-STAFF」にとっての他学生（下級生・高校生）へのサポート

は、自身を成長させる大きな機会になっている（資料 7-15【ウェブ】）。2019（令和元）年度

は、以前より導入・実施していたオープンキャンパスの企画・運営業務等に加え、新たに就

職活動全般のアドバイスを行うサポート制度を導入した（資料 7-15【ウェブ】）。2020（令

和２）年度は、新たに修学支援として履修相談等のサポート制度を開始する予定である。特

に先行実施している「オープンキャンパス」では、企画・運営、各コンテンツの改善、当日

の学生スタッフ指導などを学生主体で実施しており、正課外の取り組みにおける貴重な自

己成長の場となっている。また、この「J-STAFF」によるサポート制度についても、利用者

アンケートや満足度調査等の実施により効果検証を行うこととしている。スタッフ自身も

学修ルーブリック（リフレクション）により自身の活動を振り返り、次の目標を設定するこ

とができる仕組みになっている（資料 4-36、4-37）。このように、「J-TAS」の推進により、

学生は自信をいっそう深め、成長をより実感できるようになっている。 

 受入留学生に対する修学支援は、「言語文化教育センター」を所管とし、事務窓口として

国際交流課を中心に支援する体制をとっている（資料 7-16【ウェブ】。留学生に対しては、

受入時に留学生オリエンテーションを実施し、履修登録をはじめ、本学での学生生活にスム

ーズに適応できるよう配慮している。留学生は国際交流会館（留学生寮）に入居し、日本人

学生のユニットリーダーがサポートする体制をとっている。また、留学生プログラムも充実

させており、「日本語会話パートナー」制度では、留学生が授業以外で日本語を用い、日本

・成績不振の学生の状況把握と指導 

・留年者及び休学者の状況把握と対応 

・退学希望者の状況把握と対応 

・奨学金その他の経済的支援の整備 

評価の視点３：学生の生活に関する適切な支援の実施 

・学生の相談に応じる体制の整備 

・ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）防止のための体制の整備 

・学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

評価の視点４：学生の進路に関する適切な支援の実施 

・学生のキャリア支援を行うための体制（キャリアセンターの設置等）の整備 

・進路選択に関わる支援やガイダンスの実施 

評価の視点５：学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施 

評価の視点６：その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な実施 
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を学ぶ機会をもつことができるように、パートナー学生（日本人学生）を紹介するプログラ

ムを実施している（資料 7-17【ウェブ】）。その他として、「カフェクラッチ」は、学生のカ

ンバセーションリーダーを中心に４名程の少人数グループで英会話・韓国語会話を実践す

るアクティビティーであり、留学生はそのカンバセーションリーダーとして協力している。

加えて、日本文化に触れる機会として、セメスターごとに「日本文化研修」を実施している。

2019（令和元）年度は、歌舞伎鑑賞などを行い、日本の歴史・文化を体験するとともに、日

本人学生とのグループ行動により、積極的に本学学生との交流を図っている（資料 7-18【ウ

ェブ】）。 

派遣留学生に対する修学支援は、言語文化教育研究センターを所管とし、事務窓口を国際

交流課として教職協働の体制を取っている。具体的には、協定校への派遣留学を希望する学

生に対する学内選考の際に、「言語文化教育研究センター」の教員が独自に開発中である

CEFR レベルを基準としたインタビューテストを用いている。また、派遣留学が内定した学

生に対し、教員による事前指導および事務職員によるオリエンテーション等を実施してい

る。短期語学研修に参加希望の学生に対しては、オリエンテーションのほかに事前課題とし

てネイティブ教員が実施する「ランチタイムイングリッシュ」への参加を促している（資料

7-18【ウェブ】）。 

 障害のある学生に対する修学支援への取り組みとして、上述の「障害学生支援方針」に基

づき、学生部長を委員長とする「学生支援委員会」を責任主体として、教職協働で学生支援

を行う体制としている（資料 7-3）。具体的には、学生総合支援センターが主管となり、所

属学科、教務課と連携しながら障害のある学生と保証人との窓口相談の実施、支援学生の募

集と学生ノートテーカーの養成・配置、教職員への働きかけ等を行っている（資料 7-2）。

授業支援では、教務課が主管となり、所属学科、学生総合支援センターと連携しながら教員

への授業における留意事項の徹底、授業時の拡大プリントの配付支援、試験における配慮な

どを行なっている。これらの対応については、「大学協議会」にて、当該学生の障害の内容、

配慮すべき事柄等を確認・共有しており、「学生支援委員会」において具体的な支援策を協

議している（資料 7-19、7-20）。 

 修学支援の体制として、クラス担任（アカデミック・アドバイザー）制度、オフィスアワ

ー制度およびカリキュラムアドバイザー制度等を設けて、全学の教職員が連携して支援を

行っている。クラス担任（アカデミック・アドバイザー）制度は、学年ごとにクラス分けさ

れた担任が、毎年度初めに学生と個別に面談を行なうなど、学生の修学および生活の状況を

把握するよう努めている。例えば人間社会学部の「アカデミック・アドバイザー制度」では、

学生は１年次からゼミに所属し、ゼミを担当する教員が「アカデミック・アドバイザー」と

なり、履修指導をはじめ、ゼミ生一人ひとりの修学に関する状況を把握しつつ、４年間にわ

たって適切な指導、助言を積み重ねていく体制を整えている（資料 7-2）。   

オフィスアワー制度では、全学の専任教員が研究室を開放する時間を個々に設けている。

それにより、クラス担任（アカデミック・アドバイザー）や授業科目担当といった枠を超え

て、広く修学上の相談や学生生活上の相談に対応している。 

2019（令和元）年度に採用したカリキュラムアドバイザー制度は、個別相談に重点を置き、

「J-TAS」にて掲げる学生の状況を把握し、一人ひとりに最適なサポートを実践するために

「履修リフレクションウィーク」を設け、学生の履修上の不安を払拭する担い手となってい
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る（資料 4-20）。また、入学予定者向け「学修導入動画コンテンツ」を作成し、新入生が慣

れない学生生活の流れに上手く乗じるよう新しい修学支援ツールを完成させた。 

その他に本学では、「修学・就職支援フェア」を開催している。これは保証人（保護者）

を対象に、2010（平成 22）年度から開催しているもので、修学・就職に関する総合的な情報

提供を行なうとともに、学生の修学状況などの相談がある場合には、個別の面談時間を設定

し、対応を行なっている。特に指導が必要と判断される学生については、保護者と直接面談

し、問題解決に向けた適切な助言を行うなどの対応により、休学、退学を未然に防ぐよう努

めている。このフェアは年１回の開催であるが、日常的に保護者から学生の修学状況に関し

て問い合わせがあった場合には、適宜面談等で対応している（資料 7-21【ウェブ】）。  

また、成績不振の基準を設け、GPAが著しく低く、単位の修得状況が悪い学生は、担任（人

アカデミックアドバイザー）が面談し、指導記録を残し、改善が見られない場合には、学長

が退学勧告を行えることとしている（資料 2-10、2-11）。 

休学者や退学者、卒業延期者に対しては、前述のように各学年にクラス担任（アカデミッ

ク・アドバイザー）を置き、担任となった教員が学生の指導・相談に応じるほか、オフィス

アワーの教員や学科・課程の助手が常時学生の相談に対して助言を行うことで、丁寧に対応

している。また、「学科会議」において、事務部門から提供される学生の単位取得状況や学

費納入状況に関する情報を、個人情報保護に留意しながら適宜共有し、組織的な支援に取り

組んでいる。なお、卒業延期者の場合は、翌年度前期の学修のみで卒業要件単位が充足でき

れば、「９月卒業」を可能にしている。また、卒業延期に際して、８単位以下の単位を残し

ている学生に対しては、「修業年限を超えて在学する学生の学費の取扱内規」に基づく学費

減免制度による経済的な支援も行っている（資料 7-22）。 

大学院学生に対する修学支援については、各専攻で指導教員を中心に行っている。なお、

専攻間で調整が必要な事項については、各専攻から１名ずつ選出された委員によって構成

される「研究科専門委員会」の場で検討を行っている。 

＜２＞学生の生活支援に関する取り組み 

奨学金制度等による経済的支援の取り組みとして、本学では日本学生支援機構の奨学金

制度に加え、「実践女子学園奨学金規程」を制定し、本学独自の奨学金制度を整備している。

例えば給付型の奨学金として、「成績優秀者に対する学業奨励金」「課外活動留学資格取得等

に対する奨励・支援金」および「経済的支援を対象とした奨学金」を設定している。とりわ

け、「成績優秀者に対する学業奨励金」として設けられている「学祖下田歌子奨学金」では、

各学科・専攻の推薦により、在学中の学業成績、人物ともに優秀な学生に対し、在学年度は

記念品授与、卒業年度は奨励金給付を行っている。「経済的支援を対象とした奨学金」では、

主たる生計維持者の経済事情等の急変に対応する「教職員奨学金」、学習意欲が高いが家計

が困窮している学生に対応する「創立 120周年記念奨学金（常磐松奨学金）」のほか、「大規

模災害被災学生・生徒支援金」等を整備している（資料 7-23）。 

上述の「学祖下田歌子奨学金」は、2019（令和元）年度より博士後期課程の学生も対象と

し、研究活動支援の拡大を図っている。 

学生生活に関する支援として、上述の学生総合支援センター職員によるサポートに加え、

学生の心身の健康、保健衛生および安全への配慮に関する施設として保健室を設置し、保健

師もしくは看護師が常駐して日常の健康管理や病気・怪我の応急処置を行っている。また、
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定期的に学校医が来校して学生の健康相談にあたり、専門的治療等を必要とする場合は専

門医の紹介を行っている。毎年４月には、学校保健安全法に基づき、全学生を対象に健康診

断を実施しており、その際に提出する「問診票」において、学生の既往症、疾病状況、食事

や睡眠などの生活状況を把握している。また、感染症の集団発生予防として、入学時に「感

染症・予防接種調査」を行っている。麻疹・風疹・水痘・流行性耳下腺炎の抗体がないと判

断される者に対しては、個別に保健指導を実施している（資料 7-24【ウェブ】）。 

本学では、学生総合支援センターと保健室に加えて、学生相談室を設置している（資料 7-

25【ウェブ】）。学生相談室では、学生が直面する①学業、進路、生活、健康上の諸課題、②

心理的、精神的等メンタルヘルスに関する諸課題、③その他、学生が抱える諸課題の相談に

対応するとともに、必要に応じて、学生保護者、教職員、外部機関等と連携し、相談者（学

生）への最善の支援提供に努めている。さらに、学生の保護者および教職員から学生対応等

に関する相談等があった場合も支援等を行っている。学生相談室は、室長、教員相談員（本

学専任教員・各学部１名）、相談員（カウンセラー）、外部専門医師（精神科医師）、学内医

師（本学専任教員・臨床経験がある者）および学内保健師等で構成している。運営にかかる

事項や構成員間での連絡・調整については、「学生相談室運営会議」において情報共有・意

見交換を行い、必要に応じて「学生支援委員会」で協議・報告し、「大学協議会」で審議・

決定する仕組みとしている（資料 7-4）。 

各種ハラスメントの関連では、学園を挙げて防止に取り組むために、「学校法人実践女子

学園ハラスメント防止等に関する規程」を制定している（資料 7-5）。この規程は、学生・生

徒、教職員に対し、快適な教育、研究、学習および職場環境を保持し人権を擁護することを

目的としており、「セクシュアル・ハラスメント」、「アカデミック・ハラスメント」および

「パワー・ハラスメント」等の防止、ハラスメントに起因する問題が生じた場合の措置につ

いて必要事項を定めている。また、「実践女子学園ハラスメント防止委員会規程」を制定し、

委員会の職務、権限、手続き等の基本原則を定め、ハラスメントについての相談や通報があ

った場合に適切に対応できるようにしている（資料 7-6）。教職員の意識の啓発を目的とし

て、ハラスメント防止委員会は、「ハラスメント防止研修会」等を開催している。他にも、

『学生生活ハンドブック』での注意喚起、パンフレットの配布や掲示により防止に努めてい

る（資料 7-26【ウェブ】、7-27）。 

大学院学生の学生生活に係る支援については、学部学生と同様に行っている。 

＜３＞学生の進路支援に関する取り組み 

学生の進路支援に関しては、学生総合支援センターのキャリア・生活支援課を主管部署と

し、就職支援講座、個別相談・全員面談の実施、企業との連携を積極的に推進している。2019

（令和元）年度 2月 1日現在の学部全体における就職決定率（決定者/就職希望者）は 83.9％

（前年比 1.9ポイント増）となっている（速報値）。学生総合支援センターのキャリア・生

活支援課における具体的な取り組みとして、以下を挙げる。 

（１）支援講座の充実 

学生の能力向上や筆記試験対策の強化を目的として、学生自身が選択できるレベル別の

SPI 講座をはじめ、筆記試験対策講座等を実施している。この対策講座に関する学生アンケ

ートからは、筆記試験に苦手意識を持つ学生からも高い満足度が結果として得られている。

また、2017（平成 29）年度から、授業と重なるために講座に参加できない学生への配慮と
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して、昼休みの 40分を活用し、大学３年生向け「就職ガイダンス」を短縮版として、「ミニ

講座」を実施している。資格職の中でも職場のあり方や就職活動の時期とその活動方法にバ

リエーションがある管理栄養士・栄養士職希望者には、専門職セミナーとして、別途ガイダ

ンスを実施している（資料 7-28【ウェブ】、7-29）。 
就職活動の全体像をつかむための新たな講座としては、実際の就職活動を再現した「ムビ

ケーション型ガイダンス(Movication スタイル)」を企画・実施し、受講者の増加、満足度

の向上を図っている。また、最近の就職採用活動の早期化の動きの中で増加するインターシ

ップ応募者対応としては、前期にインターンシップ対策講座を充実させ、業種・業界企業研

究、応募書類への対策を強化している（資料 7-30【ウェブ】）。 
（２）個人相談、全員面談の充実 

就職活動スケジュールの変更や進学を含めた進路選択の多様化などにより、卒業後に対

する学生の不安は年々大きくなっている。そのような現状に鑑み、進路選択準備期間である

３年次生を対象にキャリア・生活支援課職員による「全員面談」を実施している。これによ

り、早期に個々の学生の進路希望を確認し、その後の進路支援に活かしている。全員面談や

個別相談等では、学生の志望を尊重した適切な助言、指導ができるよう努めるとともに、面

談の実施方法等についても、学生の状況や希望に可能な限り沿うように実施している。特に

卒業学年就職未決定者への支援は、個別対応を重視し、学生が就職活動を継続できるよう細

やかに対応している（資料 7-31【ウェブ】）。 

（３）キャリア・生活支援課職員自身の学び 

相談内容の多様化に対応するため、職員のキャリアカウンセリングの資格取得やセンタ

ー内勉強会の実施、企業訪問や企業との情報交換会への参加により、個々の職員がスキルア

ップや情報収集に努めている。  

（４）学部（学科）との連携 

本学では、キャンパスごとに学部・学科の学びや志向、特性を踏まえた就職支援を行って

いる。例えば、相談の段階では、キャンパスの専門性に合わせたキャリアカウンセラーを配

置し、個別の履歴書添削や面接練習を行っている。具体的な求人紹介においては、学生の進

路選択が多岐にわたる渋谷キャンパスでは「企業セミナー・選考会」を、各種資格を活かし

た就職を希望する学生が多い日野キャンパスでは「個別求人紹介会」を行っている（資料 7-

28）。正課内の低学年支援として、2017（平成 29）年度から生活環境学科２年生の必修科目

「生活環境学演習」の授業へキャリア・生活支援課職員が参加し、就職活動や自身のキャリ

アを考えるための支援を行っている。また、2019（令和元）年度に設立した教職センターと

の連携では「東京都教員採用試験説明会」を実施した。全学年を対象として参加を呼びかけ、

直近に教員採用試験を控えた学生には必要な心構え、３年生以下の学生には今後必要な準

備についての意識づけを行った。 

 学部(学科)との連携強化のために、就職内定先確認を担当制にしたことにより、就職先が 

未内定で悩む学生の発見と早い段階での支援アプローチが可能となった。  

（５）企業との連携強化 

本学が長期間にわたって信頼関係を構築してきた企業との繋がりをさらに深めるととも

に、新たな企業との関係を築くことを目的として、キャリア・生活支援課職員を中心に企業

への訪問や情報交換会に参加している。東京近郊だけでなく、本学と就職協定を締結してい
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る自治体などで行われた地方企業との情報交換会では、延べ 500 社を越える企業担当者と

首都圏就職やＵ・Ｉターン就職に関わる情報交換を行っている（資料 7-32）。  

（６）UIJターン就職の推進 

学生の幅広い就職先や進路先の選択に応えるため、山梨県、群馬県、長野県、新潟県をは

じめ本学学生の在学が多い全国 10都市との UIJターン就職協定を締結している。大学と当

該地区の就職状況等に関する情報交換に加え、求人紹介や出張セミナーの実施など、UIJタ

ーンを希望する学生に有益な情報の提供を実現している。 

また、在学生が比較的多い地方都市、例えば、山梨県甲府市、静岡県静岡市などの地方５

カ所において、保護者と在学生を対象に「就職支援フェア」を開催している。そこでは、キ

ャリア・生活支援課による就職活動の現状や本学の支援内容、進路選択に向けた学生時代の

過ごし方、保護者の関わり方等についての説明を行っている。また、これに加え、県の担当

者による当該地区に関する就職情報の提供や個別相談など、内容を工夫しながら実施して

いる（資料 7-33）。 

実施後の保護者アンケートによれば、高い満足度を得ている。これは、参加学年を制限

していないこと、地元ならではの詳細な就職情報の提供、少人数での説明会と低学年からの

個別面談を可能としたなど、きめ細やかな支援を行った結果である。 

（７）「実践 OGサポーター」との連携 

在学生のキャリア教育、ならびに進路・就職支援のため、2016（平成 28）年度より「実践

OGサポーター」制度を開始した。約 300名の卒業生が「実践 OGサポーター」として登録し

ており、「OG懇談会」や「OG訪問」への協力を得ている。2018（平成 28）年度は日野、渋谷

の各キャンパスで「実践 OGサポーター」を招き、在学生と卒業生による「OG懇談会」を開

催した。そこでは、「営業」「総務人事」「事務」「専門職」等、様々な職種に就いているサポ

ーターが、働くことで培われた価値観などの話を通じ、実際に携わる業界のこと、仕事のこ

と、やりがい等を後輩に説明している。身近なロールモデルである卒業生からのアドバイス

は在学生に浸透しやすく、より仕事や社会についての理解を深めることができるため、「OG

懇談会」は非常に効果的で、満足度も高いイベントであった（資料 7-31【ウェブ】）。その他

にも、「実践キャリアプランニング」の授業における講演依頼など、多岐にわたる卒業生と

の連携を図っている。この制度の導入により、在学生への就職活動支援の協力体制が拡大し、

OGの帰属意識の強化にも繋がっている（資料 4-12～4-14）。                                             

（８）他大学との連携・共同 

他大学の学生の考え方に触れ、刺激を受けることで自身のキャリアを考える機会を提供

することを目的として、渋谷キャンパスを中心に青山学院大学、國學院大學、聖心女子大学

および日本大学の協力のもと、５大学合同のグループディスカッション講座を実施してい

る。日野キャンパスにおいては 17大学が加盟する多摩地区大学就職研究会主催による就職

支援イベントにも積極的に参加を促し、大学３年生を対象の「インターンシップ参加のため

の履歴書・ES 書き方講座」「グループディスカッション対策講座」、４年生対象の「合同企

業説明会」（参加企業 120社）に多数の学生が参加している。また、加盟大学のキャンパス

で開催する大手航空会社の「就職フェア」にも積極的に参加し、業界・企業研究の機会を得

ている。 

また、大学４年生と短期大学部２年生を対象に、本学ほか６校の女子大学および青山学院
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大学、國學院大學と合同で、女子大合同企業説明会を年２回開催し、学生がより多くの企業

を知る機会を創出している。 

夏期・春期休暇の長期休暇には、大学１～３年生と短期大学部１年生を対象に、学内外の

学生とともに企業見学を行う東商リレーションプログラム（年２回開催）を実施している

（資料 7-34【ウェブ】）。このプログラムは、本学学生にとって低学年からの就業力育成の

好機ともなっている。 

（９）「Jミッション」の実施 

 2019（令和元）年度の新たな低学年向けキャリア支援として、「Jミッション」を企画・実

施した。これは、入学初期の学生を対象に、「良質な経験・学習の場」を大学が提供するこ

とで、学生の学びに対する意欲や自己肯定感の向上を図ることを目的としている。本事業で

は、「良質な経験・学習」を次のとおり定義している。 

①社会で活躍する「自分と異なる価値観」を有する人達との交流 

②失敗から積極的に学ぶ経験や社員等から指摘を受ける機会 

③学生自身が主体的に「PDCA」サイクルを繰り返しまわす機会 

なお、本事業は、渋谷区協力の下、S-SAP（Shibuya City-Social Action Partner）協定

を締結している渋谷区内の企業と連携して開催しており、企業から提示されたミッション

に対して、学生が自由な発想でアイディアや企画を提案する場としている。 

具体的な内容として、食品メーカーとの連携では、30名（大学１・２年生）が参加し、

ミッションである「子どもを取り巻く食に関する課題を踏まえ、これを解決するためのそ

の企業らしい斬新な子ども向け食育を考えよ」に対し、中間発表・最終発表を含む計６回

のプログラムで実施している。中間発表における企業講評での厳しい指摘を受けながら問

題点を確認し、解決のために自主的にグループで集まり、最終発表に向けてより精度の高

い企画書を作成するなどしている。また、企業見学として施設を訪問し、製品の歴史や制

作体験等を通じて、自身の企画の課題を再確認し、最終成果に繋げている。 

「J ミッション」では、効果測定としてルーブリックを用いて計測し、ミッション実施前

と実施後の点数を平均化して比較することにより、学生の成長度を測定している。 

 ①前に踏み出す力 実施前：31.0 実施後：34.5（3.5ポイントアップ） 

 ②考え抜く力   実施前：32.2 実施後：35.1（2.9ポイントアップ） 

 ③チームで働く力 実施前：70.1 実施後：72.6（2.5ポイントアップ） 

 合計：実施前：118.9 実施後：124.0（合計平均 5.1ポイントアップ） 

 また、アンケートによる学生の満足度も 82.7％と高いものであった。今回は試行的実施

であったが、得られた結果からも、学生の自己肯定感を高めるのに有効な取り組みだと判断

できる（資料 7-35【ウェブ】、7-36）。 

以上のことから本事業は、本学のディプロマ・ポリシーで掲げる態度・能力の養成と「J-

TAS」による学生一人ひとりの成長機会、成長実感、自信創出に繋げる有効な取り組みであ

る。 

 大学院学生に対する進路支援については、専攻および指導教員を中心に行っており、学生

総合支援センターのキャリア・生活支援課でも個別に学生の進路希望に応じた相談等を行

っている。 

＜４＞学生の正課外活動の充実、その他、学生の要望に対応した学生支援 
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 学生の正課外活動（部活動等）に関しては、渋谷キャンパスでの運動系サークルの活動が

制限されていたため、状況の改善が望まれていた。協議、調整を重ねた結果、隣接する中学

校・高等学校（系列校）の体育館を運動系サークルの活動場所として使用することを可能と

した。また、後援会学生助成金を活用し、渋谷・日野両キャンパスで活動するサークルに対

し、交通費の一部を助成した。これらの取り組みにより、両キャンパスにおける正課外活動

のいっそうの充実が期待される。 

そのほかに、本学独自の奨学金「実践女子大学・実践女子大学短期大学部給付型奨学金」

のうち、「課外活動・留学に対する奨励・支援金」として、「羽山昇・昭子奨学金」「実践チ

ャレンジ奨励金」制度を設けて、課外活動等における学生の主体的な活動を奨励している

（資料 7-23）。 

 

 

点検・評価項目③：学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

学生支援の適切性について、修学支援は「大学教育研究センター委員会」と、その下に置

かれた「教務部門会議」を主体として、大学院学生の支援については、「研究科専門委員会」

において検証を実施し、その結果を踏まえ、学生の学修が円滑に行なわれるよう、内容、環

境等を整備している（資料 2-7、1-5）。生活支援については、「学生支援委員会」「学生相談

室運営会議」によって、学生の課外活動、奨学金制度をはじめ、障害のある学生への支援の

あり方、学生の心身の健康に関する取り組み等の検証を行っている（資料 7-3、7-4）。進路

支援については、学生総合支援センターのキャリア・生活支援課がこれまでの就職実績、就

職支援講座のプログラム内容、学生の参加率などを考慮し、次年度の取り組みを企画してい

る（資料 7-12【ウェブ】）。 

進路支援についての点検・評価結果に基づく改善として、進路支援に関する委員会として、

「学生支援委員会規程」に新たに「キャリア支援に関すること」を規定し、「学生支援委員

会」において進路支援が推進できるよう体制を整え、学生総合支援センターのキャリア・生

活支援課と各学科とが連携して進路支援が行われるよう、内容、環境等を整備した（資料 7-

3）。 

「J-TAS」に係る適切性の検証については、「学生総合支援連絡会議」を設置し、「J-TAS」

の推進を中核に据えた学生支援全般に係る協議を行っている。また、「J-TAS 部課長連絡会

議」を置き、学生総合支援センターと教務課、必要に応じその他関係部署との合同による定

例会議を実施することにより、事務運営および業務運用の確認、業務精査等を行っている。 

これらの検証結果等は、「大学協議会」に報告・共有され、学生支援の適切性について全

学的な観点で検証することとしている（資料 7-10、7-13、7-19、7-20）。また、学修行動調

査、各種アンケート結果等も検証に活用している（資料 2-9、2-17）。「大学協議会」での検

証の結果、改善等が必要な場合は、学長が当該委員会等に改善を指示する仕組みになってい

る（資料 7-37）。 

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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点検・評価結果に基づく改善として、特に心身に障害等を抱える学生について、学生総合

支援センターをはじめ、保健室、学生相談室、教務課等と所属学科が連携することにより、

一人ひとりの状況にあわせた細やかな対応に努めている。その一環として、前年度までの体

制であった学生支援機能（学生生活支援委員会）と学生相談機能（学生相談センター運営委

員会）との連携が図られないといったこれまでの問題を解決するために、「学生支援委員会」

の構成員に学生相談室長を加えて情報共有を図ることにより、総括的に学生支援を検討す

る委員会組織に変更した（資料 7-3）。それにあわせて、学生支援に係る会議の手順を見直

し、「学生相談室運営会議」での協議結果が「学生支援委員会」にて報告・共有された後、

「大学協議会」での検証を経て、学長が最終決定する仕組みに改善している。 

 

 

（２）長所・特色 

本学では、学生一人ひとりに合わせた成長機会を提供し、その機会をつうじて学生が成長

を実感、自信を創出できるよう独自の学生支援制度「J-TAS」を推進している。 

 「J-TAS」を推進するうえでポイントとなる取り組みが、①学生が授業や課外活動等に主

体的に取り組むための「成長する機会（場）の提供」、②学生が自身の成長をより強く実感

するための「リフレクション」の推進、③学生個々の資質にあわせた個別サポートを行うた

めの「成果の把握及びサポート」の実施である（資料 1-14）。それらを確実に進めるため、

2019（令和元）年度は特に環境整備と試行に取り組んできた。具体的な取り組みとして、成

長する機会（場）を提供するため、上述の「J-STAFF」制度の導入、「J ミッション」の試行

的運用をはじめ、第９章：社会連携・社会貢献で後述する、地域・企業等との連携事業を整

備してきた。また、学生が自身の成長をより強く実感するため、活動の振り返りに適したリ

フレクションにより自身の成長を実感できるようにしている。とりわけ「Jミッション」で

は、効果測定としてルーブリック形式にて計測し、ミッション実施前と実施後の点数を平均

化して比較することにより、成長度を測定することを試みている（資料 7-36）。これらの活

動による成長記録は、ディプロマ・ポリシーの到達度等の学習成果とあわせて「J-TASシス

テム」にて学生・教職員が確認・共有できる仕組みとしている（資料 4-37）。 

これらの取り組みにより、教職員は、学生の活動記録・学習成果を踏まえたうえで、学生

個々の資質にあわせた支援・サポートを行うことを目指している。現在は、学生総合支援セ

ンターのキャリア・生活支援課を中心に行っている就職支援での自己分析、面接指導の際に、

学生一人ひとりの能力・資質に合わせた助言やサポートを、そうした記録や成果に基づいて

実施している（資料 7-14）。将来的には、生活支援等においても「J-TAS」を利用した効果的

なサポートを可能とすることを目指している。 

以上のように、本学では、建学の精神、理念・目的の実現のため、「J-TAS」という本学独

自の学生支援制度を企画・導入し、「J-TAS」の基本方針に基づいた包括的なサポートを推進

していることは、特色ある取り組みである。 

 

 

（３）問題点 

な し 
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（４）全体のまとめ 

本学では、建学の精神、教育理念に基づき、「修学支援方針」「生活支援方針」「進路支援

方針」および「障害学生支援方針」をそれぞれ定め、これらに基づき、学生支援を行ってい

る（資料 7-1【ウェブ】）。 

支援の実施にあたっては、学務部教務課、学生総合支援センターといった事務組織を中心

に、「大学教育研究センター委員会」「学生支援委員会」等の会議体にて情報を共有し、支援

の適切性を検証することで、教職協働で推進する体制としている。また、全学的な観点から

検証を行うため、「大学協議会」にて情報を共有・確認し、規程に基づき学長が最終的に決

定（支援）をしている（資料 2-2）。改善等が必要な場合にも、学長が当該委員会等に改善を

指示する仕組みを構築している。 

 本学では、独自の学生支援制度「J-TAS」を導入し、2019（令和元）年度は制度運用の環

境を整備し、いくつかの取り組みを試行してきた。特に学生対応のワンストップサービスの

実現化、学生総合支援センターの体制整備、学生が課外活動等に主体的に取り組める機会

（場）の提供、学生が自身の成長をより強く実感するためのリフレクションの実施、キャリ

ア・生活支援課を中心とした学生の成果、能力・資質に基づいた就職支援の実施など、本学

の建学の精神、理念の実現に向けた学生支援を着実に推進している（資料 7-12【ウェブ】、

7-14、2-13、4-36、4-37）。これらの適切性については、「学生総合支援連絡会議」をはじめ、

「大学協議会」において効果や改善点等を踏まえて検証しながら推進する体制も整えてい

る（資料 7-10、7-13、7-19、7-20、7-37、7-42）。 

今後は、「J-TAS」推進による学習成果に基づく学生一人ひとりの能力・資質に合わせた個

別サポートと、「実践女子大学・短期大学部型内部質保証システム」「実践女子大学・短期大

学部型学生の成長プロセス」で謳っている「きめ細かい修学指導」とを連携させた PDCAサ

イクルの推進により、一層の「教育の質保証」に注力していく。 
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第８章 教育研究等環境 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備する

ための方針を明示しているか。 

本学では、学園創立 120 周年を 2019（令和元）年に迎えるに当たり、校地の再編成を行

なうこととし、「創立 120 周年記念整備事業」を 2010（平成 22）年度から計画的に実施し

た。「創立 120周年記念整備事業」として、日野校地（日野市大坂上）での教育研究活動の

展開から、2 校地(渋谷キャンパス、日野キャンパス)での展開へと移行し、「創立 120 周年

記念整備事業１期整備計画」として、2014（平成 26）年４月に渋谷キャンパスを開校して

いる。「創立 120 周年記念整備事業２期整備計画」では、日野市大坂上校地における生活科

学部および生活科学研究科を中心とする教育研究を充実させるために、実験・実習施設の改

修整備と講義室の再配置を行い、2016（平成 28）年３月に完了している（資料 3-9）。 

 本学では、10 年後の大学・短期大学部の将来像を見据えた「教学グランドデザイン」を

策定することを目的として、2013（平成 25）年５月、常任理事会のもとに「大学・短期大学

教学グランドデザイン策定会議」を設置した。同会議は、約２年間にわたる議論を経て、2015

（平成 27）年３月に最終答申を提出している。この「教学グランドデザイン」最終答申に

ある「ビジョン」をもとに学園のより具体的なビジョンとして『ビジョン１：地域に貢献す

る「実践女子」を輩出する高等教育機関としての確固たる地位を確立する、ビジョン２：女

性の自立と社会的進出を推し進め、社会に羽ばたく「実践女子」を支援する教育・研究拠点

となる』を掲げ、教育研究等環境の整備を実施している。「教学グランドデザイン」最終答

申は、常任理事会、教授会等で報告され、教職員間で共有されている（資料 1-9）。 

 2019（令和元）年度は中期計画の策定に着手し、「施設設備の整備」の項目では、基本方

針として、魅力ある教育空間の実現、防災機能・インフラの強化など、５つを掲げている。

「ICT の整備」の点では、教育研究および業務を安定的・継続的に維持することを目的に、

基本方針として、情報環境の整備・充実、情報システムにおけるセキュリティ対策の強化な

ど、４つを掲げている。「研究の推進」では、科研費採択に向けた支援の充実、受託研究拡

大に向けた体制の強化を基本方針として定めている。これらの方針は 2020（令和 2）年度よ

り実施する予定としている（資料 1-16）。 

 

 

点検・評価項目②：教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、か

つ運動場等の教育研究活動に必要な施設及び設備を整備しているか。 

評価の視点１：大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた教育研究等環境に関

する方針の適切な明示 

評価の視点１：施設、設備等の整備及び管理 

・ネットワーク環境や情報通信技術（ＩＣＴ）等機器、備品等の整備 

・施設、設備等の維持及び管理、安全及び衛生の確保 

・バリアフリーへの対応や利用者の快適性に配慮したキャンパス環境整備 
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本学の校地および校舎は、東京都日野市にある「日野キャンパス」、東京都渋谷区にある

「渋谷キャンパス」の２キャンパスからなる。校地面積、校舎面積については、設置基準上

必要な要件を充足している（大学基礎データ表 1、基礎要件確認シート）。なお設置基準に

定める運動場については、日野キャンパスにグラウンドおよびテニスコートを有しており、

渋谷キャンパスからも約１時間の移動により利用が可能である。また、渋谷キャンパスでは

運動場、体育施設は不足しているが、隣接の実践女子学園中学校高等学校の運動場と体育館

を利用して 18時以降に体育の授業を行うなどの措置をとっている（資料 8-1）。 

ネットワーク環境や情報通信技術（ICT）等機器、備品等の整備については、2017（平成

29）年度に事務システムの安定稼働と効果的な利用に向けた改善に努めた。情報インフラの

整備に関する事項として、①教育研究活動を支える情報インフラとして、安定的にネットワ

ーク環境を維持するための基幹ネットワーク機器およびファイアウォールの入替、②安定

して運用できる教育支援環境を維持するための事務系仮想サーバー機器、学校法人会計管

理システム用のサーバー機器の入替、③教育研究環境等の充実のための教室用、研究室用、

事務用パソコン 155台の入替を実施している。 

2018（平成 30）年度は、①キャンパス間ネットワークの通信速度向上、②学園事務シス

テムの更新を実施している。また、学生サービス向上のため、渋谷キャンパスに学生貸出用

ノートパソコンを追加導入し、教育環境の充実のために日野キャンパスに授業用貸出ノー

トパソコンを新規に導入している。加えて教育研究環境の充実のために日野キャンパスに

おける学内無線 LANの利用エリアを拡張している。これらは、整備事業の年次計画に基づい

て実施され、教育機関として ICTを有効活用する環境を整えている（資料 8-2、8-14）。2018

（平成 30）年度からは、副学長を委員長とする「実践女子学園情報委員会」を置き、教育研

究活動の情報化の基盤整備などを計画的に進めている（資料 8-3）。 

施設、設備等の維持および管理、衛生面も含めた安全性の確保については、定期点検の結

果を勘案し、更新計画を策定し実施している。所管部署として、学務部庶務課と学園財務部

施設・管財課が連携を図りながら担当している。施設、設備の整備、維持・管理、清掃等は

学務部庶務課の責任のもと、専門業者に委託している。校舎の建設、設備の大規模修繕や改

修等はキャンパス計画室および財務部施設・管財課を所管部署としている。また、教室設備

のうち学部共通の機器・装置は学務部教務課が、学科所管の実験室・実習室・研究室等の機

器・装置は学務部庶務課のもと、各学部（学科）がそれぞれ管理している。また、学生の学

内での安全性を確保するために、２キャンパス共に正門には警備員常駐の警備室を設置し

ている。加えて、渋谷キャンパスでは、IC カード対応のセキュリティゲートを設置するな

ど、女子大学として学生の安全に配慮している。さらにバリアフリー対応や利用者の快適性

に配慮したキャンパス環境整備として、エレベーター、車椅子対応スロープ、車椅子対応多

目的トイレ等を整備している（資料 7-2）。  

学生の自主的な学習を促進するための環境整備に関しては、日野キャンパス、渋谷キャン

パスともに図書館内に個別（個室）の自習ブースを設置しているほか、特に渋谷キャンパス

では、４名程度で利用できる仕切られた BOX席（４ブース）、20名程度で利用できるグルー

プ学習室（両キャンパス）を設置し、学生が自由にディスカッション等の学習活動を行うこ

・学生の自主的な学習を促進するための環境整備 

評価の視点２：教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取り組み 
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とができるようにしている。これらは、図書館の資料を自由に持ち込むことができ、無線 LAN

も完備しているため、自主学習を促進するための環境に配慮している（資料 8-4【ウェブ】）。  

教職員および学生の情報倫理への理解を促進する取り組みとして、2017（平成 29）年度

に「実践女子学園情報セキュリティポリシー」を制定した（資料 8-5）。教育研究活動およ

び事務運営の基盤である情報システムを活用するうえで、情報セキュリティに関する高い

意識を持つことは極めて重要である。そのため、「安全性の確保」「法令順守」など９項目

をポリシーとして掲げ、適切に情報システムを構築・利用するための体制を整備した。学生

に対しては、主に新入生を対象としたオリエンテーションの際に、情報倫理やセキュリティ

を中心に注意喚起を行っている（資料 4-15、4-16、7-2）。  

 

 

点検・評価項目③：図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。また、 

それらは適切に機能しているか。 

本学では、渋谷キャンパス、日野キャンパスともに図書館を設置しており、図書館の蔵書

数は 526,665冊、学術雑誌は 8,821種となっている（大学基礎データ表 1）。2018（平成 30）

年度の図書受入数は 14,741冊、雑誌受入数は 1,430種である（日本図書館協会大学・短期

大学・高専図書館調査票）。購入資料などについては、「収書理念・方針」「選書基準」に基

づき、本学設置学科・課程に必要な資料を中心に選書を行なっている（資料 8-8【ウェブ】）。 

特に 2018（平成 30）年度は経常予算購入分に加え、過去 10年を遡って、予算の関係から

購入を見送っていた大学図書館として所蔵すべき電子書籍、専門書、学術書 2,892 点を、教

員の意見等を参考に補正予算によって追加購入している。2019（令和元）年度についても、

研究図書特別予算により、専門書や学術書の追加購入を行うなど、高等教育機関の図書館と

して相応しい蔵書を整備している。 

雑誌については、これまで教員の希望により、トップジャーナルについては冊子体での購

入を維持していた。2018（平成 30）年度から冊子体の保管ではなく、必要なジャーナルの

活用を優先することとし、国立・公立・私立大学で構成される大学図書館コンソーシアム連

合「JUSTICE」の主要学術出版社との交渉よって中小大学でも利用が可能になった電子資料

提供サービスを利用している。それにより、冊子体購入に比べて費用を抑えながら契約誌を

増やすことができた。その結果、既に包括契約に切り替えている Springer全誌だけでなく、

Elsevierの ScienceDirect 全誌（回数券方式）、WileyBlackwell全誌（包括契約）、Nature

全誌（回数券方式）を閲覧できるようになった。また、アグリゲータの全文型の電子ジャー

ナル提供サービスについても、既に契約している EBSCO Academic Search Completeに加え

て、Gale Academic OneFileと ProQuest Centralも導入し、先の電子ジャーナル提供サー

評価の視点１：図書資料の整備と図書利用環境の整備 

・図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料の整備 

・国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他図書館とのネットワークの整備 

・学術情報へのアクセスに関する対応 

・学生の学習に配慮した図書館利用環境（座席数、開館時間等）の整備 

評価の視点２：図書館、学術情報サービスを提供するための専門的な知識を有する者の配置 



- 77 - 
 

ビスと合わせて数万単位のジャーナルを追加閲覧できる環境を整えた。その他、新聞記事デ

ータベース、雑誌記事データベース、事典・書誌データベース等、各種のデータベースを利

用できる環境を、教職員・学生に提供している。これらのサービスは図書館ホームページや

統合検索システム Jissen One Search 等を通じて利用可能になっている（資料 8-9【ウェ

ブ】）。 

国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他図書館とのネットワークの整備に関し

ては、国立情報学研究所（NII）の NACSIS-CAT/ILL等に参加するとともに、日野市立図書館

との相互協力に関する協定の締結、明星大学図書館との連携協力、渋谷近隣大学・短期大学

図書館相互利用協力連携（LAPS)、清泉女子大学図書館との連携協力等により推進している。

また、私立大学図書館協会等の加盟館として、他大学・機関と様々な図書館間相互協力を推

進している（資料 8-10【ウェブ】）。  

学術情報ネットワークとして、資料の所蔵情報を NACSIS－CAT（NII[国立情報学研究所]）

に登録し、全国の大学図書館等との相互協力として NACSIS-ILLによる図書の相互貸借、文

献複写の依頼・提供を行なっている。その他、インターネットによる図書館ホームページか

らの蔵書検索（Web OPAC）、外部データベース検索、学園創立者「下田歌子データベース」、

卒業生「向田邦子文庫データベース」を公開し、提供している（資料 8-11【ウェブ】、8-12

【ウェブ】）。 

図書館利用環境では、学生の閲覧座席数として、日野キャンパスは 343席、渋谷キャンパ

スは 283 席である（大学基礎データ表 1）。図書館の開館時間に関しては、日野・渋谷キャ

ンパスとも、通常、平日 8:30～19:30/土曜 8:30～17:00としている。両キャンパスともに、

卒業論文提出時期並びに定期試験期間等は開館時間を延長する措置を行い、閉館時間を 21：

00 とするなど、利用しやすいよう配慮している。また、学生、教職員向けに自宅から文献

調査や文献複写等の申込み、自己の貸出・予約状況の確認、予約図書・購入希望図書の web

申込などができる図書館システムを稼働している（資料 8-13【ウェブ】）。学生に対しては、

初年次教育「実践入門セミナー」の授業において、全学部１年生に図書館の利用方法の講義

および図書館ツアーを実施し、利用促進を図っている（資料 4-12～4-14）。また、教員から

の要望により、２年生から４年生のゼミ単位等での図書館ガイダンスを実施し、図書館を活

用した論文資料の探索方法や、各学部・学科の専門性に則した参考図書および文献目録、デ

ータベースの利用指導等を行っている。利用者（卒業生含む）への広報活動として、図書館

報『Library Mate』を年２回刊行・送付し、ホームページでも公開するとともに、学内メー

ル配信システム（J-TAS）を利用した活動も展開している（資料 8-13【ウェブ】）。 

図書館、学術情報サービスの提供を促進するための措置として、司書資格等の専門能力を

有する職員を、専任職員を中心に両キャンパスに配置するよう配慮している。 

                                             

 

点検・評価項目④：教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促

進を図っているか。 

評価の視点１：研究活動を促進させるための条件の整備 

・大学としての研究に対する基本的な考えの明示 
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 本学では、研究活動を推進させるための条件整備に関して、2017（平成 29）年度に大学・

短期大学部における学術研究活動の活性化を図るため、「実践女子大学研究推進機構」を新

たに設置し、大学附置の３研究所（「文芸資料研究所」「香雪記念資料館」および「下田歌子

記念女性総合研究所」）の統括・支援、「プロジェクト研究所」や各種研究助成制度をはじめ

とする研究活動全般を統括・管理している（資料 3-4、3-15）。この「実践女子大学研究推進

機構」の設置によって、副学長を研究推進機構長とする研究マネジメント体制を構築し、「研

究推進機構会議」および研究推進室が中心となり、全学的な研究推進施策を立案、実施する

環境を整えている。  

 大学としての研究に対する基本的な方針として、2017（平成 29）年度に「研究ポリシー」

「社会連携ポリシー」「知的財産ポリシー」および「利益相反マネジメントポリシー」を策

定した（資料 8-15～8-18）。例えば「研究ポリシー」においては、建学の精神である「女性

が社会を変える、世界を変える」のもと、社会の発展と世界の平和に貢献するため、教育・

研究活動を通じて人材育成、学術・文化の継承と創造および社会貢献を図っていくことを謳

っている。これらの研究活動等に係る４つのポリシーは、大学ホームページに公開し、社会

に公表している（資料 8-19）。  

 研究費の支給に関しては、本学に所属する教員が学術研究活動を行うための基盤的経費

として個人研究費（年額 35 万円）を支給しているほか、学会出張については、「学会出張旅

費内規」に従い、所属する学会等に参加するための旅費を年度に１回、個人研究費とは別枠

で支給している（資料 8-20）。これに加えて、多様な基礎研究、応用研究を推進していくた

めに、学内公募による研究助成制度として「学内研究助成」「プロジェクト研究所」等を設

けている。さらに「特別奨励金」「公開促進費」を設け、科学研究費補助金への申請の促進、

外部助成金の成果発信に努めることとした（資料 8-21）。 

 なお、学内研究費・研究助成については、『実践女子大学・実践女子大学短期大学部学内

研究費・研究助成制度ガイドブック』を制作し、制度の一覧化、申請スケジュールをはじめ、

目的、概要、手続き方法等を明示することにより、制度の浸透や活用を促す工夫をしている

（資料 8-21）。 

研究成果の発信については、例えば、先述の「学内研究助成」「プロジェクト研究所」等、

各研究助成制度の成果報告書や、学外機関との連携による研究活動の報告・紹介資料等を

Web ページで公開している（資料 8-22【ウェブ】）。また、10月および 11月に開催する常磐

祭（学園祭）において、「プロジェクト研究所」の成果発表を行い、学生および一般の方に

対しても研究成果を発信するなどの工夫をしている。さらに、2017（平成 29）年度から研

究成果公開促進に係る制度を設け、学術講演会の開催や外国語論文の投稿に対する助成を

行うことにより、研究成果の発信を促している（資料 8-21）。 

 本学では、学長方針の１つとして「研究推進」を掲げ、「実践女子大学研究推進機構」に

よる支援体制の充実、特に科研費などの申請者への支援によって、外部資金獲得を促してい

・研究費の適切な支給 

・外部資金獲得のための支援 

・研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の保障等 

・ティーチング・アシスタント（ＴＡ）、リサーチ・アシスタント（ＲＡ）等の教育研究 

活動を支援する体制 
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る（資料 1-13）。この学長方針に基づき、研究推進室が中心となって、外部資金に関する情

報配信、学外講師によるセミナーや公募説明会の開催、研究推進室職員による外部資金申請

書・計画調書のチェックなど、様々な支援を実施している。また、2017（平成 29）年度より

科研費の不採択者を対象として、次年度の科研費申請を促進する学内研究助成制度（特定研

究奨励金）を設けている（資料 8-21）。これらの支援により、2019（令和元）年度の科研費

は申請数・採択数ともに前年度と比較して増加した（2016年度：申請 30件・採択 7件、2017

年度：申請 37件・採択 9件、2018年度：申請 40件・採択 13件、2019年度：申請 42件・

採択 17件）。 

 また、本学では、平成30年度私立大学研究ブランディング事業として、「源氏物語研究

の学際的・国際的拠点形成」が採択された。これは、源氏物語研究の伝統を有する本学が

国際的な拠点を形成し、文理融合による独自の学際的手法による研究を実施するものであ

り、本事業により源氏物語研究の新たな展開と、日本文化の理解促進という成果が得られ

るものである。本学では、グローバル化する世界への日本文化の更なる発信が課題とされ

る中、本事業の成果を活用することによって、源氏物語を源流とする日本文化への深い理

解とその発信力を備えた人材を輩出する教育研究機関としての地位確立を目指している

（資料8-23【ウェブ】）。2018（平成30）年度にて研究活動とブランディング戦略の全事

業期間における実施計画を全学的に共有し、４年間の事業を着実に実施・達成するた

めの体制基盤を構築した上で、2019（令和元）年度より実施計画を着実に履行してい

る。なお、本事業は外部評価・助言委員会による実施計画に関する助言・評価を受け

ることにより、客観性・妥当性を確保している（資料1-17）。 

 研究室の整備に関しては、すべての教員に対して所属キャンパスに個人研究室を設け、パ

ソコンなどの備品を設置することにより、研究に専念できる環境を整備している（資料 7-

2）。  

本学では、「実践女子大学・同大学院および実践女子大学短期大学部専任教員の担当授業

回数並びに附加給・減額等に関する内規」第２条において「専任教員の１週間における責任

コマ数は合計５コマとし、１週間における出席日数は原則として４日とする」ことを定め、

研究活動日を週 1 日以上確保できるようにしている（資料 6-9）。また、研究専念期間の保

証し、専任教職員の学術研究・教育研究能力や知識の向上を図るため、「実践女子学園教職

員研修規程」に基づき、専任教職員が国内外の学外機関で研修に従事する制度を導入してい

る（資料 6-7）。 

今後は、男女共同参画社会基本法に則った教育研究活動をさらに推進していくために、

「男女共同参画推進室」を中心とし、ライフイベントおよびワーク・ライフ・バランスに配

慮した教育研究環境の整備を進める予定である（資料 8-45）。 

 大学院学生に対しては、教員の指導のもと、実験・実習・演習等の教育補助、学部学生へ

の助言を行うなど、教育訓練の機会を提供するために、「実践女子大学ティーチング・アシ

スタントに関する規程」に基づく制度を導入し運用している（資料 8-24、8-25）。また、2020

（令和２）年度のリサーチ・アシスタント制度の導入を目指し、協議を開始している。 

 

 

点検・評価項目⑤：研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。 
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 本学では、研究倫理を遵守するために、「学校法人実践女子学園倫理綱領」（4研究に対す

る倫理）および「学校法人実践女子学園研究倫理規程」（第 3条 研究者の基本的責務）を定

めている（資料 8-26～8-28、8-29【ウェブ】）。また、「実践女子大学・実践女子大学短期大

学部 研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する規程」を定め、研究活動上の不正行為

防止に向けた体制を整えている（資料 8-29【ウェブ】、8-30）。 

研究倫理に関しては、学長を最高管理責任者、副学長を統括管理責任者とすることで責任

主体を明確にするとともに、学内での審査機関として「研究倫理委員会」を設置し、研究倫

理に関する事項の適正な運用を図っている（資料 8-28）。また、不正行為の疑いがあった場

合には、「研究倫理委員会のもとに設置される「予備調査委員会」、「調査委員会」において

調査を実施する体制を整えている（資料 8-30）。  

 研究費の適正な管理・使用については、「学校法人実践女子学園研究倫理規程」（第 12条 

研究費の適切な管理）に定めている。また、「実践女子大学・実践女子大学短期大学部にお

ける公的研究資金の管理及び監査に関する規程」において、最高管理責任者、統括管理責任

者など、責任主体を明確にするとともに、不正防止計画推進部署として研究推進室を設置し

ている（資料 8-31）。具体的な不正防止の取り組みは、「実践女子大学・実践女子大学短期

大学部における公的研究費の不正防止計画」に則り実施している。さらに、研究推進室の協

力のもと、モニタリング、リスクアプローチ監査を「内部監査室」で実施している（資料 8-

32）。 

 コンプライアンス教育および研究倫理教育の定期的な実施については、全教員を対象に、

３年ごとに教材として文科省「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラインに

ついて（研究者向け）」、日本学術振興会「科学の健全な発展のために -誠実な科学者の心得

-」および本学独自の研究倫理教材を配布し、理解度チェックシートおよび誓約書の提出を

義務づけている（資料 8-33）。また、新採用教員に対する説明会、FD研修会（研究推進関係）

をはじめ、科研費執行に関する説明会において、コンプライアンスや研究倫理に関する説明

を行っている（資料 8-34、8-35）。また、研究費の執行にあたり、基本ルールや一連の手続

きを解説した『実践女子大学・実践女子大学短期大学部研究費マニュアル』を策定し、すべ

ての教員（研究対象者）を対象に学内向けホームページで公開している。 

大学院学生については、全員に対して研究倫理教育の受講を義務付けている。教材は独立

行政法人日本学術振興会の「研究倫理 eラーニングコース（eL CoRE）」を用い、研究推進室

が受講管理を行っている。 

 

 

点検・評価項目⑥：教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１：研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み 

・規程の整備 

・コンプライアンス教育及び研究倫理教育の定期的な実施 

・研究倫理に関する学内審査機関の整備 
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 教育研究等環境の適切性については、各事業を所管する事務部門および委員会等におい

て適宜検証を行っている。具体的には、施設、設備等の整備および管理については、キャン

パス計画室、財務部施設・管財課および学務部庶務課を主管としている。また、学園の情報

化に関する計画および予算計画、教育・研究の情報化のための基盤整備に関する事項、学園

の事務情報化に関する事項および情報セキュリティに関する事項を審議する機関として、

2017（平成 29）年度に「情報委員会」を設置し、情報化を推進する体制を構築している。こ

れらの施設、設備計画の策定、学園の情報化推進の施策については、「常任理事会」にて審

議・決定している。 

 施設、設備等の維持・管理および安全性の確保については、財務部施設・管財課、学務部

庶務課が主管している。各種法令等で必要とされる定期点検を実施しているほか、環境負荷

削減に関する「実践女子学園エネルギーの使用の合理化等に関する規程」を策定している

（資料 8-36）。そして、「エネルギー管理会議」において、エネルギー使用の合理化、温室効

果ガス排出削減およびフロン類の使用の合理化・適正化に関する目標の達成状況について、

点検・評価を行っている（資料 8-37）。 

 図書館に関しては、図書館長を委員長とする「図書館委員会」を設置し、図書館の運営に

関する事項等を検証している（資料 8-38）。 

 研究活動については、副学長を委員長とする「研究推進機構会議」が設置されており、研

究活動の連携、推進、支援に関する適切性の検証を行っている（資料 3-15）。  

 これらの検証結果ついては、各委員会の責任のもとに事務部門を通じて改善を図ること

としていたが、2019年度からは、「大学協議会」に報告され、全学的な観点から検証を行っ

ている（資料 8-39～8-42、7-42）。また、改善策の実施については、学長の承認を経た後に

「常任理事会」で最終決定する仕組みとしている。 

 従来、研究活動の推進等に係る業務は学務部庶務課が行っていた。しかしながら、研究支

援をさらに充実させるとともに、研究倫理や研究活動における社会的責任への教職員の理

解をいっそう深めるためには、研究支援体制の見直しが必要であり、検討の結果、上述の「実

践女子大学研究推進機構」が設置されるに至った。同機構を設置後は、そのもとに研究推進

室を置き、支援の充実、研究倫理の遵守に係る仕組・規程等の整備を図っている。 

 

 

（２）長所・特色 

 本学では、学長方針の 1つとして「研究推進」を掲げ、「実践女子大学研究推進機構」に

よる全学的な統括・推進体制構築している。この体制のもと、研究関連事務を所掌する研究

推進室を中心に、科研費などの外部研究資金獲得に向けた支援を実施するとともに、学内の

研究助成制度の効果的運用により研究の活性化を図っている（大学基礎データ表 8）。 

 特に学内の研究助成制度については、「プロジェクト研究所」「学内助成」「教育研究図書

出版助成」「研究成果公開促進費」「特別研究奨励金」および「高額研究設備整備費」を整備

し、充実させている（資料 8-21）。例えば「プロジェクト研究所」では、(1)新しい学問領域

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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の開拓、(2)異分野融合、(3)イノベーションの創出、(4)地域あるいは産官学との連携をテ

ーマとする、本学内外の複数教員で構成されるチームの創造的、独創的研究活動に対して助

成を行っている。2020（令和２）年度は、新規・継続等併せて 10研究所の設置を予定して

いる。具体例を挙げれば、「実践女子大学国際教育研究所」では、「国際教育ボランティアに

おける深い学びを推進する教育モデルの開発」を、学部（学科）・課程の枠を越え、併設の

中学校・高等学校教員、協定校留学先の教員等も含めたメンバー構成によって目指している

（資料 8-43）。 

 こうした研究支援体制・研究制度の充実の結果、企業との共同研究、科研費の採択件数も

増加しており、平成 30年度私立大学研究ブランディング事業に「源氏物語研究の学際的・

国際的拠点形成」が採択されるなど、着実な成果を得ている（大学基礎データ表 8、資料 8-

23【ウェブ】）。 

 

 

（３）問題点 

教育研究等の環境整備に関する学生、教職員をはじめとした施設利用者の評価（意見）へ

の対応は、「学生支援委員会」や「大学協議会」の場で確認・共有するだけに留まっている。

次年度以降の施設、設備の整備計画等の中に改善・向上に向けた具体策を組み込むための仕

組みを構築する必要がある。 

 

 

（４）全体のまとめ 

 本学では、「創立 120 周年記念整備事業」として、教育研究活動の 2 校地(渋谷キャンパ

ス、日野キャンパス)での展開のために、2014（平成 26）年４月に渋谷キャンパスを開校し、

2016（平成 28）年度に日野キャンパスにおける実験・実習施設の改修整備と講義室の再配

置を行った（資料 3-9）。 

渋谷キャンパスでは、ICT等の機器、備品の整備、都心女子大学における学生の安全・衛

生の確保、学生の自主的な学習を促進するための環境整備に特に注力している。日野キャン

パスにおいても、生活科学系の学部に相応しい実験・実習施設の設置・改修等による教育環

境の改善、エレベーター、車椅子対応スロープ、車椅子対応多目的トイレ等の設置による利

用者の利便性、快適性に配慮したキャンパス整備を実施している（資料 8-44、7-2）。  

図書資料等の整備については、教員、学生の希望なども取り入れながら、本学の教育研究

に資する選書を行なっている。また、学外からでも学術情報にアクセスできる環境を整備し

ている（資料 8-13）。 

研究活動を促進させるため、研究費の支給、研究室などの施設設備、研究時間の確保等を

適切に行っている。また、「実践女子大学研究推進機構」の設置による研究支援体制・研究

助成制度の充実、外部資金の採択件数の増加など、着実に研究活動を活性化させている。  

研究倫理の遵守に関しては、「学校法人実践女子学園倫理綱領」、「学校法人実践女子学園

研究倫理規程」等を整備している（資料 8-26～8-28）。また、「実践女子大学・実践女子大学

短期大学部 研究活動上の不正行為の防止および対応に関する規程」を定め、研究活動上の

不正行為防止に向けた体制の整備、取り組みを進めている（資料 8-21）。 
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研究倫理に関しては、学長を最高管理責任者、副学長を統括管理責任者とすることで責任

主体を明確にするとともに、学内での審査機関として「研究倫理委員会」を設置するなど体

制を整えている（資料 8-28）。また、コンプライアンス教育および研究倫理教育については、

FD研修会や科研費執行に関する説明会等を行っている（資料 8-34、8-35）。  

また、研究費の執行にあたり、基本ルールや一連の手続きを解説した『実践女子大学・実

践女子大学短期大学部研究費マニュアル』を策定し、学内ホームページで公開するなど、す

べての教員への周知徹底を図っている。 

今後は、2019（令和元）年度に策定している中期計画の基本方針等に則り、「大学協議会」

における全学的な観点からの点検・評価を実施し、更なる改善・改革に努めることとする。 
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第９章 社会連携・社会貢献 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会貢献

に関する方針を明示しているか。 

 本学では、教育研究活動の成果を社会に還元することは高等教育機関としての重要な使

命であるとの認識のもと、社会の一員としてよりよい社会の構築に向けて、国内外の地域、

産業界、高等教育機関、研究機関および地方公共団体等と連携して教育研究活動を推進する

ことを目的に「社会連携ポリシー」を定めている（資料 9-1【ウェブ】）。 

 本学の「社会連携ポリシー」では、例えば、教育研究水準の向上および社会連携活動の推

進として「本学は、共同研究、受託研究および寄付研究等を通じて、本学の教育・研究水準

の向上に努めるとともに、持続的で特色ある社会連携活動を推進します。」と謳い、社会貢

献として「社会連携活動によって教育・研究成果を社会に還元、発信し、社会の発展に寄与

します。」と定めるなど、６項目を明示している。なお、この「社会連携ポリシー」は、ホ

ームページを通じて広く公表している（資料 9-1【ウェブ】）。  
 2019（令和元）年度は中期計画の策定に着手し、社会連携の推進に関しては、教職協働に

よる社会連携推進体制を整備し推進することとしている（資料 1-16）。 

また、先述の「J-TAS」の説明で触れた学生プロジェクト、ボランティア活動等の課外活

動は、学生が主体的に取り組むことによる自己の成長機会であるとともに、社会連携・社会

貢献に関する取り組みの一端も担っている。これらをとおして、学生は社会や企業等の有す

る課題に触れ、解決に導くプロセスを実際に体験することにより、汎用的能力の獲得と自身

のキャリアプランニングに繋げることを目指している（資料 1-14、1-15【ウェブ】）。 

  

 

点検・評価項目②：社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関す

る取り組みを実施しているか。また、教育研究成果を適切に社会に還元

しているか。 

 本学では、上述の「社会連携ポリシー」に則り、社会連携・社会貢献に関する取り組みを

推進している。学外組織との適切な連携体制を確保するため、本学では、連携に関する協定

等を締結し、産業界（民間企業等）や官公庁（自治体等）、他大学等と連携し事業を推進し

ている（資料 9-2【ウェブ】）。 

 具体的には、学外組織と連携した研究活動の推進を目的として、共同研究、受託研究およ

び寄付研究を行っている。2017（平成 29）年度は、研究推進室を中心に複数企業との協議

の実施、研究活動の促進のため、共同研究・受託研究に関する契約フォーマットの作成など、

評価の視点１：大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた社会貢献・社会連携

に関する方針の適切な明示 

評価の視点１：学外組織との適切な連携体制 

評価の視点２：社会連携・社会貢献に関する活動による教育研究活動の推進 

評価の視点３：地域交流、国際交流事業への参加 



- 86 - 
 

学外組織との連携を推進するための環境の整備に努めた。また、研究活動の実績についても、

大短あわせて、受託研究５件（前年度２件）、共同研究６件（同１件）、寄付研究（学外助成

含む）６件（同４件）と、前年度と比べ増加している。2018（平成 30）年度は、受託研究７

件、共同研究８件、寄付研究（学外助成含む）10件であり、学外組織と連携した研究活動を

いっそう活性化させている（資料 9-3）。 

 行政（自治体等）との社会連携等に関する活動として、本学では日野市（東京都）、渋谷

区、恵那市（岐阜県）、久慈市（岩手県）および京都市と包括連携協定等を締結している（資

料 9-2【ウェブ】）。具体的な取り組みとして、日野市については、「和モダンテイストのま

ちづくり」と題して、日野駅周辺の活性化に関するプランを市に提案し推進している。実際

に、学生が主体となる取り組みとして、「デザインのれん」を作成し、日野駅周辺への設置

を行った。その後もデザインの変更等を経て、「デザインのれん」は日野市の各店舗等に設

置されている（資料 9-4【ウェブ】）。日野市とは、2014（平成 26）年に包括連携協定を締結

し、それに基づき「日野宿通り周辺『賑わいのあるまちづくり』プロジェクト」として、日

野駅東口広場プロジェクトや「多世代交流かるた」のデザイン等、複数の連携した取り組み

を行っている（資料 9-5【ウェブ】）。また、2017（平成 29）年に本学が日野市と合同で実施

した「イクボス行動宣言」に関して、共同シンポジウム「ワーク・ライフ・バランスを考え

る」の開催、講演会「男女共同参画社会の実現をめざして」の開催など、男女共同参画の推

進などを協働している（資料 9-6、9-7【ウェブ】、資料 9-8【ウェブ】、資料 9-9）。 

渋谷区とは、2018（平成 30）年に S-SAP（Shibuya City-Social Action Partner）協定を

締結している（資料 9-10【ウェブ】）。2019（令和元）年度の学生主体の取り組みとして、渋

谷区保健所の依頼により、学生と同年代である 20代女性の子宮がん検診受診率の向上と啓

蒙を目的としたリーフレットを共同で企画・制作している（資料 9-11）。 

岐阜県恵那市は、本学の学祖である下田歌子の生誕の地である。恵那市との連携では、下

田歌子賞に関する活動の推進、恵那市各地で行なわれる文化講演に講師として本学教職員

を派遣している（資料 9-12【ウェブ】、9-13【ウェブ】）。 

 岩手県久慈市との連携では、北三陸「あまちゃん」観光推進協議会から、2018（平成 30）

年度に研究委託を受け、「岩手県久慈市の食材を使用した特産品(食品)の開発」について研

究を開始した。学生は「まめぶ」メニューの試食、アンケート実施等の市場調査、久慈市の

郷土文化を学ぶための現地調査を行い、『連携事業報告書』として取りまとめ、久慈市に提

出している。これらの過程を経て、「まめぶ」をモチーフとした「まめぶるこパン」のレシ

ピを久慈市に提案し、地元業者の協力のもと、商品化に繋げている。「第 5回全国ふるさと

甲子園」では、学生・教員・久慈市の共同出店により「まめぶるこパン」を販売した（資料

9-14【ウェブ】、9-15）。 

京都市とは、「京まなび」での協力や、公開講座等の共同開催を行っている（資料 9-16【ウ

ェブ】）。 

産業界（民間企業等）との社会連携等に関する活動として、本学では、複数の企業・団体

と連携活動を推進している。とりわけ公益財団法人日本相撲協会との連携では、2017（平成

29）年に包括連携協定を締結し、日本の伝統文化の継承と発展に寄与するため、共同事業、

プロジェクト等の実施・推進、協会事業活動に係る課題解決への学生の参画などを推進して

いる。具体的には、学生による日本相撲協会公式グッズのデザイン提案と両国国技館での販
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売ボランティア活動を実施している。グッズのデザイン提案は、コンパクトミラーや扇子、

めがねクリーナー等、女子学生の感性を反映した公式グッズの商品化に至っている。また、

外国籍の来場者に対応するため、本学学生による外国語ボランティアの実施等も行ってい

る（資料 9-17、9-18）。 

 日野自動車株式会社との連携としては、2019（令和元）年度はラグビートップリーグに属

する「日野レッドドルフィンズ」との連携活動に学生が積極的に参画している。その活動内

容は、チームマスコットの企画・制作、チーム紹介のためのリーフレット制作、常磐祭（学

園祭）での合同ブースの出店、グッズ販売ブースでのサポート等を行っている。同チームは、

地域に根差した、愛されるチームを目指しており、本学は、女性（女子学生）の視点（感性）

を取り入れた、女性層（ファン）獲得のための企画・提案等を行っている。また、「日野レ

ッドドルフィンズ」との連携では、同チーム・日野市公民館との共同企画として講座を開催

し、これまでの取り組みから得た学生の学習成果を広く一般を対象に発表する予定として

いる。これらの社会連携活動については、取り組みの成果をまとめ、主に常磐祭（学園祭）

を中心に展示・発表することで、学生・教職員をはじめ、地域にも本学の社会連携活動の成

果を発信している（資料 9-19【ウェブ】、9-20、9-21）。 

 加えて、2018（平成 30）年度より、「ゼミナール等による学術的な活動活性化費」制度を

全学で推進している。この制度を活用し、複数のゼミが社会連携活動等に参画している。本

制度では、予算補助による活動の活性化と学習成果の発表を前提とすることにより、成果を

まとめ発表する過程を通じて、学生が自身の成長をより実感できることをねらいとしてい

る（資料 9-22【ウェブ】）。 

 社会貢献活動の推進として、本学は、東日本大震災の被災地の一つである岩手県宮古市で

の支援活動「宮古ボランティアプロジェクト」を 2011（平成 23）年度から継続的に実施し

ている。本学学生のボランティア活動として、被災地域の子どもたち、災害公営住宅での地

域住民との交流、宮古市市役所に表敬訪問等を行っている（資料 9-23【ウェブ】）。 

 本学の教育資源を有効に活用し、広く社会人の生涯学習に寄与するために、「実践女子大

学生涯学習センター」が、教養講座等を日野キャンパス・渋谷キャンパスの両キャンパスで

開講している。また、本学教員あるいは他大学の教員を講師として、「実践女子大学・実践

女子大学短期大学部公開講座」を開講している。これは、1986（昭和 61）年から続く伝統あ

る講座であり、2018（平成 30）年度は８講座を開講した。過去には、学園の周年記念、学祖

生誕 150年記念や源氏物語千年紀などの節目に、大々的な講座を開講、実施し、地域の生涯

学習に寄与している（資料 9-24【ウェブ】）。  

 その他として、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会関連事業への参画とし

て、2015（平成 27 年）年から、女子大生の視点から東京 2020 オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会について考える「女子大生フォーラム」の開催、渋谷区が主催する「MERRY SMILE 

PROJECT」への運営スタッフとしての学生の参画、礼法研究部や Addict（ダンスサークル）

などのステージ発表などを継続的に実施している。なお、これらの取り組みについては、「渋

谷のラジオ」を使って学生自身が情報発信している（資料 9-25【ウェブ】）。 

大学間連携の実施については、2017（平成 29）年 12月に、渋谷区にキャンパスを設置し

ている青山学院大学、國學院大學、聖心女子大学および実践女子大学・短期大学部の４大学

で連携・協力に関する基本協定を締結した。それに基づき、各大学の発展と多様な価値観に
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基づく新たな価値の創造に寄与することを目的に、合同職員研修、図書館相互利用、共同シ

ンポジウムを開催している。また、渋谷 4 大学単位互換協定締結（2019 年 3 月）により、

2019年 4月から単位互換制度の運用を開始している（資料 9-26【ウェブ】）。 

 国際交流事業に関しては、「実践女子大学・実践女子大学短期大学部グローバルポリシー」

を策定している。このポリシーでは、国際化に対応した人材の育成など３項目を定め、特に

国際的視点に立った社会貢献の推進を目指して、「学生による国際交流活動、国際ボランテ

ィア活動を活性化するとともに、グローバルな視点から、教育・研究機関、地方自治体、民

間企業などと連携した社会貢献を目指します。」と謳っている（資料 9-27【ウェブ】）。この

ポリシーに基づき、様々な国際交流事業を推進している。例えば、国際交流・ボランティア

活動として、「Waddell Language Academy」（アメリカ・ノースカロライナ州）において、幼

稚園から中学校 2年生（K-8）までを対象に、日本語イマージョン教育の補助を行う、アカ

デミック・ボランティア研修を行っている（資料 9-28【ウェブ】）。ここでは、授業に参加

し、実際に子どもたちに日本語を教えるという貴重な経験を学生は積んでいる。また、東京

2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催にあわせ、オリンピック・パラリンピ

ック組織委員会の大会ボランティア等、各種ボランティア活動に学生は参加する予定であ

る。その際、世界中から訪れる多くの観光客との円滑なコミュニケーションが図れるように、

交通機関、食べ物、オリンピック競技、日本文化といったトッピクについて、英語でのやり

取りを楽しく練習できる、オリンピック・パラリンピック向け教材「JJ English Support 

Handbook –Get ready for the Tokyo 2020 Olympic and Paralympic Games!」を制作し、1

年生の必修科目や一部の英語科目の授業で活用している（資料 9-29【ウェブ】）。 

 

 

点検・評価項目③：社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っている

か。 

 社会連携・社会貢献活動の適切性については、主管部署および委員会等によって点検・評

価を行っている。具体的には、共同研究、受託研究および寄付研究については、事務部門で

ある研究推進室を主管とし、「研究推進機構会議」において検証する仕組みとしている（資

料 3-15）。この検証結果に基づき、学外組織との連携を推進するための環境整備に努め、研

究実績の増加に繋げている（資料 3-4【ウェブ】、9-3）。生涯学習に関する教養講座等の開

講については、事務部門である生涯学習センターを主管とし、「生涯学習センター運営委員

会」において検証を行い、その検証結果を踏まえて、次年度の開講講座等を決定している（資

料 3-7【ウェブ】、資料 3-13）。社会連携等に関する取り組みについては、学長室、学生総合

支援センターおよび法人の経営企画部が所管している。 

 これらの社会連携・社会貢献に関する活動は、「大学協議会」に活動の内容、実績等が報

告され、全学的な観点で点検・評価する仕組みになっている（資料 9-30、9-31）。 

 2018（平成 30）年度、2019（令和元）年度は、行政（自治体等）・産業界（民間企業等）

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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との連携事業に係る連携協定等の締結数も増加しており、着実に社会連携活動を推進して

いる。 

 

 

（２）長所・特色 

本学では、社会連携・社会貢献に関する取り組みを「J-TAS」推進と連携させて、学生が

課外活動等に主体的に取り組む機会と位置付けている。そして、実際の活動の中で社会・企

業等が抱える課題を発見、認識し、それを解決に導くプロセスを体験することにより、学生

が自己の成長実感や汎用的能力を獲得していくという学習成果に繋げることを目指してい

る（資料 1-14）。 

 学生が主体となる取り組みでは、本学（女子大学）で学ぶ学生（女性）としての「視点」

や「感性」等を活かした提案を、単年度に留まらず継続的に行っていくことを重点において

いる。その具体的な取り組み事例として、上述の公益財団法人日本相撲協会との連携に係る

公式グッズのデザイン提案や「日野レッドドルフィンズ」との連携活動などは、女性層のフ

ァン獲得という課題に向けて、学生の視点や感性を取り入れた企画・提案を行っている（資

料 9-18、9-20）。また、岩手県久慈市との連携では、本学が設置している学科等での学びの

特性にあわせた提案を行っている（資料 9-15）。   

これらのデザイン提案や課題解決に向けた提案に至る過程において、企業担当者との打

ち合わせ（企画の立案等）をはじめ、学生によるプレゼンテーション、選考など、一連のプ

ロセスを経験することにより、学生は学習成果の獲得を目指している。 

 本学では、学生が社会連携・社会貢献を通じて得た知識・技能や自己成長を実感するため、

セメスターごとに実施する学修ルーブリック等を用い、自身の活動を振り返り、次の目標を

設定（リフレクション）することができる仕組みを構築している（資料 2-13、4-36、4-37）。

また、これらの連携活動の取り組み内容や活動成果を常磐祭（学園祭）等により展示・発表

することで、本学の社会連携等に関する取り組みを広く発信している（資料 9-22【ウェブ】）。 

 以上のように、本学では、社会連携・社会貢献活動を「J-TAS」推進と連携させることに

より、それが単なる活動の実施に留まらず、活動の振り返りや成果発表といったプロセスを

経ることにより、学習成果と結びついていくよう工夫している。 

 

 

（３）問題点 

本学における社会連携・社会貢献に関しては、近年、学内・学外の活動数が増大し、その

内容についても多様化しているという状況がある。また、活動主体についても、教員（個人）、

教職員協同、ゼミ単位、学科単位など、プロジェクトによって異なっている。 

本学では、社会連携・社会貢献活動に関する活動の確認、検証等は、各所管事務部門で取

りまとめ、委員会等による審議を経て、「大学協議会」にて確認・共有する仕組みとしてい

る（資料 2-2）。しかしながら、上記の現状に鑑みた場合、全学として学内の社会連携・社会

貢献活動を機能的に集約、管理する体制を検討する必要がある。 
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（４）全体のまとめ 

 本学では高等教育機関として、国内外の地域、産業界、高等教育機関、研究機関および地

方公共団体等と連携して教育研究活動を推進することを目的に「社会連携ポリシー」を定め

ている（資料 9-1【ウェブ】）。 

 また本学では、社会連携・社会貢献活動を「J-TAS」推進に繋げ、プロジェクト参画、ボ

ランティア活動等の課外活動を、学生が主体的に取り組むことをとおして成長実感と汎用

的能力を獲得する機会と位置付けている（資料 1-14）。 

 これらの活動を推進するうえで、学外組織との連携体制を適切に維持するため、本学では、

連携に関する協定等を締結し、産業界（民間企業等）や官公庁（自治体等）、他大学等の学

外組織と連携し事業を推進している（資料 9-2【ウェブ】）。共同研究、受託研究をはじめ、

地域、企業（団体）等との連携に関する協定件数も増加しており、その活動内容についても

上述のとおり活性化している（資料 9-6）。これらの活動については、主管事務部門である

研究推進室、学長室および学生総合支援センター等が進捗等を確認し、各委員会、「大学協

議会」にて報告することにより、当該年度の活動実績等を確認し、適切性を検証することと

している（資料 9-30、9-31）。 

以上のことから、本学における社会連携・社会貢献活動に係る取り組みは、適切に推進さ

れていると判断できる。 

今後は、学内の社会連携・社会貢献活動に係る活動を機能的に集約、管理する体制を検討

するとともに、社会連携・社会貢献活動を「J-TAS」推進と連携させ、学生の成長実感や汎

用的能力といった学習成果に結びつけていくために、「大学協議会」による全学的な点検・

評価に注力する（資料 9-32）。 
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第１０章 大学運営・財務 

 第１節 大学運営 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現する

ために必要な大学運営に関する大学としての方針を明示しているか。 

本学では、先述の「実践女子大学・実践女子大学短期大学部教学グランドデザイン」を踏

まえ、2016（平成 28）年度に「教育の「質」の転換と内部質保証システムの確立を目指す」

を掲げ、建学の精神である「女性が社会を変える、世界を変える」と、教育理念「品格高雅

にして自立自営しうる女性の育成」を再定義した（資料 1-18）。そして、それに基づく教育

改革を 2015（平成 27）年度から 2019（令和元）年度のまでの期間を定め取り組んでいる。 

また、毎年 8月に開催している「常任理事会夏期集中討議」において、学園の将来構想を

はじめ、中・長期の教育研究活動等の展開について集中的に議論を行ない、事業展開の方向

性、方針等のすり合わせ、確認を行なっている。ここでの結果をもとに、具体的な施策を立

案し、単年度の事業計画として理事会での審議決定を経て、各事業を推進している。その結

果については、事業報告書としてホームページに掲載し、広く周知している。とりわけ、2018

年度は、教育改革、研究活動の推進、ダイバーシティの推進、経営改革、財務運営等の具体

的内容と成果を詳述している（資料 10(1)-1【ウェブ】）。 

2019（令和元）年度は、実践女子学園として、学園構成員の一体感を高め、学園の継続的

な成長を期することを目的に中期計画を策定している。そして、教育改革以降の取り組みを

より戦略的に改革・改善していくために、教学の計画に加え、法人として、広報、施設設備、

人事、財務および経営に関する計画を策定し、2020（令和２）年度より実施する予定として

いる（資料 1-16）。 

 

 

点検・評価項目②：方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を

設け、これらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な

大学運営を行っているか。 

評価の視点１：大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するため

の大学運営に関する方針の明示 

評価の視点２：学内構成員に対する大学運営に関する方針の周知 

評価の視点１：適切な大学運営のための組織の整備 

・学長の選任方法と権限の明示 

・役職者の選任方法と権限の明示 

・学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備 

・教授会の役割の明確化 

・学長による意思決定と教授会の役割との関係の明確化 

・教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化 

・学生、教職員からの意見への対応 
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 学長は「実践女子大学・実践女子大学短期大学部学長選考規程」に基づき選考が行われ、

その権限については「実践女子大学学則」第 48条第２項に「学長は大学を統括し、これを

代表する」と定めている（資料 1-4、10(1)-2）。 

 その他の役職者については、「実践女子大学学則」第 49条に副学長、第 51条に学部長お

よび第 52条に学科・課程主任をおくことを定めており、副学長、各学部長はそれぞれに選

任に関する規程を設けている（資料 10(1)-3～10(1)-6）。主任については、「実践女子大学・

実践女子大学短期大学部主任に関する内規」において選任方法および職務等を明示してい

る（資料 10(1)-7）。 

 本学では、学長が教学の重要事項を決定するにあたり、実践女子大学および実践女子大学

大学院の教学における管理・運営に関する事項を審議するために「実践女子大学協議会」を

置き、必要な事項を「実践女子大学協議会規程」に定めている（資料 2-2）。具体的には、第

２条に審議事項を明示し、第６条にて学長の決定権限を明確にしている。また、第 7条にお

いて教授会等への報告および法人組織（理事会等）に付議することを規定している。なお、

上述の「実践女子大学協議会」は、教職協働の必要性と教学マネジメントの強化から、職員

（学長室部長・学務部長・研究推進室部長・学生総合支援センター部長）も構成員としてい

る（資料 2-2）。 

 教授会の役割については、「実践女子大学学則」第 53条に教授会を設けることを定めて

いる。そして、「学校教育法」の改正を受け、「実践女子大学教授会規程」第９条において、

審議事項を定めるとともに、学長が決定を行うにあたり、あるいは学長の求めに応じて、教

授会が「意見を述べることができる」ことを明確に規定している（資料 4-30）。大学院につ

いても同様とし、「実践女子大学大学院学則」第 15条に本大学院の研究科に研究科委員会

を設けることを定め、第 17条に審議する事項および「意見を述べるものとする」ことを定

めている（資料 1-5）。 

教学組織（大学）と法人（学園）組織（理事会等）については、「学校法人実践女子大学

寄附行為」第 18 条第２項に「理事会は学校法人の業務を決し」と定めており、審議内容に

ついては、第 24 条および「常任理事会に関する規程」第３条に、審議手続きについては、

上述の「実践女子大学協議会規程」第７条に明示している（資料 1-1、10(1)-8、2-2）。その

ほか、慣例として常任理事会を円滑かつ効果的に運営することを目的として、学内の理事

（理事長・学長・副学長・常務理事を含む事務系理事・学長室部長・経営企画部長）を構成

員とする理事協議会を定例開催し、大学（教学）と理事会（法人）が協働、共有すべき事項

について事前に整理・調整を行っている。 

学生、教職員からの意見への対応のうち、学生については、全学生を対象とした「学生大

会」を年１回開催し、意見・要望等を聴取し回答する機会を設定している（資料 7-2）。ま

た、「学長ポスト（学長への手紙）」を設置し、随時、学生の意見を個々に聴取し回答でき

るようにしている。職員については、「学校法人実践女子学園事務規則」第 32条に基づき、

学園業務全般の調整・円滑化を目的に「部長会」を設け、常任理事会の事前審議機関として

各部署の意見等を反映できる仕組みを作っている（資料 10(1)-9）。加えて、教学統括理事

（副学長）および教学系事務組織の部長・次長・課長で「教学事務局会議」を構成し、教学

評価の視点２：適切な危機管理対策の実施 
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事務部門における事業計画並びに業務遂行に関する重要事項を協議し、部門間の連絡・調整

と方針の確認を行っている（資料 10(1)-10）。 

適切な危機管理対策の実施について、本学園では担当理事（危機管理）を置き、法人・教

学が一体となって取り組む体制としている。とりわけ、防火・防災という観点では、「実践

女子学園防災管理規程」に基づき、災害等に備える体制をとっている（資料 10(1)-11）。具

体的には、両キャンパスにおいて、主に職員を中心に自衛消防隊を組織し、関連する資格（防

火管理技能者・自衛消防技能認定・防災センター要員講習修了等）の取得を推奨するととも

に、自衛消防訓練も実施している。加えて、自衛消防隊を中心とし、全学生・教職員を対象

に避難訓練および安否確認訓練を実施し、課題・反省点等を洗い出して次年度以降に活かす

取り組みを行っている（資料 10(1)-12）。 

こうした危機管理体制の責任主体は、理事長・学長・常務理事・中学校高等学校長・防火

防災管理者および自衛消防隊長で組織される学園の「防火・防災管理委員会」であり、同委

員会は防災計画を策定しているほか、設備や備蓄品の確認などを含めた防災に係る活動の

検証を行っている（資料 10(1)-11）。 

 

 

点検・評価項目③：予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 

本学園の予算は、常任理事会の審議を経て決定された予算編成方針に基づいて策定され

る。予算編成方針には、基本方針と個別方針があり、基本方針では学園全体の予算統制や収

支目標が掲げられ、個別方針では教学重点事業・経営重点事業（以下、重点事業という。）

や経常経費、施設設備予算等の概要を示している（資料 10(1)-13）。 

2020（令和２）年度予算の編成方針では、文部科学省の入学定員厳格化対応で学納金収入

の大幅な減少が見込まれるため予算運営のより一層の厳格化が必要となることが述べられ

ており、安定的な財政基盤を維持するため予算編成にあたっては、基本方針、個別方針に基

づき編成作業を行うこととしている。 

基本方針では、①中期計画スタート（初年度）への対応、②研究ブランディング事業の推

進、③無駄の排除と予算統制面の再点検、④収支目標の堅持を示している。 

また、個別方針では、①学納金収入、②人件費、③教学重点事業、④経営重点事業、⑤情

報センター予算、⑥施設設備予算、⑦経常経費、⑧調達方法の見直し（試行）、⑨予算制度・

仕組みの再点検を示している（資料 10(1)-13）。 

予算編成にあたっては、収支目標である基本金組入前当年度収支差額３億円以上の堅持

を念頭に、学生生徒納付金や補助金等の基準収入額と人件費等の基準支出額の差額の範囲

で配分される。重点事業については、事業そのものの有用性、成果目標の重要性、実施計画

の妥当性等が重視される。特に、教学重点予算は学長方針に基づき、重点事業ごとに予算を

評価の視点１：予算執行プロセスの明確性及び透明性 

・内部統制等 

・予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みの設定・学長による意思決定及びそれに基 

づく執行等の整備 
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配分し、管理・執行できる体制としている（資料 10(1)-14）。 

予算の編成および執行に関しては、「学校法人実践女子学園経理規程」で規定されており、

その運営を円滑にし、責任範囲を明確にするため、経理責任者（財務部長）および予算部門

責任者を定めている。予算執行の管理体制、予算執行の責任は、法人全体では経理責任者が

負い、各予算部門では各予算部門責任者が負っている（資料 10(1)-15）。 

また、固定資産および物品の調達等の具体的な手続きは、「学校法人実践女子学園 固定資

産及び物品調達規程」に規定されている。発注は稟議により 100 万円以上 300 万円未満の

物件は常務理事、300 万円以上の物件は理事長の承認を要し、厳正な予算執行に努めている

（資料 10(1)-16）。 

なお、2012年度（平成 24年度）から導入した予算管理システムにより、各予算の執行状

況および残高がリアルタイムで把握できるようになっており、予算管理の有効性と効率性

の両面において改善が図られている。 

 

 

点検・評価項目④：法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運

営に必要な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能

しているか。 

 本学では、法人および大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援等が円滑に実施でき

るよう、大学設置基準に則った事務組織を「学校法人実践女子学園事務規則」に基づき整備

している（資料 10(1)-9）。具体的には、学園（法人）に大学および法人の管理運営部門とし

て 5部署（総務部・財務部・経営企画部・情報センター・内部監査室）を置くとともに、主

に大学に係る教育支援・研究支援・学生支援等を担う９部署（学長室・学務部・学生総合支

援センター・生涯学習センター事務室・研究推進室・文芸資料研究所事務室・香雪記念資料

館事務室・下田歌子記念女性総合研究所事務室・図書館事務部）を配置し、大学運営、教育

研究活動支援等が円滑に行われるようにしている（資料 3-8）。 

また、昇任・昇格に関することは「実践女子学園事務系職員就業規則」および「事務系職

員の初任給、昇格及び昇給に関する取扱細則」に定め、総合的な能力、勤務実績等で評価を

行っている（資料 10(1)-17、10(1)-18）。職員の採用については、退職者の状況等を踏まえ、

学園が求める人材を明確にしたうえで採用活動を行っている。労務管理については、法令を

遵守し、適切に行っている。 

業務内容の多様化、専門化に対応する職員体制の整備については、学生の履修相談等に適

切に対応するため、「カリキュラムアドバイザー」を各キャンパスに２名配置しているほか、

近年の就職状況・環境、学生のニーズに対応するため、学生総合支援センターの職員にキャ

リアカウンセラー資格を有する職員を配置している（資料 4-20）。 

評価の視点１：大学運営に関わる適切な組織の構成と人員配置 

・職員の採用及び昇格に関する諸規程の整備とその適切な運用状況 

・業務内容の多様化、専門化に対応する職員体制の整備 

・教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関係（教職協働） 

・人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善 
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また、海外協定校の開拓および留学生支援の強化のため、海外での勤務経験、語学スキル

の高い職員の採用、「実践女子学園教職員研修規程」に基づき、知識の向上を図り、学園の

発展に寄与させることを目的として、専任職員の大学関係団体への派遣を実施している（資

料 6-7）。 

  教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関係については、職員の教学への

積極的な参画を推進するため、各学部のカリキュラム策定に係る検討・調整を行う「カリ

キュラム検討会議」、全学の教育に係る諸施策の立案およびその推進を図るとともに、共

通教育の企画・運営を行うことにより、本学の教育の充実・発展に寄与することを目的と

する「大学教育研究センター委員会」、教学関係管理・運営に関する事項を審議するため

学長を議長とする「大学協議会」をはじめ、上述の「学生支援委員会」および「入試対策

委員会」の構成員として職員が参画しており、教職協働型の体制で、いずれも職員が大学

運営の重要な役割を担っている（資料 2-2、2-7、5-17）。 

 職員の業績評価については、年度初めに理事長方針および学長方針並びに校長方針、事業

計画を踏まえて、各部次長が中心となり「部方針」を策定し、その「部方針」を踏まえ各課

長が「課方針」を策定する。その「部方針」、「課方針」に基づき、個人の「ミッションシー

ト（仕事評価）」として重点業務設定、業務ウエイト、種別（維持型、改善型、革新・開発

型）、実施のプロセス、達成レベルの目標設定を行っている（資料 10(1)-19）。 

この「ミッションシート（仕事評価）」では、事務職員の業務内容の専門化・高度化、職

場の活性化に寄与するものとして、改善型、革新・開発型の業務を主軸におき、より定量的

（数値）な観点で目標設定・達成状態を設定し評価する仕組みとしている。評価については、

半期終了時点の進捗状況（評価）と年度末における達成レベルの２回の振り返りと上司との

面談を通じて総合結果が付される仕組みとしている（資料 10(1)-19）。 

加えて、自身の業務の課題について、問題の把握、原因の分析、解決策の決定までのプロ

セスを明確にする「課題解決提案シート」をあわせて作成することにより、問題解決手法の

スタンダード化を進め、改善型、革新・開発型の業務ができる職員の育成に努めている（資

料 10(1)-20）。 

この「ミッションシート（仕事評価）」および「課題解決提案シート」の結果は、昇進・昇

格の参考としている。今後は、職位毎の能力要件、昇格基準を明確にし、業績評価に加え能

力評価の導入を進めていく。 

 

 

点検・評価項目⑤：大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び

資質の向上を図るための方策を講じているか。 

スタッフ・ディベロップメント（SD）活動を組織的に実施するために、本学では「実践女

子大学協議会規程」に「教育研究活動等の効果的な運営のための、教職員の能力及び資質の

向上を目的としたスタッフ・ディベロップメントの基本方針に関する事項」を審議事項とし

て定めている。これに基づき、「大学協議会」にて SDに関する基本方針等を策定し、具体的

評価の視点１：大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント 

（SD）の組織的な実施 
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な活動を推進している（資料 2-2、6-15）。 

SDの定義として、本学では、SD（Staff Development）は、「当該大学の教育研究活動等

の適切かつ効果的な運営を図るため」の研修や取り組みを指しているが、ここでの SDには

教員も含まれている。なお、職員が教員向けの FDに参加した場合には、職員にとっては SD

と看做している。SD（職員のみが対象となるものを除く）については、大学協議会で基本方

針を審議し、実施にあたっては、関係委員会・部署等で具体案を検討し、「大学協議会」に

報告する（資料 10(1)-12）。SD（事務職員）については、総務部と連携して進める体制とし

ている。 

 

2019年度 SDに関する基本方針 

① 学生一人ひとりの個性を大切にした個別支援体制の確立を目指し、J-TAS の本格運用

にあたって、システム利用方法、学生対応への活かし方、データの活用方法等の教職

員への周知の取組みを進める。（学長方針：学生第一／学生の厚生補導に関するもの） 

 ②科研費等の外部資金獲得のための取組みを進める共に、研究の信頼性・公正性を担保す

るためのコンプライアンス・研究倫理に関する取組みを進める。（学長方針：研究推進

／業務領域の知見の獲得を目的とするもの） 

 ③2020 年度の第３期認証評価受審に向けて、新たな評価項目の確認と点検に向けた取組

みを進める（学長方針：教育の質保障／自己点検・評価と内部質保証に関するもの） 

 ④ダイバーシティ社会への対応として、LGBT に関する理解を促進すると共に、障害のあ

る学生に対する対応についての取組みを進める（学長方針：将来構想／業務領域の知見

の獲得を目的とするもの） 

 ⑤2020 年からの新テストへの理解を深め、問題の把握と対応を検討するための取組みを

進める（学長方針：将来構想／大学改革に関するもの・業務領域の知見の獲得を目的と

するもの） 

 

これらの基本方針に則り、2019（令和元）年度は、「J-TAS」推進に係る「新たな学生支援

体制について」「大学入学共通テストと高大接続について」、「LGBT」等をテーマとし、教職

員の資質向上に繋がる取り組みを推進している（資料 10(1)-21～10(1)-23）。 

 事務職員を対象としたSDの取り組みとしては、問題解決手法に関する研修を実施してい

る。また、新入職員研修、一般職員研修、管理職研修、学外研修への派遣や自己啓発のた

めの研修等に費用面での助成等を行い、職務に必要なスキルの向上を支援している。ま

た、職員の視野を広げるため、共立女子学園、武蔵野大学との「３校合同研修」や青山学

院大学、國學院大學および聖心女子大学との「4大学連携合同研修」等を実施している

（資料10(1)-24）。 

 

 

点検・評価項目⑥：大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 
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本学での大学運営の適切性に関する検証については、主に教育研究活動に係る事項につ

いては「大学協議会」を責任主体とし、経営に係る事項については、「常任理事会」におい

て検証する仕組みとしている。これらの会議体での審議・承認事項は、規程等に基づき、理

事会、評議員会において最終決定している（資料 2-2、10(1)-8）。 

「学校法人実践女子学園事務規則」第 32条に基づき、学園業務全般の調整・円滑化を図

る「部長会」を設け、常任理事会の事前審議機関と位置づけ、事務に係る事項の検証を行っ

ている（資料 10(1)-17）。また、教学統括理事（副学長）、教学系事務組織の部長・次長・

課長で「教学事務局会議」を構成し、教学事務部門における事業計画並びに業務遂行に関す

る重要事項を協議し、部門間の連絡・調整および方針の確認を行うことで機関決定前の調

整・検証等を実施している（資料 10(1)-10）。 

監査プロセスの適切性としては、「学園寄附行為」第 17 条に基づいて「学園監事監査規

則」が定められ、学園の業務および財産の状況、理事の業務執行の状況（以下「学園の業務

等」という。）について、監事、内部監査室および監査法人（以下「監事等」という。）によ

る監査が実施されている（資料 1-1、10(1)-25）。期中および期末の監査のみならず、それ

ぞれの監事等が行なった監査情報の共有を図る「三様監査連絡会」を定期的に開催して、総

合的に監査の質を高めている。 

監事監査は、「私立学校法」第 37 条および「学園寄附行為」第 17条に基づいて学園の業

務等の状況を把握し、必要に応じて意見を述べるとともに、監査結果を盛り込んだ監査報告

書を作成して理事会および評議員会に提出している（資料 10(1)-1）。監事は常勤監事１名

と非常勤監事１名で構成され、事務支援を総務部が行なう。理事会および評議員会への出席

をはじめ、常任理事会（毎週１回定例開催）に出席して、監査計画に基づいて学園の業務等

を監査している（資料 10(1)－31、資料 10(1)－32）。なお、常任理事会の事前審議機関であ

る「部長会」と、学長の下の意思決定機関である「大学協議会」の議題および審議内容につ

いても把握に努め、適宜意見を述べている。内部監査室および監査法人と監査計画を共有し、

適宜、報告・意見交換を行なっている。 

監査法人は、「私立学校振興助成法」第 14条第 3項の規定に基づき、法人の会計および財

産の状況を監査している（資料 10(1)-1）。なお、監事は、監査法人から定期的に監査の結

果を徴取し、改善状況等について報告を受けている。 

内部監査室には室長１名と室員若干名を置き、室長は「内部監査規程」に則り内部監査計

画を立案している（資料 10(1)-26）。業務監査、経理監査、情報システム監査および公的研

究資金監査等を行なって、監事を補助するとともに、内部監査結果を学長および理事長に報

告している（資料 8-32）。また、三様監査連絡会の事務を掌る等、監査の有効性を担保して

いる。 

外部監査は、私立学校振興助成法第 14条第３項の規定に基づき、監査法人による監査 を

行なっている（資料 10(1)-1）。なお、会計監査の結果については、監事が定期的に聴取し、

改善状況等について報告を受けている。内部監査は、内部監査室を設置し、「内部監査規程」

に基づき、所定の内部監査を実施している（資料 10(1)-27）。内部監査室は、監事の補助を

行ない、内部監査室長は、監事および監査法人との連絡、意見交換および情報交換のための

評価の視点２：監査プロセスの適切性 

評価の視点３：点検・評価結果に基づく改善・向上 
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監査連絡会に出席し、監査の有効性を担保している。 

 

 

（２）長所・特色 

 本学園は、2016（平成 28）年 5 月の理事長と日野市長との共同イクボス宣言以降、職員

職場の意識改革やワーク・ライフ・バランスを実現するため、就業規則・規程の整備、関連

講座・講演会等を実施してきた（資料 9-7）。特に 2018（平成 30）年度は、これまでの活動

をベースとして、職員職場だけでなく、教員や学生にも「男女共同参画推進」の取り組みを

理解してもらうための活動を推進している。 

具体的には、①「男女共同参画」関連講座・講演会の開催、②教員の子育て支援の充実、

③各種支援制度周知のための案内パンフレット作成、④教員と職員との交流企画の実施、⑤

「男女共同参画推進」研修会の実施、⑥地域連携と社会連携の強化等に取り組んできた（資

料 9-7）。とりわけ、③「各種支援制度周知のための案内パンフレット作成」では、『出産・

子育て・介護支援制度ガイドブック』を作成し、これまでの就業規則・規程の整備等を踏ま

え、産前産後休暇、育児休業、介護休業等の各種支援制度の解説や取得方法、「女性研究者

支援窓口」「教職員のキャリアアップ・働き方に関する相談窓口」「ワーク・ライフ・バラン

ス関連諸制度の利用に関する相談窓口」の利用方法等を掲載し、教職員に周知している（資

料 10(1)-30）。また、④「教員と職員との交流企画」の実施では、「ライフ」を視点にして育

児、介護、睡眠、料理と複数のテーマを設定し、実技を中心とした構成とすることにより、

知識の習得はもとより、教職員同士の交流や教職員の子女と一緒に参加して相互理解を深

めることに役立てている（資料 9-7）。 

本学園は、創立以来、一貫して「自立自営」しうる女性を育成することによって、女性の

社会的な地位の向上と社会進出に尽力してきた。こうした本学の歴史と女子大学としての

社会的な責任を重く受け止め、男女共同参画社会の実現にこれまで以上に力を尽くし、その

先導的な役割を果たすことに努めたい。 

 

 

（３）問題点 

 な し 

 

 

（４）全体のまとめ 

 本学では、適切に大学運営を行うため、学長をはじめとする所要の職を置き、学長、役職

者の選任方法、権限等を規程により明確に定めている。また、教授会等を置き、その役割等

も規程により明確にしている（資料 2-2、資料 4-30）。 

予算編成および予算執行については、「実践女子学園経理規程」を定め、財務部を中心に

毎年度予算編成方針を策定し、それに基づき編成し執行している（資料 10(1)-15）。また、

監査体制を整備し、関係法令等に基づき適切に実施することにより、監査の有効性を担保し

ている（資料 10(1)-1、10(1)-25）。 

法人および大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援等を行うため、事務組織を適切
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に置いている（資料 10(1)-9）。教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携につ

いては、職員の教学への積極的な参画を推進するため、各学部のカリキュラム策定に係る検

討・調整を行う「カリキュラム検討会議」を置いているほか、教学の管理・運営に関する事

項を審議する「大学協議会」の構成員として職員が参画しており、教職協働型の体制で、い

ずれも職員が大学運営の重要な役割を担っている。 

大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員および教員の意欲および資質の向上

を図るため、本学では SDの定義、推進体制を明確にしたうえで、基本方針に基づき適切に

SDに係る取り組みを推進している（資料 6-15、10(1)-21～10(1)-23）。 

 以上のことから、本学の建学の精神、教育理念の実現のため、学長をはじめとする所要の

職を置き、必要な組織等を整備して大学運営を推進しており、その取り組みについても概ね

適切であると判断できる。 
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第１０章 大学運営・財務 

 第２節 財務 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策

定しているか。 

 教育研究活動を安定して遂行するため、本学園では財務シミュレーションを活用し、中・

長期の財務計画を策定している。 

 本学園ではこれまで、特に大規模な周年事業等の構想・実施の段階において、中・長期的

な財政状況を見積もってきた。具体的には、第８章：教育研究等環境にて上述している、「創

立 120周年記念整備事業」として、渋谷キャンパスの開校および２期整備計画として、日野

キャンパスにおける実験・実習施設の改修整備と講義室の再配置があげられる（資料 3-9）。

2008年（平成 20 年）６月、渋谷校地に新しく大学・短期大学棟を建設する２拠点化構想に

ついて最終的な意思決定を行なうにあたり、一連の事業費の財務面への影響を探るため、

2007年度（平成 19年度）までの 10年間の学園財政の実績を分析したうえで、2008 年度（平

成 20年度）から 2018 年度（平成 30年度）までの消費収支を試算している。この財務シミ

ュレーションによって、人件費比率が他法人比率より高止まりしていることが改めて確認

され、役員職務手当および教職員賞与の削減等を段階的に実施することを決定している。 

また 2012年（平成 24 年）８月には、２拠点化（創立 120周年記念１期整備事業）後の学 

園財政を包括的に把握し、その後の日野校地再開発計画（同２期整備事業）の資金計画を策

定するため、2019（令和元）年度までの資金収支および消費収支、運用資産の残高推移を試

算した。 

 この財務シミュレーションは、上述の大規模事業の実施の際に活用しているほか、毎年継

続的に見直しを行うことによって、財政の健全性が維持されているか、今後の収支状況がど

う推移するかを把握するとともに、収入および支出面における問題点の洗い出し（学費や人

件費、経費等）と改善策（学費改定、収入の多様化、人件費削減等）の検討を行う上で活用

している。 

 2019（令和元）年度は、中期計画の策定に伴い、財務の健全性を維持するための目標値等

を設定している。具体的には、事業活動収支の基本金組入前当年度収支差額を 3億円以上と

し、財務シミュレーションにより 2020（令和２）年度から 2024（令和６）年度までの収支

状況を見積もっている。この結果から、2022（令和４）年度までの収支改善額（２億円）を

提示したうえで、既存経費の見直し（業務効率化による教育研究経費・管理経費の削減）、

収入の増強（入学検定料、寄付金、施設設備利用料、その他）などの改善策（改善額）を示

し学内での共有を図っている（資料 1-16）。 

財務関係比率に関する指標として、本学園では、事業報告書 「財務の概要」の説明資

料において、過去６年間の事業活動収支計算書および貸借対照表の主要科目の財務比率を

評価の視点１：大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した中・長期の財政計画の策定 

＜私立大学＞ 

評価の視点２：当該大学の財務関係比率に関する指標又は目標の設定 
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示している（資料9-6）。「平成29年度版今日の私学財政」（日本私立学校振興・共済事業

団）掲出の大学法人（除く医歯）、同規模法人および同系統法人の比率との比較・検討を

行なうことによって、本学園の問題点や強みを確認している。これらの財務比率について

は、「分析の視点及び基準（目標）比率」を示している（資料9-6）。 

 また、財務関係比率等は、主に職員を対象とした年度ごとに開催する「決算説明会」によ

り、本学園の財政状況、他大学等との比較データ等を共有することにより、本学園の財政状

況を適切に把握し、各部署における予算管理・試行の適正化等に努めている（資料 10(2)-

1）。 

 

 

点検・評価項目②：教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立

しているか。 

 過去５年間の本学園の財務状況は、「事業活動収支計算書関係比率」「消費収支計算書関係

比率」に示すとおりである（大学基礎データ表 9～11）。「平成 29 年度版今日の私学財政」

（日本私立学校振興・共済事業団）掲出の大学法人（除く医歯）、同規模法人（学生数 5,000

人～8,000人）および同系統法人（文系学部とその他系学部または文系学部を設置）と比較

すると、事業活動収支差額比率は安定的にプラスを維持している。一方、学生生徒納付金比

率は他の学校法人と比較すると高い傾向にあるため、将来のさらなる定員厳格化による学

生数の減少に備えた学生生徒等納金以外の収入の拡充が必要である（資料 9-6）。 

 貸借対照表関係では、「創立120周年記念整備事業」に係る整備事業等により、負債比率

等が高くなっているが、経年的に低下している。負債償還率についても目標値まで余裕の

ある水準を維持しており、外部負債に対する抑制を図っている（資料9-6）。 

 将来的な施設設備の取替更新に備え、減価償却累計額に対する保有割合を５割と設定し

施設設備維持引当特定資産へ計画的に毎年度繰り入れてきた。この目標はクリアしたが、大

規模な自然災害等を考慮し、今後も繰り入れを行う予定としている。 

第２号基本金の組み入れについて、渋谷校地における老朽施設の将来的な建替えに備え、

2018（平成 30）年度から第２号基本金の組み入れを開始し、10年間に亘って組み入れる計

画としている。 

教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組みとして、教育研究活動におけ

る事業計画等を反映した予算編成と適切な執行を図るための予算制度（措置）が重要と認識

している。予算編成の際には、財務部職員が各学科・課程をはじめ、事務部門においてもヒ

アリングを実施し、当該年度における重点事業の確認・共有を行っている。このヒアリング

結果に基づき、優先順位等を予め定めたうえで予算に反映する仕組みとしている。また、本

学園では、経常予算とは別に、経営重点予算、教学重点予算といった政策的な予算枠を設定

評価の視点１：大学の理念・目的及びそれに基づく将来を見据えた計画等を実現するために

必要な財務基盤（又は予算配分） 

評価の視点２：教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組み 

評価の視点３：外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費

等）の獲得状況、資産運用等 
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している（資料 10-13）。とりわけ、教学重点予算では、学長主導のもと、教育・研究・社会

連携の分野において、教育改革の推進と教育・研究環境の充実を目的に編成するものとし、

教育研究活動の遂行と財政確保の両立を担保している。2019（令和元）年度は中期計画の策

定に伴い、中期計画と連動した予算編成の実施と重点事業の促進を目指している（資料 1-

16）。 

外部資金の獲得状況については、私立大学等経常費補助金をはじめ、私立大学等改革総合

支援事業補助金の獲得を目指し全学的に取り組んでいる。その結果として、私立大学等改革

総合支援事業では、2015（平成 27）年度、2016（平成 28）年度および 2017（平成 29）年度

に「タイプ１（教育の質的転換）」に採択されている（資料 10(2)-2）。また、平成 30 年度

私立大学研究ブランディング事業に「源氏物語研究の学際的・国際的拠点形成」が採択され

ており、引き続き教職員が一体となって、補助金獲得のための取り組みを継続して行うこと

としている（資料 8-23【ウェブ】）。 

文部科学省科学研究費補助金、受託研究費については、第8章：教育研究等環境にて上

述しているとおり、「研究推進機構」、研究推進室をはじめとする組織的な支援体制が構築

され、安定的な運営が行われることにより、採択件数も増加している（大学基礎データ表

8）。 

寄付金については、本学園の教育内容のより一層の充実と学生生徒支援の推進のため

「教育振興協力資金」をはじめ、学生生徒に対する支援や研究活動への支援を目的とした

寄付金制度を複数設定している（資料10(2)-3）。 

資産運用については、「資金運用規程」に基づき、元本回収の確実性、安全性を最優先

とした安定的な運用を図っている（資料10(2)-4）。 

 その他の学納金以外の収入強化策として、近年は撮影や施設貸し出しによる施設設備利

用料収入の増加が挙げられる。 

 

 

（２）長所・特色 

 予算編成にあたっては、事業活動収支の基本金組入前当年度収支差額３億円以上という

大前提のもとに、予算配分の基準となる基準収入額と基準支出額を算出し、その差額の範囲

内で予算配分を行っている（配分予算＜基準収入額－基準支出額）。これにより財務規律と

財政基盤の安定を図るとともに、政策的経費である教学重点事業への予算配分が可視化さ

れ、教育研究活動が活性化されるよう努めている。  

 

 

（３）問題点 

2018（平成 30）年度の活動区分資金収支計算書における教育活動資金収支差額は収入超

過となり、事業活動収支計算書の教育活動収支差額も収入超過となった。 

一方、収入における学生生徒等納付金への依存率が高く、将来のさらなる定員厳格化によ

る学生・生徒数の減少に備えた学生生徒等納金以外の収入の拡充を図る必要がある（大学基

礎データ表 9、10）。 
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（４）全体のまとめ 

 本学園は、教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財務計画を策定し、経営重

点予算や教学重点予算といった政策的な予算枠の設定、各学科・課程等の重点施策を予算編

成に反映することにより教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図っている。 

財政状況については、収支差額のプラスを安定的に確保しているとともに、本学園で設定

している指標（目標数値）、同一規模法人等との比較に照らして、資産構成の水準が維持で

きており、教育研究活動を安定して遂行するために必要な財政基盤を確保している。 

今後は、将来のさらなる定員厳格化による学生・生徒数の減少に備えた学生生徒等納金以

外の収入の拡充を図るとともに、中期計画と連動した予算編成の実施と重点事業の促進支

援を図る。 
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終 章 

 

 実践女子大学は、学祖下田歌子先生が「女性が社会を変える、世界を変える」という強い

信念の下「品格高雅にして自立自営しうる女性の育成」を目指して 1899年に設立した実践

女学校、女子工芸学校を前身とし、2019 年 5 月に創立 120 周年を迎えた。この建学の精神

と教育理念は脈々と受け継がれており、本学はこれまで数多くの人材を幅広い分野に送り

出してきた。 

現在の社会を地球規模でみると、増え続ける人口問題や地球温暖化などの環境問題など

SDGｓへの取り組み、経済や社会のグローバル化と自国主義による国家・人種間の対立激化

など、問題が山積している。また、日本では少子高齢化に伴う解決すべき数多くの課題があ

る。これらの課題は物質的豊かさ追求してきた人々の欲求とそれを実現するための男性中

心の効率的な社会システム形成の副産物として顕著になった面が多いと考えられる。いま

だに解決策が見えてこないこれらの問題を乗り越え、明るい未来を切り開くためには、従来

の男性中心の視点ではなく女性による新たな視点と切り口が必要であると考えられる。特

に女性の社会進出が遅れているといわれている日本では、男女が同等に働き、意思決定し、

社会に貢献する男女共同参画社会の実現が必須である。このような観点から、女性を中心に

置き女性の主体的成長を支援する高等教育機関として女子大学の社会的存在意義があると

考える。 

それを実現し継続していくために、本学では「社会を変革し未来を切り開いていく女性の

育成を目指す―実践女子―」として、教育、研究、社会貢献等の各分野において 2020年度

以降の中期計画を立てた。この際に本学の過去の教育改革を検証し不足点と不十分なとこ

ろに新たな施策を講じ、成果を上げているところはそれをさらに伸ばす方策をとった。特に、

第７章の学生支援のところで述べているところであるが、多様化している学生一人ひとり

の個性を大切にした個別支援体制を「J-TAS」として構築した。 

次に、社会の変遷を技術革新の面からみると、18 世紀英国で始まった蒸気機関の登場に

よる第一次産業革命、内燃機関による軽工業から重工業への第二次産業革命、コンピュータ

の登場による第三次産業革命へとつながり、それに沿った人材が社会から求められてきた。

今始まりつつある第四次産業革命は ICT（Information and Communication Technology）、

IoT（Internet of Things）、AI（Artificial Intelligence）などによって、従来人が行っ

てきた単純作業の省力化や肉体労働のロボットによる代替、事務処理の自動化などが進み、

社会が必要とし期待する能力は今までとは違うものになる。 

今後の社会でどのような人材が必要か、それは決められたことをきちんとこなす、協調性

があるというような従来の能力だけではなく、自分で社会の問題点を見つけ出し、目標の設

定ができる、価値判断ができる、創造力がある、対人コミュニケーション力があるなど AI

などでは代替できない能力である。いわゆる自ら考える行動する能力を持ち社会を変革し

ていく“実践力”のある人間であり、未来社会を構想し切り開いていく人材である。 

このような人材を本学で育成するために、今後教育の面からは、従来からの知識伝達型の

教育に加え、論理的思考の基礎となる基礎学力の向上と（日本の歴史と文化を含む）広範囲

な分野での教養および数理的思考力（データ分析・活用能力）を養う教育を充実することが
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必要である。また、学生が主体的に行動し課題を発見し幅広い視点で自らの考えを発信して

いくために、社会との接点を増やし社会・地域連携やグローバル化に対応した教育環境を整

え課題解決型学習（PBL）などを取り入れることが必要である。これらの点について、2017

年度からの学長方針で示していたが、更に教学中期計画および 2020年度学長方針の重点項

目として取り組む予定である。 

研究の面からは、本学研究者の自由な意思と発想に基づく多様な研究活動を組織的に支

援・推進し、研究成果を教育へ還元するとともに、産学官連携や地域連携を通じた各種の課

題解決と研究成果の社会還元に取り組んでいく。 

また、前回の認証評価で大学院の定員充足率が低いことの指摘を受け、カリキュラムや教

育体制の整備を進めてきたがあまり改善がみられていない。本学の持続的発展には、特色あ

る研究の推進とともに教育研究を引き継ぐ人材（後継者）の養成が不可欠であり、2020 年

度から大学院生の様々な経済面での支援策を実施することを決定した。引き続き教育研究

の高度化および大学院の充実に取り組んでいく。 

 

 

学長 城島栄一郎 


